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[開会(午前１０時００分)] 
 

○光石衛会長 皆様おはようございます。 

これより日本学術会議第194回総会を開会いたします。年度初めのお忙しい中、参加い

ただきましてありがとうございます。議事に入る前に本日の配付資料及び留意事項につい

て事務局から説明いたします。 

 

[配付資料説明] 

○企画課長 事務局でございます。 

まず、配付資料の確認をさせていただきます。ペーパーレス化を推進するため、配付資

料につきましては、事前に御登録のメールアドレス宛に送付させていただいております。

総会資料は、資料１から資料７及び参考資料８点の計15点です。 

資料１ 日本学術会議第194回総会日程等、資料２ 御講演関係資料、資料３ 非公開

審議資料、資料４ 日本学術会議第26期１年目の活動状況に関する評価、資料５ 日本学

術会議活動状況報告、会長及び副会長報告資料、資料６ 各部部長及び若手アカデミー報

告資料、資料７ 日本学術会議のあり方関係資料。そのほか、参考資料が１から８までご

ざいます。以上でございます。 

このうち資料３につきましては、非公開審議が予定されておりますので、会場にて御参

加の方には封筒に入れて配付しております。オンラインにて御参加の方には、後ほど審議

の際に共有させていただきます。資料はそろっておりますでしょうか。 

会場にて御参加の方で、お手元の資料の御用意がない場合は、挙手いただければ事務局

の担当者がお持ちいたします。 

なお、明日午後の総会散会後、残された資料については、こちらで破棄いたしますので、

御入用の場合は、資料をお持ち帰りくださいますようお願いいたします。 

続きまして、留意事項について申し上げます。本日はオンラインにて御参加されている

会員の方もおられます。御発言の際には、冒頭にお名前と所属部をおっしゃっていただき、

はっきり、ゆっくり御発言いただきますよう、お願いいたします。 

 会場にて御参加いただいている皆様は、発言の御希望がある場合は、挙手いただくか、

机上の発言希望表に所属部とお名前を御記入の上、事務局職員にお渡しください。 

御発言の際には、卓上のマイクのスイッチを入れていただき、できるだけマイクに近づ

いて大きな声で御発言いただきますよう、お願いいたします。 

発言後はマイクのスイッチを切っていただくほか、ハウリング防止のため、オンライン

出席用のＺｏｏｍには接続されませんようお願いをいたします。また、マイク本体の位置

を動かすと不具合が生じる可能性がございますので、アームで御調整ください。 

オンラインにて御参加いただいている皆様、入室に当たり、本人確認に御協力いただき

ありがとうございました。会議中はカメラはオン、マイクはオフにしていただきますよう
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お願いをいたします。また、発言の御希望がある場合は、挙手機能、またはチャット機能

を利用して意思表示していただき、指名を受けましたら、マイクをオンにして御発言くだ

さい。なお、チャット機能を使用される際は、ホストへのダイレクトチャットではなく、

全体チャットで御連絡くださいますよう、お願いをいたします。なお、総会の傍聴を希望

される方や、報道の方には総会の様子を動画でも配信しておりますので、御承知おきくだ

さい。 

傍聴されている方におかれましては、本日の資料は日本学術会議のウェブサイトに掲載

しておりますので御参照ください。また、総会の傍聴に関しては、日本学術会議傍聴規則

の定めるところによりますので、傍聴される方におかれましては、当該規則を十分に確認

いただきますよう、お願いいたします。 

連絡事項は以上でございます。よろしくお願い申し上げます。 

 

○光石衛会長 ありがとうございます。 

それでは議事に入ります。これからの議事進行は、日比谷副会長にお願いいたします。 

 

 

[オンライン出席の取扱いについて] 

 

○日比谷潤子副会長 皆様、おはようございます。それでは最初に総会へのオンライン出

席の取扱いについて御報告いたします。資料１を御覧ください。 

２ページにあるとおり、第346回幹事会決定「日本学術会議総会におけるオンライン出

席の取扱いについて」に基づき、会員の状況に応じて現地出席が困難であると会長が認め

る場合には、オンライン出席することができるとしております。総会の冒頭で、会長はオ

ンライン出席の人数及び氏名を報告することとされているので、この規定に基づき、会長

からオンライン出席者について御報告をお願いいたします。 

 

○光石衛会長 総会のオンライン出席者について御報告いたします。資料１の５ページを

御覧ください。 

今回の総会においては、資料に記載の55名について、オンラインでの出席をお認めして

おりますので御報告いたします。 

 資料に記載の55名の方に加えて、第二部の杉山淳司会員、同じく第二部の髙橋良輔会員、

第三部の大橋弘美会員についてもオンラインでの出席をお認めしており、合わせて58名と

なりますので御報告いたします。 

幹事会決定に基づき、オンライン出席する会員には、現地出席する会員と同等の権利を

認めることといたしておりますので、御承知おきください。 
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○日比谷潤子副会長 ありがとうございました。 

これによりまして、本日会場御出席が133名、オンライン出席が18名、合計で151名で定

足数に達しておりますので御報告いたします。 

 

[討議①（研究力強化）林隆之先生御講演]   

 

○日比谷潤子副会長 それでは御講演に移ります。まず、研究力強化をテーマに、研究力

強化検討委員会委員長の林隆之先生に御講演をお願いしております。 

 皆様は、資料の２－１を御覧ください。 

 林先生、演台にお願いいたします。 

 

○林隆之委員長 おはようございます。連携会員の林でございます。「我が国の学術の発

展・研究力強化に関する検討委員会」の進捗状況について、御報告をさせていただきたい

と思っております。 

秋に始まったばかりのところで、一度こういうことを進めていくということをお話しし

たところですが、およそ半年ほどたって、どういうことを議論してきたかということを御

報告させていただければと思います。 

その秋の段階で申し上げたことを改めてパワポにしてございますが、申すまでもなく、

今、日本の学術の国際競争力が後退しています。しばしば取り上げられる引用数トップ10％

論文数、これが今世界13位に低下していると。 

このような学術の国際競争力の後退は今に始まったことではなくて、実際は政府も第５

期科学技術基本計画をつくるとき、つまり10年前ですが、そのときには既に、この問題を

認識していて、この10年間方策を政府のほうも打ってきたわけではございますが、ただ一

部博士学生の支援等のところは改善はしていますが、全体的に研究力については、いまだ

低下傾向にあると考えています。 

学術会議以外にも研究力の問題、特に昨今いろいろなところで議論されていますが、学

術会議のその特徴は、科学者コミュニティを代表する立場であって、研究現場にいる先生

方、特に最先端の研究を行っている先生方の集団でありますので、研究現場の実態を科学

政策議論に提示すると、その必要があるというふうに考えています。 

 特に、ほかのところではなかなかし得ないような各学術分野における具体的な「研究力」

というのは、どういうものであるのかと。そして本当にそれが低下しているのか。そして

その低下しているんだとすれば、その要因は何であるのか。ということに関して議論を行

っていくということが学術会議の使命だということで、この会を進めています。 

この会で議論をする前提のところですが、一番下に書いてありますが、「研究力」、ま

ずは仮説としてここに書いてありますが、定義ですが、学術的貢献と社会経済的・インパ

クトの双方の視点を持って、「基盤的な研究の厚みに基づき、最先端の研究をダイナミッ
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クに展開することを持続的に可能とする能力」と、このように定義して検討を進めてきて

いるところでございます。 

進め方は大きく二つで進めています。一つは、各分野における研究力の現状分析です。

先ほど申し上げましたように、学術会議は様々な分野の研究者の集団でありますので、研

究分野ごとに、そもそも「研究力」というのは、捉え方も違うであろうし、現状も違うで

はないかということで議論を進めています。 

幾つかの分野別委員会にヒアリングをさせていただいているわけですが、ここに当初始

めたときに、検討を行ったヒアリング項目が書いてございます。 

 大きく言えば、まず「研究力」をどのように捉えて、そして今、それがどういうふうに

変化してきているのか、低下してるのかどうかというところ、それからもし低下している

のであれば、その阻害要因は何であるのかと。そして具体的に誰が何をして、改善をすべ

きなのか。そして最後に、研究力をモニタリングする、つまり政府等は先ほど申し上げた

ように論文数等でモニタリングをしているんですが、それでは合わないという意見はよく

聞くのですが、じゃあ、何をモニタリングすべきであるのかということについてのポイン

ト、この４点をヒアリングをさせていただいています。本日、この４点目は言及しません

が、このような形で進めています。 

それから、もう一つ、今のが分野別でしたけれども、二つ目は分野横断的事項の検討と

いうことで、全ての分野に共通するようなポイントがあれば、それを深掘りで議論をする

ということで進めています。 

始めるときに、論点として考えたものは、ここにありますようなものですが、研究者と

いう職の魅力をいかに向上できるか、そして研究環境、大学院教育の改革、研究資金制度

等々といろいろと書いてあります。まだなかなか、後ほど御説明しますが、これらの多様

な視点を議論するという段階までは至っていませんが、こういうことを論点として、考え

て進めているところでございます。 

これまでのこの半年間の検討状況でございますが、まず一つ目の分野別ヒアリングにつ

いては、物理学委員会、基礎医学委員会、材料工学委員会、社会学委員会の四つにヒアリ

ングをさせていただきました。この場を借りまして、改めて各委員会の先生方には御礼を

申し上げたいと思います。 

見ていただくと分かりますが、理、工、医、そして人文社会と、この四つの大きな分野

から、一つずつ委員会をヒアリングさせていただいたというものになっています。 

それから、横断的事項ですが、後ほど細かく説明いたしますが、委員会での議論、そし

て分野別ヒアリングをしても、やはり一丁目一番地の問題は、研究者の雇用問題であると、

これが解決しない限り研究力は向上しないというのが、この委員会でも議論をしていると

ころです。 

まずは、この研究者雇用問題に焦点を置いて、ここに書いてありますが、理化学研究所

の五神理事長、東京理科大の石川学長、それから後ほども出てきますが、この研究者雇用
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の問題についていろいろと調査をなされている宮川連携会員等にヒアリングをしています。 

それからもう一つ、学術と産業界の関係に関しては、経済同友会との意見交換をちょう

ど先週の金曜日に行ったところでございます。この資料を作成して提出したときは、まだ

でしたので、まだ予定と書いてありますが、経済同友会との意見交換等を行っています。 

順に議論の状況を御説明していきたいと思います。 

まず、研究力とは何かというところに関して、四つの委員会からいろいろと御議論いた

だきました。赤字になっているところを少し見ながら御紹介をしていきたいと思いますが、

物理学委員会は、赤字の上のほうですが、まず、論文・引用数とは、一指標であるが、研

究力そのものではないということで、国際的な拠点施設を持ち、成果を生み出し続ける力、

あるいは若手や海外研究者を集積して研究を継続する力、多様な研究が展開できる仕組み、

最先端実験を遂行し得る総合力と、こういうような、ある種拠点として研究を持続して、

発展させる力というものを研究力として提示いただきました。 

一方で、基礎医学委員会。基礎医学委員会も論文数等はそれだけでは適当とは言えない

ということの下で、やはり研究の質に踏み込んだ評価をして、そこから見えるものが研究

力だということを御指摘をいただきました。Ｐｅｅｒが確立してないような研究の価値を

見抜く、そういうものが必要だと。そして、指標で、ともすると欧米の流行が反映されや

すい指標ではなくて、それに追従しないような強い決意の下で研究を行っていくと。これ

が研究力であると。 

それから材料工学委員会のほうですが、基礎研究の継続性だったり、あるいはやはり材

料工学ですのでアカデミアと産業界を含むような複層的な評価軸をつくって、それで研究

力を捉えていくべきだと。 

それから社会学委員会のほうですが、やはり人文社会なので分野特有の指標というもの

をちゃんと考えて、その下で研究の多様性、あるいは研究者ごとの多様性というものを考

えて研究力を見るべきだと、そういう御指摘をいただいてきました。 

ざっくり言いますと、やはり研究力の議論、研究成果をどう見るかという話と、そして

その研究成果を生み出すような拠点の力をどう見るかという、大きく二つの話があったと

思いますが、今申し上げたように繰り返しですが、日本ではＰｅｅｒ評価に基づくような

国の研究力の主張ができていない。そして国際的に人を引きつけて集積し、成果を発表し

続けるような研究拠点を、ちゃんと構築できているかということをしっかりと研究力とし

て考えるべきだと。 

そこでさらに今、研究の多様性であったり、そして産業界との関係というような多様な

視点が必要であると。そしてピアレビュー等で欧米追随ではなくて、ユニークな研究を促

進するような力と、そういうものをちゃんと研究力として考えていくべきだということを

御指摘いただいたところでございます。 

このようにいろいろな定義があるんですが、その上で研究力低下しているのかどうかと

いうことを四つの委員会にお聞きしましたが、基本的に四つの委員会とも低下傾向である
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ということを御指摘いただきました。国際的に低下傾向、全体として地盤沈下している研

究力低下というようなことが書いてあります。 

海外ではと下に書いてありますが、ヒアリングでは、ほかの国はどうなんですかという

こともお聞きしているんですが、アメリカは海外から人を引きつけることもできているし、

中国は圧倒的な資金力と人員で研究を展開していると。ヨーロッパは基礎研究を重視する

ようなカルチャーがあって、そこでちゃんとしっかりと研究をしていると。それに比べて

日本は研究力が低下しているという状態が指摘されたところです。 

では、研究力低下の要因は何かですが、いろいろなことを御指摘いただきましたが、共

通して出てきたものと、それから分野特有のものと大きく二つに分けて各委員会書いてご

ざいますが、共通課題はやはり、研究時間の不足、研究以外の業務過多等がありますが、

そういう研究時間の不足、それから雇用の不安定化であるとか、研究職の魅力低下と書い

てありますが、この辺です。そういうような雇用の問題、若手人材の研究職離れというよ

うな、そういうことがあります。それから資金配分の偏り、基盤資金の不足と、論点とし

ては、これまでも見たことがあるような論点だとは思いますが、こういうものが改めて研

究力の低下の要因として指摘されました。 

一方で、分野特有の視点として大型施設の新規立上げが困難であるとか、あるいは医学

ですと、医学教育改革によって研究時間の問題が出ている。それから、材料工学だと地方

大学との関係だったり、産業界との関係というのも出てきます。それから人文社会ですと、

学会の閉鎖性、国際発信力の弱さというような、そういうことが出てきています。 

こういうふうに表にはまとめたんですが、議論の中の具体的な発言のほうが非常に分か

りやすく、あるいは共感が持てるものではないかと思って、２ページにわたって幾つかの

発言を持ってきています。 

まず、研究職の魅力低下が若手の研究力低下につながっていて、持続的な研究システム

を阻害していると。特に材料工学のところとかでは、産業界に行けば二、三倍の給与がも

らえるので、優秀な層はもう企業に流れてしまうと。 

それから若手が忙し過ぎて考える時間がないと。 

それから今の話とも関わりますが、教員数・高度事務職員の不足によって、人材がいな

いということで研究時間が低下していると。ドイツなどほかの国だと、これは主観的な印

象だと思いますが、教員の業務が日本の半分程度で共同研究等もできるんだけど、日本は

できない状況になっていると。そしてそういうものの根源にあるのが、雇用環境の悪化、

有期雇用の拡大であって、経済的・社会的・文化的・精神的・心理的な報酬が衰微し続け

ていると。 

そして、それから日本の研究資金制度にも起因して、忙しさが生まれていると。研究資

金制度が少額、採択率が低いということで、申請、そして評価をする側の評価作業、そし

て報告書作成業務、これが極めて過剰になっていると。 

次のようなところは非常に示唆的だと思いますが、博士支援（ＳＰＲＩＮＧ）というプ
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ログラムが始まりましたが、博士を支援するという目的自体は皆さん賛同するところです

が、実際に学内で学生を審査しなければいけないと。そういうものに定年後の教員が自転

車操業のように対応しているのが現状だと。 

さらに、学生にＪＳＰＳのＤＣ出願も要件として求めている大学が多いと。そうすると

ＪＳＰＳのほうの審査の負担も実際は増えていると。こうやって何か新しいものを政策的

にやるたびに、作業が実は増えていって、研究時間が減っているのではないかというのは、

非常に重要な視点ではなかったかと思います。 

それから、またこういうのが全部短期的な視点で問題解決をしようとしていて、長期的

な視点が欠けているために逆に悪影響をもたらしていると。それから時限の競争的資金が

多くなっているので、研究の継続性が困難になって、いくら優れた業績を上げていても研

究室を閉じて、分野がなくなっているような、そういう状態も生まれているということを

御指摘いただいてます。 

それから２ページ目ですが、若手の研究スタートアップ支援の欠如ということで、海外

ですと、若手がまずラボを持つ際に、四、五年間ちゃんとスタートアップ経費が出るんで

すが、日本はそういうのがないくせにというか、ないのに、最近は若手をＰＩとして早期

に独立させようというそういう政策を取っているので、そうすると、若手が結局予算も人

もいなくてしおれるだけであると。 

それから日本は全体の規模が小さい中で、そういう中で講座制だとか、研究チームとい

うものをつくって研究をしてきたのに、早期にＰＩとして独立させるというのが本当にシ

ステムとして合っているのかの検討が必要だということの御指摘もいただいています。 

それから研究施設の老朽化ということで、大規模研究施設、昔は海外とも連携してちゃ

んとやっていたんですけど、今はもう維持費も厳しくなって、海外から日本は大丈夫かと

いう、そういう信頼も揺らぐ状態になってきているということも御指摘いただいています。 

それから、技官というか、技術者の専門人材の喪失というのも論点であります。 

それから、学生の質低下ということで、修士課程の学生がもう戦力にならないという状

態。 

それから、産学連携の本気度の欠如ということで、企業から海外の大学に出るような形

でのお金が来ていない。 

そして、人文・社会科学に関しては、特に日本社会の問題をテーマにするという学問分

野ですので、どうしても研究の問いが内向き志向になってしまうという、そういう論点も

上がっています。 

こういうような課題があるということが分野横断的、そして個別の分野において見えて

きたところですが、では何が改善されるべきかということでございます。非常に細かい表

になっていますが、こういうものが横断的、あるいは各分野ごとに、それぞれに解決され

なければいけないというのが現場の感覚として見えてきたところです。やはり共通的な課

題として出てくるのは、安定的・基盤的資金の確保、そして若手雇用・キャリアパスの支
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援、任期制雇用の見直し、それから学会・大学の業務軽減、そして国際連携の強化と、こ

ういうものがもうどの分野においても共通的に必要な改善策として出てきたところです。

それ以外にもそれぞれの分野において、コメントとして出てきているところはあります。

もちろんヒアリングですので、本来ほかの分野でも、重要であってもたまたま議論の中で

出てこなかったようなものもあるとは思いますが、様々な論点が上がっています。 

今日はこの辺は取り上げませんが、今後、こういうものを含めて提言を出していく予定

になっています。 

その上で、今のが各分野ごとの状況でございますが、次の横断的事項でございます。今

見ていただきましたように、横断的な事項として解決しなければいけない一丁目一番地は、

研究者の雇用問題であるということが認識されているというのを改めて分かりました。改

めて言うまでもありませんが、研究活動は人が行うものであって、いくら政府が、例えば

重点資金をつけたり、そういう研究資金をつけても、優れた研究者がそこの場にいなけれ

ば研究活動は行われないと。若手研究者が有期雇用となって不安定化している。研究者数

の減少に伴って業務過多で研究もできない。 

こういう雇用問題というのは、研究資金制度の問題と表裏一体の関係であるというふう

に議論をしています。こういう研究職の魅力を回復することが不可欠であると。人生をか

けるに値するような研究環境を整備すると。これがもう第一に必要なことであって、若い

研究者、学生は、シニアであったり中堅の研究者を見て、研究職に進むかどうかを判断し

ますので、いかに研究者が魅力的な形で研究を行っているかと。それをどうやって実現す

るかというところが、まずは第一のところであるということを改めて認識しています。 

研究者の有期雇用の問題、あるいは若手の減少というのは、実は統計的に見ると、国立

大学と私立大学で状況は大分違くて、国立大学は、例えばこの赤いのが30歳から35歳未満

という５年間の年齢区分の研究者の数ですが、1989年から2022年までのデータですが、見

ていただくと、ぐっと下がっていると。こういうのが国立大学の状況です。 

私立大学は、総数としては実はそんなに減ってはいない状況でして、研究者の雇用問題

というのは、かなり国立大学に顕著な問題であるというふうに認識しています。 

それから、委員会でも大分議論したところですが、安定雇用からポスドク雇用の任期雇

用に変わっているんですが、でもポスドクの雇用はしているのであるから、政府が研究者

を雇用する総額というか、総費用がなくなっているわけではないというふうに認識してい

ます。この図は何かというと、青いのが40歳未満の教員数で、オレンジ色なのが統計があ

るところからですが、40歳未満のポスドクの数になっています。実は、この98年にポスド

ク１万人計画が達成されたというアナウンスがありましたので、１万人がここに立つと、

大体このくらいが研究者とポスドクの合計値になります。 

そうすると2010年とか、この辺りまでは、実はそんなに研究者の人数としては変わらな

かったような状態なんです。でも、この段階で既に研究者は非常に不安定な環境であると

いうことが議論され始めていて、それがどんどん知れ渡ることによって、もう博士課程に
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進む学生も減ってきていると。 

こういうように、国の研究費がないから雇用できないんだという話よりも、仕組みとし

て、人を雇用する仕組みとしてうまくつくれていないんじゃないかというのが委員会で議

論しているところの論点になっています。これは市川委員が御議論いただいたものを図に

したものですが、日本の制度というのはアメリカは先生方が御承知のように、ポスドク後

は独立した研究室を主催して高い給与とテニュア、恵まれた研究環境がインセンティブに

なるということですが、そこで非常に厳しい競争があって、研究資金を獲得できないと淘

汰されるという、こういう厳しい状況です。 

日本の伝統的な講座制というのは、助教が助手的な業務をしながら研究を進めて、でも

安定した無期雇用があったという状態でした。設備も研究室のものを引き継ぐため、低コ

ストで持続できていたと。ただ、若手研究者は独立しにくいという問題はあったという、

そういう状態でした。 

この二つの状態があったものを、こういう予算を増やしたりしないで、一気に競争的な

状況を日本に持ってきたために、任期付が主流になって、優秀な人材が流出しやすくなり、

長期的には研究者の確保が困難になっていると、こういう状態になってきていると。本来

は伝統的な講座制の課題は変え、修正しながらも、よいところは引き継ぎながら、仕組み

としてつくっていくべきだったのが、アメリカの仕組みを一気に入れてしまったというの

が論点ではないかというふうに見ています。 

いろいろと先ほど冒頭でもヒアリングした旨は申し上げましたが、いろいろとヒアリン

グをさせていただきながら議論をして、何が必要かということを２ページでまとめていま

す。 

まず一つですが、安定雇用のための財源確保です。もちろん運営費交付金であったり、

私学助成だったり、基盤的資金の確保という話はございます。この10年間もこういう議論

はもちろんやってきていたわけですが、ただ社会保障費が非常に急激に拡大している中で、

いかにこういう大学への資金を確保できるのかというのは、なかなか難しいという議論が

あって進まなかったというところはあります。 

ただ、先生方もいろいろと昨今のニュースだったり、あるいは産業界からのレポート等

もいろいろ見ても、改めて様々なステークホルダーが大学へ対する基盤的資金が必要だと

いうことを指摘してきている状態になっています。そのため、改めてこの学術界としても、

この課題をもう一度指摘する意味はあるんじゃないかというふうに思っています。 

２点目ですが、それが抜本的に増えないとしても、競争的資金と運営交付金のバランス

というものをやはり考えるべきだというふうに議論をしています。例えば、イギリスの仕

組みの中でですが、基盤的資金と競争的資金が0.64対１ということを、取りあえず一つの

指標として、競争的資金が増えれば、ちゃんと基盤的資金も合わせて増えるような、そう

いうことを今やっています。バランスの取れたブロック、デュアル・サポート・システム

という形でこういうのをやっています。こういうのが実は日本はないので、しっかりとそ
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ういうところを検討すべきではないかというのが２点目です。 

それから３点目ですが、間接経費や寄附金などを積極的に活用した安定雇用です。先ほ

どのグラフでも見たように、国が払える雇用の資金というのは、別にそんなに大きく減っ

てこなかったんですが、こうやって基盤的資金から競争的資金にお金の割合がシフトして

きているのに、競争的資金からしっかりと安定雇用ができるような仕組みづくりというも

のを、国ができてこなかったんではないかというふうに思っています。 

ですので、もしバランスが競争的資金寄りになっているのであれば、ここからいかに安

定雇用のお金を出していけるかということをもっと積極的に議論すべきだと考えています。 

例えば、間接経費の繰越し、使途制限の緩和等々でいろいろヒアリングをしてみると、

やはりスケールメリットを生かした運営。大学全体の中で、もちろん競争的資金は時限で

すけども、大学全体の中で競争的資金の総額というのはそんなに年によって変わりません

し、すなわち間接経費も年によってそんなにガラガラと変わるわけではなくて、ある程度

の予見ができると。そういうものをしっかりと使って安定雇用をしていくべきではないか

というふうに議論をしています。 

それから競争的資金から大学教員の人件費を捻出して、運営費交付金を浮かせることで

若手研究者の雇用というものを充当できるというところもあるかもしれません。 

それから２点目ですが、大学の人事マネジメント改革です。ヒアリングをしてみて分か

るのは、もちろん政府の仕組みの問題もあるんですが、特に国立大学法人は、昔の文部省

の下にあったときの仕組みというのがまだ抜けることができていないということが指摘さ

れています。 

人事マネジメントができていないと、古い定員管理の思想、ポストで管理をするという

思想があって、ポスト管理からちゃんと予算管理へとシフトしなければいけないと。先ほ

ど申し上げましたように、ポストが何人いて、交付金が減るからコストを削減しなければ

いけないんじゃなくて、予算が今後10年間どの程度になりそうだから、それをうまく活用

して安定した雇用をつくっていくと。そういう予算管理へとシフトしなければいけない。 

それから、部局間平等の思想もまだ根強くて、部局ごとの教授数、定員数が安定してい

ることを重視する傾向が強くて、なかなか新しい研究分野が出て、拠点ができたとしても

次元を超えて、しっかりとそこの分野を膨らましていくようなことがなかなかできていな

いと。 

それから短期的で狭い視野で雇用を行って、長期で全学的な視点に欠けると。この辺り

は、特に国立大学と私立大学、両方のマネジメント経験された先生がおっしゃっているこ

とですが、個別部局での最適化を国立大学は図ることが多いために、全体最適でなくて若

手のポストが減少している状態になっていると。私立大学では、ポストの10年程度のスケ

ジューリングを行って、ちゃんとバランスも考えて10年間長期的に計画・管理をしている

と。こういう全学コントロールの徹底というのが、十分に一部の大学ではできていないん

じゃないかということです。 
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それから、評価作業、本来は任期が来れば評価作業をして、継続するかどうかというの

を判断すればいいんですが、評価作業を回避して、一律で契約終了という、そういう安易

なマネジメントをしているというのが現状であろうと。 

それから、もし政府が今後、無期・有期の比率に応じて大学評価、あるいは資金配分の

影響をさせるようにすれば、大学側の姿勢も変わるんじゃないかということが議論されて

います。 

それから、もう一つ流動性と安定性を両立する研究実施組織、あるいは研究者雇用組織

ということです。 

どうしても研究大学側は、研究分野がダイナミックに変化していきますので、研究者を

入れ替えたいという、そういう側面も実際は持っていると。そうなったときに、大学研究

機関とは別に、研究開発組織を持つというのも一つの提案ではないかというふうに議論を

しています。 

例えば、ヒアリングさせていただいた宮川連携会員が提案されているのは、越境研究員

制度というものですが、大学、あるいは大学コンソーシアムが、そういう組織をつくって、

そこで研究者を抱えるという形を提案されています。あるいは、そういうものではなくて

も、例えば大学が、非営利の研究開発組織に出資できるように、今の法律をもう少し柔軟

にすれば、そうすると、大学にＮＰＯ的な研究開発組織を併置させて、そしてそこに研究

者を雇用、安定雇用するという、そういう方策もあるんではないかというふうに考えてい

ます。 

それからまた提案としてありましたが、国として卓越研究員を雇用するような組織ＣＮ

ＲＳのようなことをモデルにしてやっていくというのもあるのではないかと。 

ただ、もちろん研究者としての適性がない場合は、無理に雇用継続するのではなくて、

その後のキャリアパスを用意するようなことが必要だというふうに議論をしています。 

それから、雇用契約法の柔軟運用という話があります。次のページにございますので、

次に行きます。 

こういう有機雇用の問題で不安定化しているとともに大きな問題となっているのが、雇

止めでございます。2013年施行の改正・労働契約法、並びに2014年の科技・イノベ活性化

法ですが、それによって有機雇用が10年を超えると無期転換申込権が発生するようになっ

ています。そうすると、10年を前にして雇止め問題が顕在化してきたと。こういうのが2022

年から新聞記事でも出てきているんですが、その後文科省のほうでは、継続して毎年調査

をしていて、文科省の調査では、10年を迎えて無期転換権を得た者が８割以上になってい

ると。10年を迎えた者のうち、８割が無期転換権を得ることができていると。ただし、実

際に無期労働契約になった者は8.9％しかいなくて、無期転換権を持ちながら、有期雇用を

続けているというのが、ここですかね。70％ぐらいになっていると。これをどう見るかと

いうのはあって、文科省のほうは少なくとも雇止めにはなっていないので問題は解決した

んじゃないかという、そういう文科省のほうはというか、ニュース記事には、一部こうい
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うことで問題を解決したのではないかという指摘をしているニュース記事もありましたが、

ただ実際はそもそも最初から10年も契約期間がない場合、プロジェクト雇用の場合はそう

いう場合になりますが、それから半年のクーリングオフを実施している事例があると。10

年未満のところで一度半年くらいどこか別のところに行ってもらって戻ってくるという形

です。 

それから、無期転換にしないことを前提に契約延長しているという、そういうケースが

あるんじゃないかというふうに見ています。 

この辺りも、先ほどからお名前が出ています宮川連携会員、そして、こちらの委員会の

委員もやっていただいています柚﨑先生のほうで様々に提言をまとめていらっしゃいます

ので、そういうものを我々のところでもお聞きしながら議論をしているところです。 

こちらの議論を踏まえると、やはり短期的な問題回避措置として、研究者、主宰者が継

続雇用を希望していて、当面必要な人件費支出が可能であって、被雇用者が有期雇用でも

首を切られるよりはいいということを許容しているのであれば、労働契約法をもうちょっ

と柔軟に運用して、無期転換権がありながら有期雇用を継続するというのをしてはどうか

と。先ほど、７割ぐらいが育っているのがそういう現状になっているのですが。ただ、そ

れは正しい状況ではないので、将来的にはもっと研究職に適した労働契約法の在り方につ

いての議論が必要ではないかということを議論しています。 

大きく我々が議論してるのは大体ここの辺りまでですが、幾つか、それ以外の論点につ

いてもざっと見ておきます。 

研究時間に関しては、先生方も御承知のところですが、研究時間大分減っているという

のは御承知のところですが、見ていただくとこれ、この文科省が行っている教員の時間調

査の図ですが、これを外部資金を持っている教員と外部資金を持っていない教員に分けて、

2014年から2024年の３回の調査を出しています。 

そうすると、まず分かるのは、外部資金を持っている研究者、この赤いのが研究時間で、

青いのが教育時間、そして黄色いのが管理運営ですが、研究費を持っていても、大して１

割くらいしか教育時間は減らないし、管理運営時間はよほど増えていると。なので、外部

資金を取ってきても、研究者が研究しようと思うと、アディショナルに平日の夜とか土曜

とか、アディショナルな時間を生み出して研究をするしかないというのが今の実態である

と。 

さらに研究費を持っている人であっても、過去３年間と比べると、総研究時間が大分減

ってきているような状態になっているというのが分かります。こういうのも、いかにその

研究費を取ってきた人については、ちゃんと研究をする時間を確保するということが制度

設計としてできるかと。例えば、研究者の直接経費も、人件費を研究費からもっと支出で

きるようになれば、教育のところの時間は少し削減するなどができるんじゃないかという

ふうに考えています。 

それから、こういうことは、実は日本だけではなくて、ほかの国でも今、研究官僚主義
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ということで、研究活動にまつわる官僚主義的な事務負担が増えているのをどうにかしな

ければいけないということが議論されています。ここに持ってきているのは、イギリスが

つくったリサーチビューロクラシーという問題に関するレポートで、どういう問題があっ

て、どういう改善策をするべきかということが議論されているんですが、これを見ている

と、そうだなと思うのは、大学が過剰にリスク回避をして、過剰なコンプライアンスを教

員に押しつけていると。そういう状態を何とかしなければいけないと書いてあっても、日

本は全くそのとおりだなと私は思いながら見ていたんですが、こういう議論を少し参考に

しながら、我々も議論を進めるべきだと思っています。これはイギリスに対しては、ＥＵ

のほうも、新しいフレームワークプログラムを議論する中で、ＥＵのファンドにまつわる

事務負担をどう減少するかということを議論していますし、アメリカのほうもトリプルエ

ス等でやはり、こういう事務負担、研究に関する事務負担をちゃんと低下させないと研究

活動が維持できないということが議論されています。 

あと、それから競争的資金改革に関しては、先生方も御承知だと思いますが、これ、合

田先生を始め２、300人で、こういう日本の研究ファンディングの改革が必要だということ

を書かれていますが、こういうものも踏まえながら、我々のところももう少し議論をして

いきたいと思っています。 

少しだけ議論の中で出てきているのは、新しいファンディング構造の検討も必要かとい

うことで、例えば各分野の研究、国立研究機関等がもうちょっとファンディング機能を持

って、ちゃんと迅速に専門性を持って研究の活性化につながるような支援をするような、

そういう仕組みというのがもっとあってはいいんじゃないかということも議論をしている

ところです。 

そして、産業界との関係です。冒頭申し上げましたように、先週の金曜日に経済同友会

との意見交換を行いました。経済同友会のほうもやはり博士人材を今後、企業のほうでは

積極的に雇用していくつもりであるということを御指摘をされていました。そういう点で

は、我々が議論している方向とかなり方向性は同じのところでございました。ここに社会

人を含めた高度人材の再育成が必要と書いていますが、この資料は、経済同友会等の議論

の前につくったものですが、ストレートに博士課程に進むものだけじゃなくて、社会人も

含めて、やはり産業界と大学、学術界の間の交流をさらに発展させるということが必要だ

というふうに議論をしています。 

それに加えてちょっとここにはありませんが、金曜日に議論になったのは、やはりもう

分野によって、本当に最先端の科学技術の知識が必要で、それゆえに博士課程学生を取る

という分野もあれば、もっと博士には非常に高度なジェネリックスキルというか、トラン

スファラブルスキルというか、そういうのを期待して取るという分野もあって、あまり同

じ一つのモデルじゃなくて、多様なモデルがあるということを前提に検討を進めなければ

いけないということが金曜日に分かったところでございます。 

そして最後ですが、今後の進め方として、特に分野ごとのヒアリングさせていただいた
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ので、現場の課題認識は非常に明らかになってきたと思っています。今、雇用問題、かな

り焦点を置いて議論してきましたので、それ以外のものも含めてですが、制度的な課題と

その解決策など具体的に提案することが必要だと思っていますので、そういうものを少し

限られた時間の中で進めていきたいと思っています。 

それから、研究評価に関しても非常に大きな問題ですが、研究評価に関しては、科学者

委員会研究評価分科会は別途ありますので、そちらとの連携も少し考えながら進めていき

たいと思っております。 

以上になります。（拍手） 

 

○日比谷潤子副会長 林先生、ありがとうございました。 

それでは、演台のこちらの席に移動をお願いいたします。 

これからしばらくの間、ただいまの御講演についての意見交換、また質疑応答を行いた

いと思います。会場で御参加の会員は手を挙げていただき、オンラインの方は手挙げ機能

を使ってお知らせください。 

どなたからでも結構です。 

はい、どうぞ。第三部の方。 

 

○下條真司会員 三部、下條です。林先生ありがとうございました。非常に的を射たもの

になっているかと思います。特にやっぱり大学の人事制度とか、まだまだ構造改革が足り

ていないというのは全く同意見で、それに対してもう一つ、国際化がやっぱり遅れている

ということがあるんじゃないかというふうに個人的には感じているんですけど、その辺り

の調査とか取組とか、あるいは方向性、ございますでしょうか。 

 

○林隆之委員長 ありがとうございます。そうですね。我々、１回目の委員会で議論した

ときにはいろいろと論点を挙げて、そのときに国際化の話はあったんですが、正直申し上

げて、この半年間の中で、国際化を一つ大きな論点として取り上げてまだ議論はできてい

ないので、そういう点では今、御指摘いただきましたように、国際化に関してはもう少し

議論をしていきたいと思っています。 

 先ほどもありましたように、人文社会のほうは、逆に分野の特性があって、どうしても

国内の社会課題を扱うので、それゆえに海外からのビジビリティが低いという問題認識を

されているということは理解して、そこで国際化の話はされていましたが、ただ、恐らく

今の御指摘はもうちょっと大学全般だったり、そういうところの国際化のところだと思い

ますので、その辺りについてはもう少し議論を深めていきたいと思っております。 

 

○下條真司会員 ぜひよろしくお願いします。単純に、例えば大学ランキング等で、グロ

ーバルサウス見ると、要するに国際化している大学がランクが上がっているというような
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結果がありますので、ぜひよろしくお願いします。 

 

○日比谷潤子副会長 ほかにいかがでしょうか。 

それでは、ちょっと会長は次にして、どうぞ。第三部の方。 

 

○多々納裕一会員 三部、多々納と申します。大変よく分かるお話で、研究者以上につい

て非常によく分かったんですが、それに入る前の段階がむしろ問題じゃないかなと僕は思

っていて、特に学部から修士課程に進む段階、もしくは修士課程から博士課程に進む段階、

ここで今は給与といいますか、奨学金の話だけが取り上げられているんですけれども、実

際には分かりませんが、いろんな研究費で、本来であればですよ、非常にプロジェクトを

たくさん取られている先生がおられて、そのプロジェクトの中で学生の、言えばサポート

が十分にできると。あるいはそこのプロジェクトに参加しながら研究ができると。そうい

うような形のものが随分あれば、より何というか、モチベーションを持ったまま博士課程

なり、あるいは研究者になっていけるというようなものが用意されていくべきだと思うん

ですが、その辺りについて、特に学生用への支援といいますか、制度というのは、日本の

場合、ちょっとまだ苦しいなと思うところがあるんですけども、その辺りについて何か意

見とかありませんでしたでしょうか。 

 

○林隆之委員長 ありがとうございます。委員会の中で今おっしゃったようなことを直接

的に議論していたわけではありませんが、例えば、先ほどの国際化というか、国際的な動

向との比較で言えば、アメリカや欧州を見ていれば、博士課程の学生がある種その教員、

大学の先生が、外部資金を得て研究プロジェクトを始めたときに、それを担う博士課程募

集していますという広告きますよね。そういう形で本当に最先端の研究をする学生を求め

ているとそういう状態になっているんですけども、日本の場合は、そこまで恐らく一気に

行かないからＳＰＲＩＮＧという形で、最低限の雇用費を出しているというのが今の状況

だと思いますので、もし今、御指摘のようなことをしっかりとやっていくとすれば、やは

りそういう研究プロジェクトの中で、博士の人材もしっかりと雇用して、研究者の卵とし

ても研究職の一員として雇用していくという、そういう形をとるというのはあるんじゃな

いかなと思っています。 

それプラス我々のところで大分議論していたのは、先ほどからの繰り返しになりますが、

研究職の魅力、特にここにいる先生方も含めてですが、研究者の方々がみんな疲れた顔で

仕事をしているというのがその状況で、もう誰も修士も博士も来ないのが現場だというの

が我々の議論の状況だったので、そこをどう変えていくか。そこから変えていかないと、

やはり先ほどありましたように、給与が企業に行ったほうが高いんだったら、優秀な学生

はそっちに行っちゃうので、やはりその高い給与があったとしても、非常に魅力を感じて

アカデミアに残って研究を続けていくというその環境をどうつくれるかというところが論
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点だと思って、委員会ではどちらかというと、そっちのほうの議論が多かったと思ってい

ます。 

 

○多々納裕一会員 補足ですが、すみません。その場合、会社に入る人の年齢は、修士を

出るときぐらいじゃないのですか。あるいは、学部から出る場合じゃないですか。そうす

ると、修士に残った学生が、どれだけポスドクというか、研究員として給与がもらえるか。

あるいはそういう形にしようと思ったら、今度逆に言うと、今の仕組みだと、そういうサ

ポートの体制で、もっと非常に低い金額ならありますよ。だけどそういう意味では雇えな

いから流出しちゃいますよね。だから、そういうところもやはり少し考えていただいて、

多様性を持たせるというか、優秀な学生が本当に残れるような仕組みづくりみたいなもの

を考えていただけると大変ありがたいなと思います。よろしくお願いします。 

 

○林隆之委員長 ありがとうございます。 

 

○日比谷潤子副会長 会長、手を挙げていらっしゃいましたよね。 

 

○光石衛会長 ご講演ありがとうございます。博士課程学生の企業への就職の箇所につい

て、経済同友会と情報交換をされたということですが、私も現役の頃に、産業競争力懇談

会、それから企業の研究所の長の方と、随分と情報交換をしました。採用します、採用し

ますと言っていて、何かもう20年ぐらい経っていますが、実際に増えているのかどうかと

いうエビデンスと、それから、日本を代表するような大きい会社と、スタートアップとで

は、随分と状況が違うと思います。特にスタートアップのほうは、博士課程学生、博士の

学位取得者が結構活躍しているのではないかというデータもあると思います。そういった

トレンドが実際どうなっているか、何か情報があればお願いしたいと思います。もし今す

ぐなければ、そういうことも含めた議論も必要と思います。どうでしょうか。 

 

○林隆之委員長 ありがとうございます。おっしゃるとおりで、ちょっと今すぐにそのデ

ータはありませんが、ただ、認識としては博士学生の企業への就職は増えている。特に、

委員会の中でも、理工系の先生方に聞くと、そんなに博士の就職は困っていないというか、

産業界に行く学生も多くて困っていないというようなことをおっしゃっている先生もいら

っしゃいました。もちろん分野によると思いますけれども。 

それから、スタートアップに関しても、やはり大学の研究を基にしたようなスタートア

ップじゃないとユニコーンとまではいかなくても、やはり大きくなるというのは限界があ

るというのも、いろいろなところで議論されているところですので、そういうところでの

出口というのは、もちろん過去10年と比べればよくなっているというふうには思っていま

す。データは確認いたします。 
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ただ、先生の御懸念のところは、ちょっと我々の委員会でも実は少し議論したところも

あって、今、産業界も採りますよとかなりおっしゃってくださっていて、国立大学協会も

数か月前に出したレポートで今後博士学生を３倍にしていくと書いてあって。ただ本当に

それがうまく機能するのかというのはちょっと悩ましい懸念があるところだなと思ってい

て。やはりこの人材というのは、そんな数年でコロコロ変わったら、皆さん路頭に迷うの

で、やはり長期的なビジョンと制度設計をもって議論しなければいけないと思っています。

それに失敗したのがポスドク１万人計画であったり、これまでの博士の拡大であったり、

そういうのがもうそこの後ろ、後のキャリアを十分に検討しない故に、失敗してきたとい

うふうに理解していますので、やはり今、せっかく盛り上がっているのはとてもありがた

い、盛り上がっているというのはつまり、博士を企業も取りたいと思っていて、大学も博

士を増やそうと思っているというのは、非常にいいことだと思うんですが、ただもう少し

冷静に制度設計をしていくということは、こちらの委員会からも提案をしていきたいとい

うふうに先週も議論をしたところでございます。 

 

○光石衛会長 ありがとうございます。 

 

○日比谷潤子副会長 発言希望票を何枚かいただきましたので、これから、この順番でお

願いいたします。最初に、第一部の竹沢会員、次に同じく第一部の明和会員、続けて第三

部の杉山会員、それからその次に第二部の磯部会員、そしてその次に磯副会長でお願いい

たします。それ以外の方も、できれば発言希望票をいただいたほうが、お名前も分かって

指名がしやすいのでぜひ御協力をお願いいたします。 

では、竹沢会員お願いします。 

 

○竹沢泰子会員 では、手短にですがちょっと２点ほどございます。一つは、大学院に入

っている間のことですけれども、そのティーチングアシスタント、リサーチアシスタント

という制度が日本にもございますが、何でもアメリカがいいわけでは全くありませんけれ

ども。例えば、ティーチングアシスタント、今、私が知っている限りでは、結構出席票を

つけるのに手伝わせたりと、あまり自分の前の大学の経験だと有効に使われていない。自

分自身の経験から言うと、週１の先生の講義に出て一人で教えるクイズセクション、ディ

スカッションをする。もう少し教員になる本当のトレーニングということを、ティーチン

アシスタント制度に組み入れないか。 

それからリサーチアシスタントに関しても、下っ端のほうの手伝いをさせるのではなく

て、文系での共著論文で、それは先生方は結構遠慮して自分の名前を出さないというのが

あるんですけど、先生方の名前と一緒に出すことによって注目されるというのがあるので、

このティーチングとリサーチアシスタントについて、何か改善点というのは議論になって

いるのかというのが１点目と、それから２点目の文系の国際化ということは、確かに日本
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の問題を扱うことが多いですけれども、それでじゃあ、国際化しなくていいのかというと

全くそうではないと思うんです。10年前、20年前と比べて、少なくともヨーロッパ、それ

からアメリカにおいては、日本やアジアの声をもっと聞きたい。日本やアジアの目から問

い直して、理論自体を、パラダイム自体を、問い直すという試みに目を向けてきている。

結構時代が変わってきていると思うので、そこは国際化に関しても、要はそれを国内でも

っと評価したり、エンカレッジするシステムというのが求められるんじゃないかと思いま

すけど、その辺についてまた、御意見でもあればと思います。 

 

○日比谷潤子副会長 時間の都合もありますので、今まで私がお名前をお呼びした方、ま

ず先に御質問をお願いして、磯副会長までの分をまとめて御回答お願いいたします。 

次は、第一部、明和会員、お願いします。 

 

○明和政子会員 林先生、非常に腑に落ちるお話どうもありがとうございました。私から

は国際化についてなんですけれども、リアルな現場として、私は脳科学の分野ですけれど

も、今、私どもの大学院では、留学生がものすごく多くなっています。特に、やはり中国

です。中国からの留学生が、大学院生が非常に多くなっていて、かつ中国だけではありま

せんけれども、留学生は非常にモチベーションが高くて、もちろん母国語、それから英語

はできますし、日本に来る場合には日本語も非常にたけている。そして研究に対するモチ

ベーションも高いので、同じく所属している日本人の大学院生等が、非常に自己効力感が

低くなっていって、結局修士で就職するとか、やっぱりそういった現実があるわけです。 

 そうなると、私はもちろん社会人の大学院生を増やすということももちろん大事ですけ

れども、その一方でやっぱり中学生、高校生の教育をもう少してこ入れしながら、研究と

いう職業というのは、本当に重要でかつ、あなたを高める魅力的な職業なんだよというこ

とを、もう少し大学に入ってから、大学に入ってからだけではなく、長期的に考えていく

ことが日本の研究力という点では、すごく大事なのではないかと最近考えています。 

以上です。 

 

○日比谷潤子副会長 第三部、杉山会員、お願いいたします。 

 

○杉山直会員 示唆に富んだ講演だったと思うんですけれども、安定雇用のための財源確

保とか、大学の人事マネジメント改革についてコメントとちょっとお願いというかなんで

すけれども、まず財源確保のところで、間接経費や寄附金などを積極的に活用して安定雇

用しろというのは、理想としてはそうなんですけれども、間接経費もう全部使っちゃって

ないんですよ。実際に。ほとんどの大学が恐らく。国立大学のほとんどの大学は、運営費

交付金の基盤経費で、承継と呼ばれる教員の人件費をポンと払ってそれで終わりです。そ

うすると、電気代とかは全部間接経費から出ていて、実はそこに全然余裕がないので、そ
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こを回そうにも回すお金がないという現実はちょっと知っておいていただきたいかなと思

います。 

人事マネジメント改革ですけれども、もちろん国立大学のところの皆さん、この辺問題

だと書かれているとおりだと思うので、定員管理のところとかを変えていきたいと思うん

ですけれども、これも御存じのとおり、承継という考え方は、退職金と結びついているの

で、ここを増やすと退職金の問題で給与が高くなってしまって、国が面倒を見ないという

ことが起きますので、そこがもう少し難しい問題があるのかなということとか、大学全体

でコントロールして人事をやったほうがいいのではないかというのは、それはそのとおり

だと思いますが、これがまた教育というところにも結びついていて、この分野が今、あま

さえないから、人数こっちの学部に移してやれというようなことが、学部の教育等もある

となかなかそこは簡単にはできないこともあるのかなというのは思うところと、部局の自

治という辺りが、大学の中の大きな壁になっていることは事実だと思います。 

以上です。 

 

○日比谷潤子副会長 第二部、磯部会員、お願いします。 

 

○磯部祥子会員 どうもありがとうございます。問題がすごくクリアになってよかったと

思うんですけれども、大体、この研究力低下の問題はずっと議論されていて、こんな感じ

だなというのは皆さんお分かりのところで、ずっとやはり傷をなめ合っていてもいけなく

て、アクションを起こしていかないと実際にはいけないのだと思うんですけれども、具体

的にどういうアクションを起こせば、この事態が変わるのか、あるいは、我々は何をすれ

ばよいのかという、林先生のお考えをお聞かせいただければと思っております。 

 

○日比谷潤子副会長 では、磯副会長、お願いします。 

 

○磯博康副会長 先ほどの質問と関連しますが、例えば、イギリス、アメリカの修士課程

は、もっと授業料が高いのです。例えば私のところの研究員でハーバード大学の公衆衛生

修士課程に合格しましたが、その際、授業料半額にするといっても日本円で１年間500万円

かかります。修士の授業料を集めて博士課程の大学院生の給料に充当しています。博士課

程の入学は、非常に競争力が高いものの、年間700万円ぐらいの給料をしっかりと出す。日

本でも、そういうシステムに改革をしないとならないのではと思います。日本の修士課程

は授業料が安く、特に海外の学生にとってモラトリアムになる可能性がありますので、そ

こは十分検討する必要があります。 

 

○日比谷潤子副会長 では、ここまでの分について林先生、お願いします。 
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○林隆之委員長 ありがとうございます。全ての質問コメント、また委員会のほうでも検

討していきたいと思います。 

まず一つ目、ＴＡ・ＲＡの話、そして人文社会の国際化の話ですが、おっしゃるとおり

で、ＴＡ・ＲＡ、ある種次の新しい教員の卵の育成トレーニングですので、今ＦＤも少し、

ヤングＦＤとか若い人向けのＦＤというのもありますが、そういう視点でちゃんとやって

いくことが必要だと思っています。委員会のところでも議論したのが、今、ＳＰＲＩＮＧ

とか博士の経済支援をする中で、トランスファラブルスキルを身につけようということは

進んでいるんですけれども、ともすると座学で何かトランスファラブルスキルを教えてい

るようなところがあって、ただ、先行的にやっているところを見ても座学なんか受けが悪

いと、学生の受けが悪いというのはもう出ていて、やはりもっと主体的に学生がそういう

博士レベルの能力を身につけるというか、もちろんその研究者になる能力とともに、企業

からも期待されているような高度なジェネリックスキルというか、そういうものを身につ

けると、そういうものをちゃんと考えていかなければいけないと。そういうものをもしか

したら、ＴＡ・ＲＡという枠の中でも検討していくというのはあるのかなと思っています。 

それから、人社の国際化の話は全くそのとおりで、委員会のところでその人文社会の先

生方からもコメントはいただいているところですので、その辺りはぜひ、人社のほうの委

員会のほうでも御議論いただいて、どうやって国際化を進めていくのかというのをぜひ、

御議論いただければ我々のところもそれをまたお聞きしながら、検討進めていければと思

っています。 

それから２点目の、お二人目のところで、中国からの留学生も多くて非常にモチベーシ

ョンも能力も高いと、それも全くそのとおりだと我々も認識しています。小・中学校から

というのもそのとおりで、ちょっと実は、この検討委員会をやっていることもあって、２

月にアメリカのトリプルエスのほうの議論を、大会を見に行きましたが、やはりトランプ

政権の下で、科学というものをどうやって社会に理解してもらうかということがもうメイ

ンの、もう本当にどこ行ってもその議論ばっかりで、そういう中ではやはりおっしゃると

おりで、小・中学校低年齢層のところからどうやってちゃんとそういう科学の魅力を伝え

ていくかという、もう本当にもしかしたらベーシックかもしれないけれども、本当にそこ

が重要だというそういう議論をしていたので、その辺りは日本でもきっと議論すべきとこ

ろではないかということで受け取りました。 

それから三つ目、間接経費もないんですと、全くそのとおりだと思っていて、こういう

議論するときにしばしばセットで議論するのは、いわゆるフルエコノミックコストという

概念で、総経済費用なんですけど、つまり、本当に研究プロジェクトに幾らかかっている

のかと。その幾らかかっているかというのが、教員がそのプロジェクトに充てている人件

費も幾らなのか、光熱水費も幾らなのか、あるいは事務スタッフが研究費の申請から管理

をするところにかけているコストが幾らなのか、全てを管理会計で計測して、その上でプ

ロジェクト費に求めていくという、そういうのをイギリスはやっていて、もちろん100％は
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そこから出てはいないんですが、そういうことをやっています。 

 そうすると、アメリカとイギリスで間接経費の計測の仕方がちょっと違うのでよく分か

らないですが、アメリカは先生方も御承知のように60％、70％の間接経費を取っていると

いう、そういう状態にきっとならないと先生がおっしゃるとおりで、なかなかここから出

せないのかなと思いますので、やはりもうちょっとフルエコノミックコストの議論をしっ

かりとやっていくべきかなと思っています。部局自治の話とかも我々のところも大分議論

しましたが、なかなか我々の委員会のところでも、部局自治だともう本当に部局の既得権

益というかもう、そういうのを維持してしまっているというのも実態としてあって、やは

りそういうところをちょっとバランス取りながらやっていかなければいけないというのが、

そのとおりだと、議論しているところでございます。 

四つ目のアクションをどうしたらいいかというのは、本当に非常に難しい質問をいただ

きまして。委員会としては、こちらで議論しているものを私も、あるいはそもそも会長が

ＣＳＴＩの委員でいらっしゃいますから、そういうところで入れていくということがまず

第一だと思っています。 

先ほど申し上げましたように、運営費交付金が足りないんだという話は現場の先生方か

らもう10年間もずっと出ているんですが、ほとんどそんなのは議論にならない。ＣＳＴＩ、

あるいは政府では議論にならないというのを私は見てきました。やっぱりさっき申し上げ

たように、社会保障費が拡大している中で、何で大学に増やすお金があるんだと、もう全

然議論のはしにも上らないという、そういうところだったと思っています。 

ただ、それがちょっと変わってきているというのが私の個人的な認識で、やはり今、議

論をさらに進めることができるタイミングなんじゃないかなと思っていますので、そうい

うところはぜひ、議論していきたいと思いますし、あるいは、先生方の中でもっとこうい

うアクションをしたらいいんじゃないかというのがあれば、ぜひ、委員会のほうにもいた

だければと思っています。 

それから、先ほど最後の授業料がそもそも海外は高いんだとか、あるいは、しっかりと

やっていかないと、マスター修士課程が、モラトリアムの集まりになっちゃっても全くそ

のとおりだと思いますので、やはりこれまでは、それ以外の質問とも合わせて、本当に研

究職の魅力を高めるとともに、ちゃんと経済的に回るように、しっかりと考えると。もち

ろん授業料を上げるということに対して抵抗が日本の中では多いのも、高いのも、事実と

してあるんですが、やはりそれで研究のシステムが回らないんじゃ、しようがないと思い

ますので、その辺りも全体的に少し検討を進めていきたいと思っております。 

以上です。 

 

○日比谷潤子副会長 それでは、あとお二人いただいておりますので、第二部の狩野会員、

第一部の芳賀会員、この二人からまず御質問コメントを伺った後、まとめて御回答お願い

して、時間もございますので、このセッションを終わりにしたいと思います。 
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狩野会員、お願いいたします。 

 

○狩野光伸会員 林先生、ありがとうございました。大変よくまとめていただいていると

思います。本来、私もこれに関わればよかったんですけど、ちょっと今から申し上げるよ

うに、文部科学省の対応する人材委員会の主査でもあるので、入りそびれてごめんなさい。

そちらの経験もしている中で思っていることは、やっぱり国費で動かそうと思うんであれ

ば、行政、それから政治、あるいはその向こうにいる国民の皆さんの理解を得ないわけに

いかないという点でありまして、ここはぜひ進めないといけないと、両方の立場で思うと

ころです。 

まず、学生の教育について、より若いときからずっと、という点がございました。この

点は私も科学技術学術政策局の役割で頑張ってやろうとするんですけど、やはり初等中等

教育局、あるいは高等教育局にも関わる内容であるので、文部科学省の役割の中でこれを

するのはなかなか難しいなということも感じています。したがいまして、こういうことを

一元的に理解をして、しかもどういう有効的な手段がとれるかということは、学術会議が

出せるよい内容ではないかと思いますので、ぜひとも議論ができたらいいなと、していた

だけたらいいなと思います。 

続いて、博士のことも人材委員会で扱っていることでありますけれども、一つ参考にな

ることとしては、ＯＥＣＤの博士人材に関するレポートが出ていて、これを読むとほとん

ど何か日本で頑張っていることと似たようなことがいっぱい書いてあるんですが、これと

比較して、我が国でおいては、その数の規模がそれらの国よりも小さいということは違い

がありますけれども、課題は極めて共通なところがたくさんあると思われましたので、ぜ

ひこれも御参考にいただけたらいいのかなと思います。 

すみません。今日の発言は、人材委員会の人としてではなくて、経験を通じた個人とし

て申し上げるということでお願いいたします。 

続いて、中小企業の方に、博士人材の活用について、どういう課題があるかを伺ってみ

ると、トランスファラブルスキルというものを大学で片手間にやった人と、同じ年代を自

分の会社で給料を払って教え込んでいる場合の比較をすると、どうしても見劣りがすると。

したがって、その意味合いで博士人材をとる元気がまだそんなにたくさんしませんという

何かつぶやきが聞こえてまいります。この点を学術会議としてどういうふうにするのかと

いうことはまだ議論ができていないように思いますので、ここも進めないわけにいかない

かなということは思っております。及び私も経団連と話をしたことがありますけれども、

感じましたのは、中小企業は代表されていないかもしれないので、そういう意味では商工

会議所等の中小企業の代表の方々とも話をする必要があるのかなということは感じたこと

がございます。 

続いて、基盤経費に関しては、行政の中にもこれが大事だと言ってくれる人はだんだん

いることは思うんですけれども、残念ながらこの財政当局が、伺っていると私も直接お話



24 

 

ししたわけではないんですけれども、どっちかというと功利主義的といいますか、お金を

入れれば何かリターンがあるよねという感覚で動いておられるように思うときが多くて、

であるとすると、そういう考え方、あるいはそれの向こう側におられる政治、あるいは国

民の皆さんの意味が分かるような基盤経費の説明を考えないといけないんですけども、こ

れもなかなか難儀でありまして、ここもぜひ知恵をいただけたらと思っているところであ

ります。 

加えまして、この間接経費については、アメリカの事情でかなり30％を下回るようなこ

とがアメリカで起きてしまっていて、それを踏まえたときに、日本の間接経費は３割に設

定されていますが、本当に大丈夫ですかということも、どなたか別の人から言われたこと

があって、これも困ったなと思って聞いているところです。 

続いて、魅力の設定でありますけれども、お金以外にもやっぱり魅力の設定を言語化で

きないと難しいなと思うときがあって、もちろん国内でもそうですけれども、海外からも

日本に行きたくなるには、魅力の設定は何なのかということを問いたいところであります

けれども、これも審議会でよく口には出すのですが、なかなか動きができないところであ

りまして、こういうことも我々が振り返って何が魅力と設定できるかということを学術会

議として、もし、まとめられるのであれば非常にすてきだなということは思います。 

雇い止めの件も、人材委員会のワーキンググループで担当いたしました。ここで見聞き

したことは、ちょっと今日言っておられたよりも少し色合いが違っていて、10年特例が今

終わったばっかりであるので、まず、データがそんなには集まっていないということがあ

りますし、それから文部科学省から集められるデータというのは、大学から、あるいは研

究機関から公式的に出てくるデータでありまして、実際困っている方々はそのラインに載

っているかどうかよく分かりません。したがって、こういうことのデータを集めようと思

うと、やはりアカデミア側がしっかりやらないといけないということを感じさせる状況で

ありました。したがいまして、この意味でも学術会議をすることがあるなということは感

じているところですけども、言うのは簡単というのは大変なので、お話にできることがあ

ればぜひということを思います。もう一つだけ。申し訳ございません。 

 

○日比谷潤子副会長 すみません。じゃあ、手短にお願いします。 

 

○狩野光伸会員 もう一つだけ、これは留学生のことでありますけれども、ＳＰＲＩＮＧ

事業に関して、この先、留学生の人たちにどういう支援をするかということは、また議論

の対象になっております。ここもぜひ議論をしていただければ、うれしいところです。 

以上です。失礼しました。 

 

○日比谷潤子副会長 芳賀会員、お待たせしました。 

 



25 

 

○芳賀満会員 第一部の芳賀です。男性です。 

研究力の強化のお話でしたけれども、特に女性の研究者の研究力の効果についても、ぜ

ひ、研究・対策をお願いいたします。 

私は、妻が東京大学教授で、私は主夫として妻を内助の功で支えております。けれども

一般には、東北大学を事例とすれば、博士後期の学生が教員になる比率は、男性の場合100％、

女性の場合ほぼ50％であり、「サバイバル率」が半分です。これは「パイプリーク」の始

まりであって、その後も上の職階に行くほど「パイプリーク」が続き起こることはよく知

られています。 

それから、研究時間の問題の御指摘もありましたが、これは女性研究者にとってこそ非

常にもっと大変な問題です。 

そういった諸点を、お話にはなかった女性の観点からこそぜひ、研究、対応・対策の考

察・実施をお願いいたします。 

女性代表として、以上です。 

 

○日比谷潤子副会長 それでは、林先生お願いいたします。 

 

○林隆之委員長 狩野先生からはたくさんいただきましたので、ぜひ、検討を進めていき

たいと思います。特に文科省の人事委員会での御議論を踏まえてのコメント、個人でとお

っしゃいましたけれども、そういう議論でしたので、ぜひ参考にさせていただきたいと思

います。特に、先ほどＯＥＣＤの議論をされて、ちょっとコメントと思ったんですが、私

もちょうど種類の違うＯＥＣＤを見ていると、例えば、グリーンイノベーションが入って

くると、この20年、10年、20年でグリーンイノベーションにおいて必要となってくる人材

は何だという、そういうちゃんと長期の人材予想とか、こんな職が生まれてくるみたいな

ことを議論した上で、じゃあ、どういう人が必要だと、そういう議論をちゃんとしていた

りして、日本の中でどこまでそこができているかなというのは、ちょっと怪しいなという

感じはあって、その辺りはやはり、問題は一緒かもしれませんけど、やはりそういう人材

のその先を見通す力みたいなものを日本の中ではもうちょっとつくっていかなければいけ

ないんじゃないかなと思ってお聞きしていました。その他の論点もしっかりと受け止めま

した。 

それから、女性研究者の問題、本当に重要な問題だと認識しています。委員会の中では、

ここまではちょっと女性研究者の問題メインでは取り扱っていませんでしたけれども、今、

御指摘いただいたことを受け止めまして、この点も議論を進めていきたいと思います。 

 

○芳賀満会員 よろしくお願いいたします。 

 

○日比谷潤子副会長 林先生、ありがとうございました。本日、林先生はここで御退席と
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伺っております。大変御多忙の中、お時間を割いて、すばらしい御講演をいただきまして

ありがとうございました。改めて皆様、もう一度拍手をもってお願いいたします。（拍手） 

 

 

[（未来の学術振興構想） 森田一樹先生御説明]   

 

○日比谷潤子副会長 それでは、次に、未来の学術振興構想について、学術研究振興分科

会委員長の森田一樹先生に御説明をお願いします。資料の２－２を御覧ください。 

 

○森田一樹委員長 皆様、こんにちは。今期科学者委員会学術研究振興分科会の委員長を

担っております森田でございます。前回の総会では、本分科会が25期に発出しました提言

「未来の学術振興構想」のフォローアップとして開催しました学術フォーラムの概要につ

きまして、報告させていただきました。 

その際に、フォーラムでいただきました御意見やアンケートの結果を踏まえて、今期の

活動方針の柱として、未来の学術振興構想2023年版を改訂するという方向性を説明させて

いただきました。 

その後、分科会で検討を重ねて改訂の方針を定め、去る４月１日より学術の中長期研究

戦略の公募を開始いたしましたので、前回の報告と重複する部分もかなりございますが、

本日はその改訂に関する概要を中心に説明させていただきます。 

学術研究振興分科会は、こちらありますように現会長の光石先生がこのような目的で25

期に立ち上げられたもので、その集大成として提言、未来の学術振興構想が2023年９月25

日に発出されました。 

提言は、これ光石先生が前回、御説明された資料でございますけれども、今後２年から

30年先の学術の方向性について、複数のグランドビジョンとその実現に必要な学術の中長

期研究戦略から構成されております。 

科学者コミュニティ、具体的には大学、国・県等の研究教育機関・学協会・日本学術会

議会員・連携会員及び若手研究者から広くボトムアップ的に自由な発想に基づいて提案を

公募いたしました。複数の団体からの連携した提案や、あるいは人文社会科学分野からも

広く提案を集め、予算の下限を設けず、また、200弱の応募された提案を、光石先生の言葉

をお借りすれば、ホチキスどめするだけではなくて、一段高い分野横断的な視点から検討

を加えてグランドビジョンを策定いたしました。 

それとともに、その実現に必要な中長期戦略が掲載されております。 

これも同じような図ですけれども、大きな点線で示されたところです。これは人文・社

会科学、生命科学、理学・工学とその領域が示されていまして、その一番小さい楕円が皆

様方から御提案いただいた学術の中長期研究戦略を示しております。それらを束ねて囲っ

ている黄色い領域がグランドビジョンということになります。 
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こちらの図に示す提案の一番下に書かれています、提案のＡから提案のＩがボトムアッ

プで出てきたそれぞれの提案で、ビジョンと学術研究構想と予算が示されており、複数束

ねたものがグランドビジョンになります。また、一つの提案が複数のグランドビジョンに

入るケースもございます。この図は策定前のもので、グランドビジョン20から30としてお

りますけれども、結果的に19のグランドビジョンが策定されました。 

最終的に応募がありました194の提案について、関連部会提案をグルーピングしまして、

半数近くの約90の提案が分野融合ということになりまして、さらにその全体の３割が３分

野全ての融合の提案と分類されております。このようなプロセスで策定された提言が９月

に発出されました。 

具体的な19のグランドビジョン、これは前回もお示ししたとおりで、そちらの内容につ

いて、それぞれの説明を少し紹介させていただきましたけれども、今回このように名前の

みとさせていただいております。 

今期の学術研究振興分科会では、この提言のフォローアップを主たるミッションとしま

して、このような事業で活動を進めております。 

前回も御報告申し上げましたが、提言のフォローアップ企画の第一弾として、10月４日

に、こちらに示す、これはポスターの切り貼りですけれども、このような学術フォーラム

を開催いたしました。全11件の講演をいただきまして、最初の６件ではその提言について

の策定経緯、分野領域ごとの提言の内容説明、後半の５件では、提言の活用を念頭に、日

本の学術研究の現状と今後の展開すべき方向性やグランドビジョン実現に向けてあるべき

姿について、政策的な視点も含めて御説明や御意見をいただきました。 

特に最後のセッションでは、学術研究構想とグランドビジョンの実現に向けた課題につ

いて、ＪＳＴの中村先生、それから順天堂大学の菱山先生からは、こちらに示すような学

術研究構想の重要性や誰に向けて発信するのか、あるいは、提言の見直しがやっぱり必要

であろうという点、さらには一部のビジョンに対する御意見、あるいはグランドビジョン

をつなぐストーリーの必要性など、御意見を賜りました。 

また、このフォーラムにおきまして出席者から御意見もいただきました。ここに詳細読

み上げませんけれども、ここに書かれたようなことで、やはり重要な取組であるというこ

と、それからやはり対象が誰なのかということを明確にする等、理事の御指摘もいただき

ましたので、今期これに基づいて改訂をするというふうな予定をしています。 

主には、どのようなフォローアップをするかというところが重要になるんですけれども、

今日は改訂をどのようにするかという話を中心にお話しさせていただきたいと思います。 

また、当時、同じ時期にこの提言がどのような活用をされているか、あるいはどのぐら

い知っていますかというような形でアンケートを取らせていただきまして、二千数百の団

体にお送りしたんですが、有効回答数が150件、その中である程度、認知化はされていたん

ですが、その中でやっぱりこれはもう少し広げなきゃ、周知が不十分ですよということ、

あるいは、ここにありますように、特定の分野のみならず、幅広い研究分野のサポートも
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重要であるというようなことで、多々御意見をいただきましたので、これを基に進めてい

るところでございます。 

以上の御意見を踏まえまして、その後、学術研究振興分科会では３度の分科会を開催し

まして、議論を重ね、こちらに示しますように、大幅な見直しはせず、2023年版で示しま

した19のグランドビジョン実現及びより一層の充実を目指すという基本理念の下に、「未

来の学術振興構想2023年版」を改訂することとし、応募区分Ⅰとする学術の中長期戦略の

追加応募、それから応募区分２として2023年で掲載された学術の中長期戦略の改訂に大別

して行うことといたしました。今日、この図が多分、一番集約された形になっているかと

思います。 

また黒字のところですが、具体的には、応募の際には原則として関連する既存の19のグ

ランドビジョンを番号を挙げていただく。なお、関連するグランドビジョンがないものを

公募可といたしますが、グランドビジョンありきということで合意いたしました。 

提言「未来の学術振興構想（2023年版）」に既に掲載された学術の中長期研究戦略は、

引き続き「未来の学術振興構想」の改訂版に必要に応じて、アップデートいただいた上で、

掲載させていただく予定でございます。 

また、改訂版への掲載に当たって、学術研究構想の進展、それから国内外の研究の動向、

所属するグランドビジョンとの関連や、同じグランドビジョンに所属する他の学術の中長

期研究戦略を踏まえた「ビジョン」や「学術研究構想」の積極的なブラッシュアップを促

すと。 

特に2023年版では、不十分なまま掲載されている点については、分科会からもコメント

させていただくことを考えております。 

４月１日15時に、日本学術会議事務局より会員の先生方にも御案内が届いていると思い

ますけれども、同日、既に公募が開始されております。連携会員や協力学術研究団体にも

配信されており、このメールの本文をクリックいただくと、第26期のこの左側にあります

ちょっと字が小さくて恐縮ですけれども振興構想の改訂方針、それから右側の公募要領と

いうものが御覧いただけたかと存じます。 

改めまして、来週24日になりますが、16時より説明会をオンラインにて行わせていただ

きますが、改訂方針、それから公募要領における前回からの変更点につきまして、本日簡

単に御紹介させていただきます。 

これが改訂方針の赤字が変更点でございますけれども、策定ということを改訂というこ

とに改めまして、この２番目の公募のところです。新たに追加公募する公募に関する方針

はほぼ前回のまま、それから新たに加えるその掲載済みの学術の中長期研究戦略の改訂の

部分、この片括弧３のところですが、それを追記しております。 

もう少し具体的にちょこっとだけ示され、その次の図がそこになっていますけれども、

先に説明いたしましたこの２項目につきまして、掲載済みの提案の改訂ができるという趣

旨と、それから、構想の進展や国内外の動向を踏まえた改訂を推奨する旨を記述いたして
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おります。 

それから次、スケジュールにつきましては、もう既に１日から公募が開始しております

けれども、10月１日を公募の締切りとしており、新規提案の分野に出てくる提案の数、分

野の数にもよりますけれども、恐らくグランドビジョンごとの検討を連携をしながら、前

回のプロセスを参考に進めて、一応来年の春頃に取りまとめ、夏頃公表と、ちょっとそこ

ら辺ぼやかしておりますけれども、極力早く速やかに進めたいというふうに考えておりま

す。 

公募要領につきましては、これもかなり方針と重複いたしますけれども、追加募集に加

えて、改訂の項目を前回の公募要領に追記したものが主たる変更点でございます。目的・

公募の説明につきましても、加筆して、詳細は後で御確認いただければと存じますけれど

も、例えば、背景でも、やはりこの３年間でどれだけ社会情勢も変わり、それから、構想

につきましても変化があったと、進展があったということもあろうであろうから、ここで

改訂をするという旨を追記させていただいております。 

それから、公募の説明についても、追加応募においては前回と異なり、この上のところ

にも示していますが、19のグランドビジョンありきというところで御提案いただくことを

強調いたしております。なお、出てきた御提案によっては、改めてグランドビジョン追加

の検討の可能性も含ませる旨も記載しております。 

それを少し具体的に公募等の対象、応募区分Ⅰ、それから応募区分Ⅱというふうな名前

をつけて分類して記述しておりまして、ここでは、この次のところの項目ですけれども、

応募区分Ⅰ、これは追加募集なので、そんな大きな変更はございませんが、最後のところ

の８番目として、くれぐれも個人単独ではなく、組織でオーソライズされた提案であるよ

うにというところを追記いたしております。そこの単独の御意見であったということも前

回少しあったかもしれないので、今回そういうことがないようにということで、こちらの

項目も記述させていただいております。 

それから、応募区分Ⅱにつきましては、改訂方針で御説明しました追記内容に加えまし

て、もし掲載済みの提案の改訂版への掲載が困難な場合、要は、今回はちょっと掲載をや

めたいというふうな場合の申し出についても言及いたしております。 

それから、後はもう前回同様、応募はウェブでございます。 

それから、早期に提出される場合は必要ないんですが、ここにある意向表明、５番のと

ころにありますけれども、８月１日を超える場合はということになりますが、事務局側で

応募される概数を把握したいということもございますので、８月１日までに意向表明を、

本文内、ここの本文の中でお願いしております。 

また、説明会は先ほど、繰り返しになりますが、来週24日の16時から17時に執り行う予

定をしておりまして、なお事前の登録が必要であるということでございますので、出席い

ただける場合は、よろしくお願いしたいと思います。 

以上になりますが、御所属、御関係の皆様方、先生方への周知をぜひよろしくお願いい
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たします。 

以上でございます。 

 

○日比谷潤子副会長 森田先生、ありがとうございました。 

それでは、壇上の席に移動をお願いいたします。 

ただいまの御説明について、これから質疑応答に入ります。既に第一部、上東会員より

発言希望票をいただいておりますので、お願いします。それ以外の方も希望票をお出しく

ださい。 

 まず、それでは、上東会員、お願いします。 

 

○上東貴志会員 発言の機会をいただきありがとうございます。多岐にわたる壮大な構想

の改訂を進めていただき、大変ありがとうございます。今回の改訂というよりも、前回の

経緯に関することで、特にロードマップとの関係なのですが、以前から不可解な状況が続

いているので、この機会に質問させていただければと思います。 

皆様御存じのとおり、ロードマップ十数件の数百億円規模のプロジェクトを文科省が選

ぶというもので、それがそのまま予算化されるわけではありませんが、プロジェクトの多

くが予算化されるので、日本の学術の方向性が大きく左右するものだと考えられます。 

そのロードマップの選定に、2020年までは学術会議がマスタープランを策定することで

大きく関与していたんですけれども、前回のロードマップから学術会議の関与が、直接的

にはなくなってしまっていたと。ロードマップに学術界が関与することの是非はあると思

うんですけれども、非常に重要な変化であったことは確かで、その重要な変化が一般会員

からすると、といっても、会員間で情報格差があると思うんですけれども、私のような第

一部の一般会員からすると、事前には表立った議論はなく、事後的にも事実だけを漠然と

知ることになったという認識を持っています。 

この点については、これまで何度か意見や質問があり、昨年10月の総会では光石会長か

ら、前期は大人の事情があって、マスタープランの代わりに未来の学術振興構想を出しま

したという御発言がありました。そのときに大人の事情はどういうものなのかと教えてほ

しいという発言もあったんですけれども、恐らくほかの議論もあった関係で、その点につ

いてはお答えいただけませんでした。したがいまして、この場で改めて、ピンポイントで

前期にマスタープランの代わりに未来の学術振興構想を出すことになった大人の事情が、

一体どういったものであったのか、森田先生が御存じであれば、森田先生から御説明いた

だければと思います。 

また、必要に応じて、光石会長からも補足いただければと思います。よろしくお願いい

たします。 

 

○日比谷潤子副会長 ちょっとお待ちください。幾つかいただきましたので、ここもまと
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めてとしたいと思いますので、この後、第二部の小林会員、第三部の塙会員、第二部の髙

橋良輔会員、第一部の岩井紀子会員の順で、まず質疑、御質問を先に受けたいと思います。

第二部の小林会員、お願いいたします。 

 

○小林武彦会員 小林です、どうもありがとうございます。丁寧に御説明ありがとうござ

います。 

今の一部の方の質問とほとんどかぶっちゃいましたけども、要するにマスタープランを

廃止して、この未来構想を始めたのですが、これ出す人から何件か御相談を受けたことも

あって、出す人はこれで何かのサポートとなり、予算措置があるといいなという期待を込

めて皆さんが書いたと思うんですけども、実際にこのマスタープラン、未来の学術構想を

集めて、そういう動きが見られたのか、あるいは見られそうなのか。２年たっていますか

ら、かなり内容を改訂したいという人も出てくると思うんですよね。そういう人たちがや

はり同じようなモチベーションで、改訂版を出してくるときにどういうようなアドバイス

というか、をしたらいいのか。未来の構想の全体的な何か役割みたいなところを、もうち

ょっと御説明いただけるとありがたいと思いました。 

以上です。 

 

○日比谷潤子副会長 続いて、第三部、塙会員、お願いいたします。 

 

○塙隆夫会員 材料工学委員会の塙でございます。森田先生に丁寧な御説明いただいてあ

りがとうございました。今のお二人の先生方のにもちょっと関係するんですが、やはり改

訂する場合に、もともと30年後のビジョンを意識してつくっているわけで、そうするとそ

の30年後のビジョンを意識してつくったものを、２年で根本的な改訂というのはなかなか

難しくて、その前のモチベーションというのは、一つ問題になるのかなということをちょ

っと感じました。 

それで、もう一つ具体的な質問になるんですけれども、最後の説明の中に、現在の2023

年の学術振興構想と掲載されたもののうち、不完全というか、何か問題のあるものに対し

ては、その分科会から改訂を依頼するというような説明があったかと思うんですが、これ

は例えば、それがあったとする、あるとすると、いつ頃の改訂の要求があって、どのくら

いの期間が許されるのかと、例えば、改訂を予定していないときに、突然そういう要求が

来たときに、どの辺の改訂の時間的猶予があるのかということがちょっと今、説明を具体

的に知り得たいと思った内容です。 

以上です。 

 

○日比谷潤子副会長 それでは、第二部、髙橋良輔会員、お願いいたします。 
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○髙橋良輔会員 第二部の髙橋良輔です。今での御発言と非常に重複しますけれども、今

回改訂の御説明、森田先生のお話、大変よく分かりましたけども、未来の学術構想が誰の

ためで、一体どんなインパクトがあったのかということは全く不明で、実際これが出され

ていることを誰が知っているのかということすら疑念を抱くくらいです。ですからまずこ

れを出すことでどういういいことがあるのかということをはっきりと示さないといけない

と思います。改訂しても誰も読まないし、何のインパクトもない、社会にも反映されない

し、政策にも反映されないということだと、やっていることの意味がないということにな

ってしまうんじゃないでしょうか。かなり言葉がきついですけども、そういうところをは

っきりさせていただきたいなというのが私の希望です。 

以上です。 

 

○日比谷潤子副会長 それでは、第一部、岩井会員、お願いします。 

 

○岩井紀子会員 岩井ですけれども、上東先生が質問されたことに関連してですけれども、

私自身が２回質問させていただきました。でも、これは今は分かっている過去のことなの

でいいと思いますけれども、私は、文科省のロードマップの作成に関わりました。最初の

ときに、学術会議から出てこないので、もう学術会議からのことはないままやらざるを得

ないということでした。ですが、そのときに私は、一度、もちろん審査に関わっていたわ

けですから、はっきりとは言えませんでしたけれども、いつ出るんですか、ということを

最初のまだ間に合うときには質問しました。そのときに当時は、副会長であられたと思い

ますけど、光石先生が、早く出したほうがいいですかね、予算が出る前に出したほうがい

いですかね、というような回答のされ方をなさいました。 

私は、もうそれ以上ちょっと質問することによって、審査に関わっているということが

明らかになってもいけないので、そのときはそれにとどめました。ですが、もっと早く出

して、影響を与えるべきなんだろうなというふうには思いました。 

実際に、ロードマップを決まった後、その場面でも、なくてもできましたねという、そ

れが後の全員の感想でした。なくてもできたからなくていけますよね、これからもという

ようなことでした。 

私は、２回目学術会議で質問させていただいたときに、マスタープランをもう一度やる

ことはしないんですか、ということをお話ししました。でもそのときに、その大人の事情

でという回答を得ました。やはり、学術会議として影響を与えるということは、やっぱり

非常に重要なことで、しかも学術会議がどう考えているかということについて、いや、そ

んなことは全然影響与えていないんだと言われた先生も、２回目の質問のときにいらっし

ゃいましたけども、やっぱりそんなことはないんです。やっぱりそれを見ながら大型プロ

ジェクトでもそうですけれども、それも過去のことですけども、学術会議のマスタープラ

ンに、私自身2014年にもマスタープランを１回出しましたし、2020年にも一橋が出す経済
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研究所の中で一緒に出したという経験をしているので、実際それがちゃんと注目されて、

見ながら行われるということについて、やっぱり文科省に対しても、それから世間に対し

ても影響を与えるというルートを、これをやらないことによって、一つ失ったというふう

に認識しております。 

以上です。 

 

○日比谷潤子副会長 それでは森田先生、まとめてお願いいたします。 

 

○森田一樹委員長 ありがとうございます。これは平に、私も理解不足なので、全てはき

っちり答えられることはできないので、光石先生のほうにも言葉をお願いしたいと思って

おりますけれども、マスタープランの件、確かにこれ非常に重要なことだったのかと思い

ます。それで今回、フォローアップとして、やはり政府の目にしっかり触れるようにとい

うことは、前のコメントからもいただいておりましたので、それを念頭に今回の改訂とは

別にいろんな活動は進めていく予定ではございます。 

 まだ分科会のほうでは検討中、あるいは、アクションプランの中で、御提案いただいた

ＣＯＣＮとの議論とか、そういうところは始めてはいるんですけれども、いささかまだ具

体的にそのマスタープランというような形に戻るということは、現時点では考えておりま

せん。 

それで、１番目、２番目、それから最後にいただきました、そちらの過去の経緯につき

ましては、すみません。逃げるわけじゃないんですが、私、今期委員になって１回目でご

ざいまして、ちょっと前期のところ、把握できていない部分につきましては、ちょっと光

石先生のほうから、一言お願いできましたら、幸いでございます。 

 

○光石衛会長 まず、前期私は副会長ではなく一会員でした。私も実を言うと正確なとこ

ろはよく分からないのですが、私が聞き及んでいるところによりますと、優先順位をつけ

るのはお金を持っている政府の側で学術会議側ではないという状況があり、また、前期に

マスタープランをつくるということが、ある意味ではまかりならないというような状況に

あったと伺っております。しかしながら、学術会議が将来どのような学術分野が重要にな

るかを示すことは、重要であるということで、やはりつくるべきではないかということに

なり、始めたということです。したがって、スタートは多分通常より１年程度遅くなった

と思います。 

間に合わないという状況もいろいろあったかとは思いますが、大切なのは、これからフ

ォローアップをどうするかということです。この未来の学術振興構想は宝の山であるとも

言われています。例えば、国際アドバイザリーボードからは、そういったものを国会議員

にきちんと説明に行くということをやっている国もあるということを伺いました。フォロ

ーアップが、とにかく重要であると私としては思っています。 
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したがって、これを役立てるかどうかとは、我々がこれからどうするかというアクショ

ンそのものにかかっていると私は思っています。 

そして、20～30年先を見据えて出してくださいということを言っていますので、本来で

あれば２年程度経ったところでそれほど変わるものではないのではないかと思っています

が、最近の世の中の変化は非常に早いですので、前に提案しましたが、状況が変わってき

たという提案も、中にはあるのではないかということで、今回改訂をするということかと

思っています。繰り返しになりますが、提言を出したらそれで終わりではなく、これから

これを世の中に広げていくというフォローアップこそが大切であると私としては思ってお

ります。 

以上です。 

 

○森田一樹委員長 光石先生、どうもありがとうございました。ということで１番目、２

番目、あるいは４番目、５番目の御質問、御意見についても現時点でお答えできる範囲を

お示しいただいたかというふうに存じます。 

それで、塙先生からいただきました２から30年なのにもうやるのというのは、確かにこ

れは必要がなければ一切、そのままでも全く問題ないと思いますが、今、光石先生からも

ございましたように、その情勢の変化で少し改訂する必要がある部分、それから、ちらっ

と申し上げましたけれども、ビジョンとそれから研究構想、それがしっかり両方書かれて

不十分なまま掲載されたものがあるというふうに認識しております。あまり具体的には申

し上げませんが、見ていただくとブランクになっているところとかもございますので、そ

ういったところはもう今回こちらのほうから、ここの部分を改訂してくださいという形で、

記載・掲載する場合はそこをよろしくお願いしますという形で依頼するというふうに考え

ております。 

以上でございます。 

 

○日比谷潤子副会長 それでは、時間も参りましたので、これで、この質疑応答を打ち切

りたいと思います。森田先生、どうもありがとうございました。（拍手） 

 

 

[非公開審議]   

 

○日比谷潤子副会長 よろしいですか。それでは次の議題に移ります。 

まず、会長から次の議題の取扱いについての説明をお願いします。 

 

○光石衛会長 次の議題を非公開案件として取り扱ってよいかどうかについて、皆様にお

諮りいたします。総会は公開で行っておりますが、日本学術会議会則第18条第４項ただし



35 

 

書の規定により、必要があると認められる場合、会長は、議決を経て非公開とすることが

できるとされております。資料３の提案１及び２については、人事案件のため非公開とし

たいですが、よろしいでしょうか。 

 

（異議なし） 

 

○光石衛会長 特に異議はないということですので、ありがとうございます。 

それでは、本議題は非公開で審議をいたします。なお、午後の審議は公開で行う予定で

すので、傍聴を希望される方は13時30分から改めて御覧ください。 

現地で傍聴されている方は御退出ください。あわせてオンライン傍聴用の動画の配信を停

止いたします。 

 

 

[昼 休 憩] 

[再開（午後１時30分）] 

 
○光石衛会長 これより午後の総会を開始いたします。 

 まず、オンライン出席の追加につきまして、第二部の五斗進会員、第三部の田浦健次朗

会員にオンラインでの出席をお認めしましたので、報告いたします。 

 ここからの議事進行は磯副会長にお願いいたします。 

 

○磯博康副会長 それでは会長に代わって議事を進めさせていただきます。 

 繰り返しの御案内となります。会場にて御参加いただいている皆様は発言の御希望があ

る場合は挙手いただくか、机の上にあります発言希望票に所属部とお名前を記入の上、事

務局職員にお渡しください。 

 御発言の際には、卓上のマイクのスイッチを入れていただき、できるだけマイクに近づ

いて、大きな声で御発言いただきますようお願いいたします。 

 オンラインにて御参加いただいている皆様は、発言の御希望がある場合は、挙手機能ま

たはチャット機能を利用して、意思表示していただき、指名を受けましたらマイクをオン

にして御発言ください。なお、チャット機能を使用される際はホストのダイレクトチャッ

トではなくて、全体のチャットで御連絡くださいますようにお願いいたします。 

 

 

[外部評価報告] 

 

○磯博康副会長 それでは資料４、日本学術会議第 26 期１年目の活動状況に関する評価
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を議題といたします。 

 本日は日本学術会議外部評価有識者座長の青山藤詞郎先生にお越しいただき、説明をい

ただくこととしております。また短時間ですが、御説明の後には質疑応答の時間を設けて

おります。 

 それでは、青山先生、よろしくお願いいたします。 

 

○青山藤詞郎座長 御紹介いただきました青山でございます。今年度の日本学術会議の外

部評価有識者の座長を仰せつかっております。 

 このたび、私を含む６名の外部評価有識者によりまして、日本学術会議第 26 期１年目に

ついて、学術会議からの活動状況等の説明を踏まえて評価を行いました。 

 具体的には、資料に記載のとおりですが、その概要を説明させていただきます。 

 現在、日本学術会議のあり方をめぐって組織改革の議論が行われているところでありま

して、目指す改革が日本学術会議の活動の強化につながるものとなるかは重要な問題であ

りますが、本評価は、「日本学術会議のよりよい役割発揮に向けて」及び「アクションプラ

ン」に基づいて進められている様々な改革に向けた取組に重点を置いて、具体的な評価を

行いました。 

 まず日本学術会議は、第 26 期１年目も活発に活動を展開しておられ、個々の活動につい

て着実に取り組まれていることを評価いたします。 

 続いて、個別の活動に関する評価について、かいつまんで御説明いたします。 

 まず、タイムリー、スピーディーな意思の表出と助言機能の強化についてですが、喫緊

の社会課題をしっかり取り上げて検討していくべきで、例えば、国際問題、外交のテーマ

はあまり取り上げられていないと思われ、人文・社会科学の課題をさらに積極的に取り上

げるべきとしています。いわゆるトランスサイエンスの課題については、広い分野の研究

者が所属する特質を発揮できるよう、積極的にコミットすべきとしています。 

 福島原発の事故の際、放射線の生体影響に関する科学的知見が国民に正しく伝わらなか

ったのではないかという反省もあり、予期せぬリスクが発現した際の科学的助言について、

平時からシミュレーションを行い、スピーディーな発出に備えておくべきとしています。 

 意思の表出は実際の効果が重要であり、フォローアップ・レポートやインパクト・レポ

ートなどの仕組みもありますが、まだ不十分であり、政策や社会への影響に関する検証を

さらに強化すべきと考えます。実効性を上げるために、発信も重要で、発出後の意見交換

や普及活動に一層取り組んでいただきたいと思います。誰に対して発信するものか、しっ

かり意識して、意思の表出の作成に取り組み、発信する際にも明らかにして、より実効性

のあるものにしていただきたいと思います。 

 タイムリー、スピーディーな意思の表出のために、デジタルの活用、ファシリテーショ

ンのやり方、あるいはフレキシブルなスケジュールの調整なども重要ではないかと考えま

す。 
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 次に、第２の学術の発展のための各種学術関係機関との密接なコミュニケーションとハ

ブとしての活動強化についてですが、日本学術会議との接点が少ない大規模な学会連合も

見受けられ、研究者全体から見ると、日本学術会議は遠い存在で連携の強化に向けてさら

なる取組が望まれます。 

 若手研究者の声をしっかり拾い上げ、これが執行部を含む会員全員に届き、活動に反映

される仕組みの検討が必要で、若手アカデミーの見解、今取り組むべき 10 の課題を題材に、

若手アカデミー会員が自身のエリアでサイエンスカフェを開催することも考えられます。 

 若手アカデミーで活躍した研究者が、その後も日本学術会議とよい関係をつなげていけ

るよう、若手アカデミーの経験を会員選考において考慮するなど、制度や仕組みを検討す

べきではないでしょうか。 

 次に、第３のナショナルアカデミーとしての国際的プレゼンスの向上についてですが、

Ｇサイエンス学術会議、アジア学術会議等での貢献は、日本の研究の発信力向上に大きく

寄与していると評価いたします。国際アドバイザリーボードのさらなる活用など、海外の

アカデミーとのつながりの強化により、より大きいインパクトを生み出せるものと考えま

す。国際会議の定期的な開催の増加などにより、国際的にイニシアチブを取ること、世界

における認知度を高めることを目指すべきと考えます。 

 若手研究者の国際交流の機会を広げることも重要で、例えば、海外のアカデミーとの共

同プログラム、ＪＳＴやＪＳＰＳとの連携による国際会議派遣の支援強化なども考えられ、

若手研究者が海外での経験を積み、将来的に国際学術団体で活躍できる環境を整えていく

べきと考えます。 

 著名な研究者とともに、国際会議に若手研究者を派遣し、国際的に通用する研究者を育

てることも重要で、このようなシステムは、日本学術会議だからこそつくれるものであり、

将来的に科学技術分野のみならず、政策の分野で活躍する人材や、日本学術会議事務局で

業務に携わる人材などの育成にもつながるものと期待されます。 

 次に、４番目、産業界、ＮＧＯ/ＮＰＯをはじめとする多様な団体、国民とのコミュニケ

ーションの促進についてですが、産業界と学術界の意識には違いがあり、課題の設定から

丁寧に始めることが必要で、博士人材を含む人材育成について、産業界と学術界が議論す

る場には意味があり、力を入れて進めていただきたいところであります。 

 また、こども霞が関見学デーはよい取組であり、立地も生かし、子供や若者たちとの相

互交流の活動への発展も考えられます。 

 次に、学術を核とした地方活性化の促進については、例えば、各地の科学館、あるいは

プラネタリウムや、これらを拠点とする民間団体等との連携、協働を模索し、社会との距

離を縮めていくよう努力していただきたいと思います。 

 次に、第６番目、情報発信機能の強化についてですが、日本学術会議の多くの活動が国

民に伝わっていないのではないかと思われます。伝えることと伝わることは、質が全く違

い、現在は伝えようと頑張っているが、不本意な結果に終わっているのではないでしょう
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か。タイムリー、スピーディーな意思の表出、各種学術関係機関との密接なコミュニケー

ション、国際的プレゼンスの向上、産業界等との多様な団体、国民とのコミュニケーショ

ンの促進、情報発信機能の強化は全てコミュニケーションに関する課題であり、抜本的な

改善に取り組む必要があると考えます。 

 国民から見て、取組や成果を見えやすく、伝わりやすくする戦略を検討していくべきで

あり、メディアへの発信の質の維持、向上も重要で、どのような層にどのように認知して

もらうかという戦略が必要と思います。ウェブサイトやＳＮＳ以外の広報媒体の確保も重

要で、「学術の動向」、これが休刊とのことですが、広報媒体や情報発信の仕組み、予算や

人員等について、検討していくべきと考えます。 

 ウェブサイトは見やすく改善されていますが、国民が積極的に閲覧したいものとは言い

難く、例えばイギリスのロイヤルソサエティや最近の企業のウェブサイトなども参考にし

て、より伝わりやすい構造、デザイン、表現にしていくことが望ましいと思います。日本

学術会議の広報は、一般への認知度が低く、シンポジウムの開催は、広報活動にも役立つ

面があり、開催頻度の増加や、多くの参加者を集める方策、メディア等に取り上げられる

工夫など、検討していただきたいところであります。 

 日本学術会議に広報戦略の一環として、顕彰制度を創設することについても検討すべき

と考えます。 

 また、広報のアドバイザーについては今後も継続していただきたいところであります。 

 さらに、事務局機能の強化についてですが、博士号を持つ専門スタッフを増やし、意思

の表出の作成やフォローアップの質の向上などに努めるべきと考えます。デジタル化を積

極的に推進し、意思の表出の作成等の負担軽減を行い、文書作成のプロセスにおいて、生

成ＡＩを活用するなどの方策も検討してよいのではないでしょうか。 

 日本学術会議の活動について積極的にスクラップアンドビルドを行い、新たな活動を積

極的に実行できるようにしていただきたいところであります。 

 最後に、会員選考プロセスの透明性の向上についてですが、科学者人口の分布を踏まえ

たバランスの取れた選考が重要であり、例えば地方大学との連携を深め、地域の研究者の

意見をより自然に会員選考に反映する仕組みも考えるべきでありましょう。 

 コ・オプテーション方式の会員選考について、利点と欠点を整理し、海外のナショナル

アカデミーも参考にされて、外部に開かれた会員選考となるよう、不断の見直しをすべき

と考えます。 

 以上、今回の外部評価の概要につきまして、駆け足で御説明いたしました。日本学術会

議におかれましては、引き続きまして、学術の進歩に資することを基軸として、よりよい

役割発揮に向けて活動に取り組んでいただくよう期待しております。 

 御清聴ありがとうございました。（拍手） 

 

○磯博康副会長 青山先生、活動状況に関する評価、ありがとうございました。 
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 本件について御質問等はございますか。 

 手を挙げていただければと思いますが、ウェブの方は挙手機能等でお願いします。 

 はい、どうぞ。 

 

○髙橋良輔会員 大変よく分かりました。ありがとうございました。 

 広報が必要だということは、我々は非常に、会員はみんな十分認識していると思うんで

すけれども、広報にもそれなりのエフォートが必要で、現在は皆さん本業があるので、広

報に割く時間が多分ないと思うんですね。ですから私としては、ぜひ広報専任のスタッフ

を置けるようなシステムにして、そのための予算化も含めてお願いできれば一番、非常に

ありがたいと思います。そうすると、ちゃんとこういう学術会議の英知を世の中に届ける

ための仕組みというのが、そこで初めてできると思うので、現状のスタッフだけでは私は

無理ではないかと思います。 

 以上です。 

 

○青山藤詞郎座長 これはお答えは、私からというより、会長からですかね。 

 

○磯博康副会長 私のほうで広報を担当していますので、非常に重要な御指摘をありがと

うございました。現在、実は担当職員が二人と、森さんという方が非常勤で色々なアドバ

イスをしていただいていますが、非常にお忙しいので、月に数回程度でのコミットメント

となります。 

 ですから、しっかりとした広報室の体制をつくるとか、海外のアカデミーのように PhD

クラスで、広報に関して素養のある方とか、もしくはコミュニケーション能力のある方を

雇って、広報を担当することが必要だと思っています。そのためには予算化も必要になっ

てくると思いますが、御指摘のとおりだと思います。 

 

○青山藤詞郎座長 そこは、この会議でも学術会議の会長、副会長さんと私どもとの意見

がほぼ一致しているところでありまして、そうはいっても、やはり事務局が非常に限られ

たエフォートでやって、これは大変だということで、事務局のスタッフの人数だけでなく

てですね、その能力もアップしていく。それから、さらに現状よりアップしていく。 

 それから先ほど私申し上げましたスクラップアンドビルドですね。何でもかんでも始め

るということではなくて、やめてもいいものはやめる。そして、これに重点を置いていく

というものは強化していくと。そういう取組が必要ではないかというお話もさせていただ

きました。 

 

○磯博康副会長 髙橋先生よろしいでしょうか。 

 ほかにございませんか。 



40 

 

 包括的で非常に重要な指摘をいただいたと思います。特に広報に関して、ビジョン、ミ

ッション、コミットメントについては、学術会議として、例えばホームページの最初のと

ころに明記すべきというのは、広報委員会の議論も出ておりますが、実現に向けてしっか

りと努力したいと思います。 

 ほかにございませんか。広報以外で何かありましたら、よろしくお願いします。 

 よろしいでしょうか。 

 会長から、どうぞ。 

 

○光石衛会長 青山先生をはじめ、外部評価委員の方々には膨大な資料をチェックいただ

き、我々の活動を見ていただきまして、また、大変有益なコメントをいただきまして、あ

りがとうございました。これを参考にし、是非とも改革を進めてまいりたいと思いますの

で、引き続きどうぞよろしくお願いいたします。どうもありがとうございます。 

 

○磯博康副会長 １点。顕彰制度のことですが、学士院とのすみ分けについて気になりま

すが、先生方から見て日本学術会議での顕彰制度はどの様なイメージでしょうか。 

 

○青山藤詞郎座長 評価委員会ではその具体的なイメージまでは、まだ議論しておりませ

ん。ただ、そこで副会長がおっしゃられたように、学士院とのすみ分けですね。そこが一

つの考慮すべき点であろうという話は出ておりますが、なかなかここで簡単に、こうでは

ないかということは、ちょっとまだ結論が出ていませんので申し上げられませんが、引き

続き御検討いただければと思います。 

 

○磯博康副会長 これは一つ、我々の中で少し議論しておりますが、いわゆるトランスフ

ァラブルな機能を持った人材を育成して、新しいキャリアを作っていく過程で、いわゆる

とがった研究者だけではなくて、研究を連携、統合するような研究者のトラックをつくっ

ていく必要があります。そのような人たちが、この日本学術会議で活躍した際に、学会で

いうと学会賞や奨励賞のようなものを顕彰する制度であれば、学士院とのすみ分けができ

るのではないか、そういうことを検討させていただきたいと思います。 

 

○青山藤詞郎座長 おっしゃられるとおりだと思いますね。もちろん学術の面で非常に優

れた業績のある方、各部門でトップ、リーダー的な研究の分野で、学術の分野で業績を上

げられた方、これを顕彰するということもありますが、もう一つは今、副会長がおっしゃ

られたようにですね、全体を取りまとめる、あるいはトランスサイエンスのような、そう

いうところでの非常に大きな活動、非常に重要な活動、顕著な活動をされた方とかですね、

学術会議ならではの幅広い立場から見た顕彰制度、そういうものが出来上がれば、これは

一つの特徴が出るんではないかと、このように思っております。 
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○磯博康副会長 ありがとうございます。 

 ほかにございませんでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 ほかに御質問がなければ質疑応答はここまでといたします。 

 青山先生から御説明いただいた、そしてコメントもいただいた外部評価書に向けまして、

会長からコメントがありましたら、よろしくお願いします。よろしいですか。 

 ありがとうございます。それでは外部評価書についての議論はここまでとさせていただ

きます。 

 青山先生におかれましてはここで御退席されます。青山先生、本日は誠にありがとうご

ざいました。（拍手） 

 

 

[会長/副会長/部長報告事項] 

 

○磯博康副会長 それでは、各種報告に移りたいと思います。 

 会長、副会長、部長、若手アカデミーの順に、第 192 回総会以降の活動内容について御

報告いただきます。資料５及び資料６を御覧ください。 

 質疑応答の時間は皆様の御報告後にまとめて設けたいと思います。 

 まず会長から御報告をよろしくお願いいたします。 

 

○光石衛会長 時間は何分でしょうか。 

 

○磯博康副会長 ５分程度となります。 

 

○光石衛会長 あり方について、アクションプランについて、主な国際活動、会長談話の

順に話します。 

 前回は臨時総会で、12 月 22 日に開催しました。有識者懇談会の最終報告を受けて臨時

総会を行い、その後に会長談話を発出しました。 

 年が明け、２月 13 日には非公開審議ではありましたが、幹事会を開催し、内閣府より法

案の検討の状況について説明を受け、質疑応答を行いました。 

 また、２月 27 日には会長談話を出しており、これは法案を提出する前に見せていただき

たいことを要望するものです。 

 そして、３月７日に閣議決定されましたが、法案を見せずに閣議決定されたことは遺憾

であると申し上げています。 

 ３月 13 日には、これは我々ではありませんが、有識者懇談会委員一同で（「日本学術会
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議法案の閣議決定に寄せて」が）出されています。 

 その後、３月 24 日には懸念事項を内閣府にお送りし、４月８日には見解についてという

ことで、懸念事項について幹事会への回答が参っており、本日に至っているところです。 

 アクションプランについては、既にいろいろと説明しております。その後は、ここに書

いていますように「第７期科学技術・イノベーション基本計画に向けての提言」を公表し、

その後、生成ＡＩについての提言も出しています。 

 これは既に出されたものも含めて、今後こういうものを出していきたいということを示

したものです。いわゆる課題解決型のものもありますし、科学技術・イノベーション基本

計画に対してどのようにすべきであるかといった提言も出されています。 

 これが次期の科学技術・イノベーション基本計画に向けての提言です。本来であれば提

言２のほうが最初で、基盤研究を充実する、そして提言１にある喫緊の社会課題対応に役

立つ科学技術、それから科学と社会の変容を促進する基盤整備をし、イノベーションを起

こすことが必要です。４番目として人材育成が重要であるということを言っています。 

 提言は数を少なくするために、色々なものが盛り込まれていますが、予測困難な時代で

あるから、それに対応できるようにする、カーボンニュートラル、サーキュラーエコノミ

ー等、生成ＡＩ、この先どういうことが起こるか分からないこともあり、それに対応でき

るためにストラテジックインテリジェンスなるものを、ちゃんと設けておくべきでしょう

ということを言っています。 

 また、基盤整備につきましては、今朝午前中にありました研究力強化、評価制度をどう

するか。インパクトのある成果を創出するための研究費配分の仕方の検討といったような

ものが重要であると。 

 ３番目としては、例えば永久識別子による省庁横断の国家戦略策定による日本の研究の

見える化といったようなものも重要でしょう。 

 ４番目が、例えば博士人材育成をどうするかといったことが重要ではないかということ

で、これを提言発出するとともに、例えばＣＳＴＩ等での発表、プレゼンをするというこ

とで打ち込んでいます。 

 こういったもの等、いろんなものをパッケージとして見立てて、日本学術会議のメッセ

ージとして捉えていただきたいということを言っています。 

 これは生成ＡＩです。この後説明がありますので省略をいたします。 

 未来の学術振興構想につきましては、今朝ほど議論したとおりで、それとともに研究力

強化についても今朝ほど議論したところで、学協会につきましては理学、工学、生命科学

分野との情報交換について、行っています。 

 国際アドバイザリーボードは、今年度も行おうと考えているところです。 

 産業界とのコミュニケーションは非常に重要ですが、ＣＯＣＮとの意見交換を 10 月に行

い、今後も、未来の学術振興構想の中の幾つかのテーマについてプレゼンをすることを考

えているところです。 
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 地方活性化ということも非常に重要です。この委員会を設置し、今年の１月になります

が、既に活動を開始したところであり、２回の会議が開催されていると伺っています。 

 広報については、非常に重要であるということは先ほどもありましたが、ホームページ

等の改訂を含めて、検討を進めているところです。 

 これらのことを、赤い字にはなっていませんが、企画ワーキングをつくり、そこでアク

ティブに積極的に議論をしています。会長、副会長のリーダーシップをより発揮するため

の方策の検討、それから若手人材を事務局で登用したいということも考えています。 

 主な国際活動ですが、世界科学フォーラム、学術会議が主体となっておりますアジア学

術会議を行っております。年が明けて今年の１月には、オマーンのマスカットでＩＳＣの

総会があり、また、持続可能な社会のための科学と技術に関する国際会議、ＩＳＣプラッ

トフォーム会議、これは学術会議が情報共有のために行っているもの、韓国の科学アカデ

ミーとの会談、ロイヤルソサエティの委員の方を中心とした第２回ネットゼロに関する科

学技術対話も行っています。 

 会長談話につきましては、先ほども申し上げたとおりですが、一番下の「柏原正樹先生

の 2025 年アーベル賞受賞を祝して」という会長談話を出しました。 

 私からの報告は以上です。 

 

○磯博康副会長 光石会長ありがとうございました。５分でまとめるというのは無理でし

た。失礼いたしました。 

 続いて、三枝副会長から御報告をよろしくお願いいたします。 

 

○三枝信子副会長 三枝です。では簡単に説明いたします。 

 ジェンダー・エクイティ分科会においては、髙橋委員長の下、第６次男女共同参画基本

計画へのインプットに向けたシンポジウム等の活動や併せて包括的反差別法の制定に向け

た取組が行われているところです。 

 学術体制分科会については、「第７期科学技術・イノベーション基本計画に向けての提言」

が今、詳しく説明されたので内容を省略いたしますけれども、この基本計画専門調査会な

どに光石会長及び林委員長からインプットのための活動がなされているところです。 

 学協会連携分科会としましては第 26 期 63 の団体を承認し、現在 2,194 の団体をまとめ

ているところです。 

 研究評価分科会につきましては、尾崎委員長を中心に今年の秋をめどに、研究の活性化

に向けた研究評価の具体的な改善方策という内容で意思の表出がまとめられているところ

です。 

 続きまして、学術研究振興分科会については本日午前に森田委員長から詳しく御説明が

ありましたので、内容を省略いたします。新たな公募が行われます。 

 地区会議におきましては全国七つの地区会議があるわけですけれども、各地区における
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活発な活動の下、学術講演会、地区会議ニュースなどが発信され、広報の活動を強めてお

ります。 

 今年の一つの話題としましては、2025 年８月２日に日本学術会議ｉｎ石川ということで、

金沢大学及び中部地区会議の協力によりまして、学術会議と地域のリーダーとの連携強化

の取組を予定しているところです。 

 最後に、財務委員会ですけれども、こちらは既に各部に予算執行計画についてお話しし

ておりますけれども、事務局との間での緊密な連携を図りつつ、予算執行状況を注視し、

適時適切なタイミングで機動的・弾力的な予算執行を行うとしているところです。 

 以上です。 

 

○磯博康副会長 三枝副会長、ありがとうございました。 

 それでは、磯のほうから発表させていただきます。 

 まず科学と社会委員会については、ここにありますように、サイエンスカフェの実施状

況を示しております。三つのサイエンスカフェがこれまで行われました。徳島、京都、北

海道において、それぞれ非常に特徴的なカフェとなりました。 

 次に課題別委員会についてですが、１から５番目、この半年間で行われたものが黄色で

示しております。学術を核とした地方活性化の促進に関する検討ということになります。

これについては今回の予算の増額にもなった非常に重要な活動となります。 

 広報委員会ですが、ここにありますように二つの分科会に分かれています。そして「学

術の動向」の編集分科会、先ほど外部評価の中にもありましたが、５回目のときに休刊と

いうことを前回申し上げました。さらに今後の情報発信の進め方について議論していく予

定です。 

 情報発信強化分科会については、以下のような活動を行っております。 

 先ほど広報の話がありまして、会長からもお話がありましたが、ホームページの改訂や

学術の動向については先ほど申し上げたとおりです。情報発信の工夫を行い、今回パンフ

レット、リーフレットが発行となりました。これらは見ていただくと非常に分かりやすい

形のレイアウトになっておりますし、ＱＲコードからホームページにつながるように工夫

しました。また、ここに黄色で示しておりますように、ＳＳＨ、すなわちスーパーサイエ

ンスハイスクールにも配布しました。今後も引き続き情報共有を行う予定です。もちろん

英文のパンフレットも作成して、配布しております。 

 ４番目、科学的助言等対応委員会ですが、これにつきましては私のほうで何回もお話し

していますので、重ねて、早めの提出をお願いしております。 

 ８種類の意思の表出がありますが、提言の査読については非常に丁寧にエビデンスベー

スでの査読を行うために、科学的助言等対応員会での助言の後、分科会を設置した委員会

での査読と科学的助言等対応員会での査読と２段階の査読という形になりますので、今回

の第７期のイノベーション基本計画の提言については、４月中旬から始まって 11 月に承認
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されました。これでも、約６か月かかっているということになります。 

 見解と報告については少し簡便になりますので、対応委員会の対応がそれぞれ二回、一

回となります。そして、それぞれ分科会での公表になります。 

 現在のところ、どの程度意思の表出の提出がでているかということですが、これを表に

しております。提言、見解、報告、今回はできるだけ早く進めて、フォローアップもしく

はインパクトのレポートをしていただくという方針のもとで、現在提言は 14 の提出があり

ます。これは前期ですと８でした。先生方の御協力により提言の数は多くなっております。

ただし見解、報告については、現在 30 とありますが、前期では 72 ありますので、まだこ

れからと思います。今後とも、先生方の積極的な意思表出をよろしくお願いします。 

 これが一覧表です。先ほど光石会長の発表でもありましたが、発出したものとこれから

のもの、数多くあります。 

 最後に繰り返しのお願いですが、今期末の９か月前までをめどに発出していただきたい

と思います。これに万が一間に合わなくても、遅くとも今期末の６か月前で、2026 年の３

月末までに発出をよろしくお願いします。 

 最後の１年間フォローアップということで繰り返しになりますが、もしかしたら耳にタ

コができているかもしれませんが、何とぞよろしくお願いします。 

 そのためには前もって査読者を中で決めておく、最初の査読をしっかりするために意思

の表出と文案をしっかり最初に決めておくことを徹底いただくと、時間の短縮につながり

ます。また、見解についても同様に、早めの対応をお願いします。報告については６月中

で出していただければ、来年の秋には出る予定です。 

 最後になりますが、審議期間の短縮のために、できるだけ修正案について、大体１か月、

２か月かかる場合がありますが、それを短くしていただければと、重ねてお願い申し上げ

ます。 

 以上です。 

 では、引き続き日比谷副会長から御報告をよろしくお願いいたします。 

 

○日比谷副会長 先ほど会長からの御報告の中に主な国際活動というのがございまして、

そこと重なっているんですが、私のものは写真が入っていますし、もう少し詳しい御説明

もありますので、そこを中心に御説明したいと思います。 

 活動方針は既にお示ししているとおりですので、飛ばします。 

 全体像ももう何回も御説明していますので飛ばします。 

 この順番で報告をしたいと思います。 

 まずですね、毎年Ｇサイエンス学術会議というのがございますが、今年はちょうどゴー

ルデンウィーク中ですが、カナダのオタワで開催されます。そこにございます三つのテー

マがありまして、これらにつきましては、佐古先生、渡辺先生、竹沢先生に随分御協力を

いただきまして、ありがとうございます。 
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 それから今度はサイエンス 20、Ｓ20 というものですが、こちらも毎年ございます。今年

は９月に南アフリカで開催されることが決まっております。既に１回、準備会合がありま

したが、これには国際室の事務局が行って、準備の議論に参加してきました。 

 それから２国間交流、先ほど会長の御報告の中にもありましたけれども、王立協会とネ

ットゼロに関するワークショップを開催いたしまして、今年の３月のことです。水素を中

心に、これ第三部の北川副部長に中心になって御尽力をいただきまして、写真等も御覧く

ださい。 

 それから、これは去年の 11 月ですが、世界科学フォーラムがブダペストで開催されまし

て、私が行ったものですが、こちらは２年に一度ですので、26 年にインドネシアで開催さ

れる予定になっております。 

 それから代表派遣につきましては 27 会議に 27 名を派遣し、これは昨年度ですね。そし

て今年度は 30 会議 31 名の派遣を決定しております。 

 それからＩＳＣにつきましては、今日いらっしゃいます白波瀬副会長をはじめ、ここに

列挙されているような方々が運営に参画をなさっています。また 11 月には白波瀬先生の御

尽力でＩＳＣ理事をお招きして学術会議で特別講演を開催しました。 

 それからＩＳＣ総会、今年に入りまして１月末にオマーンでございましたが、こちらは

光石会長が参加し、写真もいろいろ写っておりますけれども、特に私たちの活動が非常に

グッドプラクティスであるということで、会長からも御紹介があったと聞いております。

会長は上の方が現会長ですが、次の会長は下の方、今度はオランダの方です。 

 それからＩＡＰは、ここに書いてある私を含めて、参画をしております。こちらはです

ね、今年の末ですね、12 月にカイロで総会を開催の予定で、こちらも光石会長が御出席と

いうことです。 

 それから共同主催国際会議は、合計で６件ですね。開催、共同主催を決定しております。 

 それから、今年度の国際会議としては７件の開催に向けて現在準備中。また、幾つかの

ものの講演を決定しております。 

 それからこれ、今年の１月ですけれども、日本政府観光局との共同主催で国際会議を誘

致するにはどうしたらいいかというシンポジウム、セミナーを開きまして、いろいろな方々

に御参加をいただきました。 

 それから主催は、これも今年に入りまして２月ですが、毎年やっておりますけれども、

持続可能な社会のための科学と技術に関する国際会議を開催し、今回は特に若手アカデミ

ーが発出した 10 の課題を基にしまして、ここに書いてあるようなテーマで開催をいたしま

した。参加者数は御覧ください。初の試みとして託児所を設け、子供を連れての参加もし

ていただきまして、利用者はそこに書いてあるとおりの数です。 

 これも光石先生のお話にありましたけれども、11 月から 12 月にかけてバングラデシュ

で開催されたアジア学術会議に光石先生はオンラインでしたが、ここにある方々には現地

出席をしていただきました。オンラインの方もいらっしゃいます。 
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 それから、あとフューチャー・アースの国際的展開については、今年度の活動計画を策

定し、外国人招聘の基本方針を決定するというようなことをいたしました。 

 それから、先ほどから情報発信のことが度々話題になっておりますけれども、ここにあ

りますような様々なことにつきましては、ここに書いてあるような媒体を使って広報、情

報発信をしているところで、まだ不十分なところはあるかと思いますけれども、鋭意発出

に努めているところです。 

 以上です。 

 

○磯博康副会長 日比谷副会長、ありがとうございました。 

 それでは次に、続いて第一部の吉田部長から御報告をよろしくお願いいたします。 

 

○吉田文部長 それでは、第一部の吉田より第一部の活動報告をいたします。 

 現在、第一部、分野別の委員会が 10 あり、その下に分科会が置かれておりまして、59

になっております。分科会の数の統合ということで、第 25 期の第一部における分科会 79

よりは、かなり統合した形で活動を進めております。 

 第一部の運営体制ですが、部会は年３回を予定してやっております。役員の打合せは随

時ということになっております。 

 それから拡大役員会、これは部会の間に１、２回、必要に応じて開催をしております。

特に部の役員と分野別委員長との間のコミュニケーションを取ることによって、一部の活

動の活性化を図っております。 

 それから第一部が直接統括をしております分科会として、国際協力分科会と総合ジェン

ダー分科会、この二つがございます。 

 第 26 期の方針です。まず四つ読み上げます。 

 第１に、会員任命問題の解決を目指して四役、幹事会、第二部、それから第三部との強

固な連携のもとで粘り強い働きかけを継続しております。 

 ②としまして、改正科学技術・イノベーション基本法、第７期科学技術・イノベーショ

ン基本計画の下で、特に人文・社会科学が第６期から入ったということもありまして、そ

の振興策についての審議・具体化を進めております。 

 それから３番目といたしまして、「日本学術会議のよりよい役割発揮」をめぐる議論につ

いて、第一部の特性、特に人社系の特性を生かした形で、積極的に参画をします。 

 そして４番目に、第一部における分野別委員会・分科会体制及び科学的助言活動の在り

方についての検討を進めるということで、基本的な方針は 26 期として、このようなことを

基に進めております。 

 ここ半年、2024 年の 10 月の総会以降の活動としまして、特にここでは意思の表出に関

わる部及び分科会、分野別委員会における査読の実施、そして、もう一つは多彩なシンポ

ジウム等を開催したということについて、この２点について絞ってお話をいたします。 
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 現在、意思の表出の状況ですけれども、科学的助言等対応委員会に申出書を提出してい

るもの、これに基づいて今後意思の表出がなされるということですけれども、それについ

て御覧ください。①②③④⑤⑥、それから近日中に科学的助言等対応委員会に申出書を提

出予定しているものが①②③ということで、見解ないし報告がございます。すみません。

続いて④⑤となっております。詳細については資料を御覧ください。 

 それから 24 年の 10 月から今年の３月まで行われた公開シンポジウムについて、これも

詳細は資料のほうで御確認をください。以上で 14、５件開催しているということになって

おります。 

 私のほうからは以上です。ありがとうございました。 

 

○磯博康副会長 吉田部長、ありがとうございました。 

 続いて第二部の神田部長から御報告をよろしくお願いします。 

 

○神田玲子部長 第二部から活動報告をさせていただきます。 

 第二部会員は第 192 回の総会で補欠会員１名の御承認をいただきまして、現在 69 名とな

ります。 

 部附置の分科会や分野別委員会の分科会に関しては、この半年間に数の大きな変更はな

く、大変積極的な活動をしていただいているところでございます。 

 第二部では、日々の運営については分野別委員会委員長の先生方に御相談しながら行っ

ておりますけれども、方針決定等は部会で行っております。 

 この半年間、大きな意思決定をしたものといたしまして、学協会連携についての議論を

行いまして、学協会の連合体と第二部との連携を深めるための会議体を新たに設けること

を決めました。 

 そして２月には拡大役員会の下、第１回目の会合を開催いたしました。この会議体の名

称でございますけれども、似たような名称の会議体と区別するために、円卓会議と名づけ

ております。これも第１回目の会合で決定をいたしました。これについては後ほどトピッ

クスとして御報告をさせていただきます。 

 分科会の重要な活動の一つが科学的助言の発出でございます。目下、御覧いただいてい

るようなテーマでの意思の表出に向けての審議を行っております。白丸で示してあるもの

は、前の総会のときにも御報告したものでありますが、黒丸のものは新たな取組となりま

す。特定分野の研究力や大学教育、そして高等教育がテーマのものもございますし、健康

のための環境やケア、そして倫理といった幅広いテーマで科学的助言の作成を進めており

ます。このうちの多くのものが複数の分野別委員会の協力を得て作成をされております。 

 また、過去の科学的助言が社会的なインパクトを与えた例も御紹介させていただきます。

法務省では毎年啓発活動強調事項を掲げ、人権啓発活動を実施しておりますが、今年度新

たにゲノム情報に関する偏見や差別をなくそうというのが加わりました。 
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 これには日本学術会議から発出した三つの提言と、日本医学会からの提言が作用したと

思っております。日本学術会議と医学会は独立して、そして足並みをそろえて検討を行い

まして、学協会連携が実った事例というふうにも考えていただければと思います。 

 また、この半年間で、第二部の委員会や分科会が大きく関わったシンポジウム等が 22

件開催されております。その前の半年間と比べますと、倍に増えております。その多くが、

学会や学協会連合体との共催で会議開催されております。今後も連携強化を進めてまいり

たいと思います。 

 一つ一つの御紹介はできませんけれども、こうした学術会議からの情報発信や、様々な

ステークホルダーとの意見交換に当たり、多くの先生方に多大な御尽力を賜っております

ことをこの場をお借りしてお礼を申し上げたいと思います。 

 最後に、今期に設置いたしました円卓会議について御報告をいたします。 

 これまで御紹介したように科学的助言ですとか、シンポジウム開催のように、これまで

にも学協会連携ということは盛んに行ってまいりましたけれども、この円卓会議では既存

の連携に加えて、生命科学に広く関わる課題の議論においても連携してまいりたいと思っ

ております。具体的には学術論文誌や財政など、学協会の共通の課題から、研究力や若手

育成といった科学技術全般に関わる課題、さらには学術会議と学協会との関わりについて

の議論をすることを計画しております。 

 ここでの議論を第二部の活動の活性化、高度化に役立てるとともに、必要があれば学術

会議全体の活動にプラスになるよう、関係する機能別委員会等に情報提供してまいりたい

と思っております。 

 参加学協会の連合体が現在 22 団体あり、いずれも単独学会ではなく、複数の学協会の連

合体となります。また第二部関連の分野別委員会の領域を全てカバーしております。今後

参加団体が増える可能性もございますが、単なる情報共有だけではなくて、意見交換がで

きる場とすることも意識して運営を進めていきたいと思います。第１回目には、学術会議

と連合体との連名で意思の表出ができないかなど具体的な御提案もあり、予定の時間を延

長しての御議論となりました。 

 御報告は以上となります。 

 

○磯博康副会長 神田部長、ありがとうございました。 

 続いて、第三部の沖部長から御報告をお願いいたします。 

 

○沖大幹部長 それでは、三部につきまして、沖のほうから御報告させていただきます。 

 分野別委員会及び附置分科会はこちらを御覧ください。 

 これまでの議論ですけれども、活動状況の確認、そして公開シンポジウム開催、そして

アクションプランの検討状況の共有と速やかな実行に向けた議論ということで、これも参

考資料Ａ、Ｂ、Ｃを御覧いただければと思います。 
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 この間の議論ですけれども、あり方に関する議論、それから予算執行方針、そして夏季

部会、この後御紹介いたしますけれども毎年恒例でやっています夏季部会について議論を

重ねてまいりました。 

 今回の夏季部会ですけれども、開催趣旨としまして、気候変動、エネルギー枯渇、貧困、

戦争など、様々な地球規模の課題に立ち向かう日本の研究者たちが世界中の研究者と力を

合わせ、情熱を持って問題解決に取り組んでいます。まさに世界を駆け巡り、研究を進め

ている最前線の研究者の方々を招き、その熱い思いと、思い描く未来を中高生や若手研究

者たちと共有し、次世代に向けて私たちに何ができるのか、どうやって取り組んでいけば

いいのかなど、迷いや不安、疑問をはじめ、新たな気づきやアイデアなどを語り合いまし

ょう、そして、よりよい未来に向けてまずは一歩、共に考えていきましょうという開催趣

旨で、この８月７、８日に東北大学に大変お世話になりまして、開催予定となっておりま

す。御関心の方はぜひ御参画いただきますようにお願いいたします。ハイブリッドですの

で、オンラインでも御聴講いただけます。 

 あともう一つ、第三部で少し今期、この半年力点を置きましたのは人材育成に関する検

討、意見交換です。今日の午前中にありました研究力強化とかぶるところはございますけ

れども、その中でも博士人材の枯渇、博士に進学する学生が少ないのを何とかできないの

かということに関しまして、第三部の中で、特に集中的に議論を行うということをやって

おります。昨年の夏季部会でもワークショップ形式でやりましたし、今年、明日できるか

どうかちょっと分かりませんけれども、今後もですね、やっていきたいと考えております

し、今まではアドホックな委員会として、ワーキンググループとして活動していましたけ

れども、この４月からはですね、第三部の附置の分科会ということで、正式な分科会とし

て活動できるということになりました。 

 今のところですね、特にこれ、いろいろ奥村ダイヤグラムというのができてるんですけ

れども、スライドに収まらないのでキャリアパスのところを集中的に書きました。御紹介

いたしますけれども、問題点としては博士課程進学者が少ない、取得後の不安定が問題で

あろうと、あとはアカデミアにそうすると人材が行かなくなる、あるいは女性研究者の研

究継続問題をどう考えるのか、そうした中で、そうした原因のうちキャリアパスに関連す

るものとしては、キャリアプランが欠如しているとか、博士の社会的地位の低下、今日の

午前中の議論にもありました。それから博士の社会的価値の認識不足、大学院の専門以外

の教育の欠如、大学教員のワーク・ライフ・バランス問題、今朝の林先生の御紹介で 2,700

時間という研究時間、労働時間がありました。 

 臨時的で特別な事情がある場合で労使の合意があってもですね、2,700 時間は明らかに

アウトなので、もう、そういう統計が出てくる、裁量どうぞじゃなかったらですね、アウ

トなので、そういうことをしているというのでいいのかというところかなというふうに思

います。 

 あるいは社会人から博士課程に戻る難しさ、有期雇用ばかりで待遇が悪い、それらにつ
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いてどんなふうな施策があり得るか。今朝、具体的なアクションをどうするのかという話

がありましたが、そこについて問題だというだけではなくて、こういうことをしてくれと

いうのを今のところの議論ではいろいろアイデアは出ているんですが、誰に対してアクシ

ョンしてほしいのか、それは、その政府であったり大学の在り方であったり、あるいは教

員の私たち自身がもう少しこういうやり方を変えないといけないんじゃないかという、や

はり対象を絞って、対象ごとにメッセージを出していこうというふうに今、考えておりま

す。 

 今後は、会員・連携会員が参画する委員会、分科会の精査と活動の支援で、今期も半期

過ぎましたけれども、まだ、もしかすると、分科会などに参加されていない連携会員の方

がいたら、それは、その才能がうまく活用できてないということで、その辺のチェック、

それからアクションプランの推進、あり方に関する意見交換、そして今申し上げました人

材育成に関する検討を進めてまいりたいと思っております。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

 

○磯博康副会長 沖部長ありがとうございました。 

続きまして、若手アカデミーの小野代表から御報告をお願いいたします。 

 

○小野悠代表 それでは、若手アカデミーの活動について、代表の小野から報告させてい

ただきます。 

 若手アカデミーは、第一部から第三部にまたがる 45 歳未満の若手研究者で構成されてい

ます。国際連携をさらに進めるということで、特任連携会員２名が加わり、現在 46 名で構

成しています。幹事団４名、７つの分科会委員長、合わせて 11 名で運営分科会を構成して

います。 

 若手アカデミーの今期のビジョンとして、20 年後の科学・学術と社会を見据えたリモデ

リング戦略の実行を据え、25 期に発出した見解「10 の課題」を解決すべくステークホルダ

ーと具体的な議論を進めつつ、より社会に広く知っていただく活動を行っています。 

 活動の一つ目、先ほど日比谷副会長から御紹介いただいた持続会議について、「10 の課

題」をテーマに、若手アカデミーの企画で開催させていただきました。25 の国、地域から、

会場参加者 100 名を含め、約 600 名の参加者に御聴講いただきました。「10 の課題」につ

いて、日本だけでなく、世界の国々が共有する課題であり、解決に向けて一緒に取り組ん

でいく必要があることを確認しました。参加者の半数以上が 40 歳以下であり、若手の間で

熱い議論が行われました。日比谷副会長はじめ四役の先生方、そして事務局の皆さまに力

強くサポートいただき、お礼を申し上げます。 

 また二つ目の活動は、「10 の課題」のうち、セクターを超えた共創プラットフォームの

整備を実際に地域の関係者、産業界とともに実装するために、栃木県の那須地域の市長、

副市長を表敬訪問し、具体のプロジェクトが進んでいます。プラットフォームの整備に向
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けて動いていく中で見えてきた課題、取り組むべき課題についても議論しています。 

 ３点目、「10 の課題」のうち、研究支援人材の強化に関して、当事者である技術職員、

ＵＲＡの方々と共に議論しているものです。研究基盤協議会が主催するＥＸＰＯにおいて

文科省、技術職員、ＵＲＡの若手の方々、そして若手アカデミーメンバーがともにシンポ

ジウムを開催したものになります。 

 ４点目、科学技術政策の現場と研究の現場、それぞれの相互理解を深めつつ、第７期科

学技術・イノベーション基本計画へのインプットを目指して、継続的に議論を行ってきま

した。先月には、日本学術会議にて文科省の職員 10 数名と若手アカデミーのメンバー10

数名でワークショップを行いました。 

 それから、国際派遣にも行かせていただいています。そして地域連携や異分野融合につ

いても提言するだけではなくて、自ら実践を行う活動を行っています。 

 そして、本日ご参加の皆様の中にも御協力いただいた方がいらっしゃるかもしれません

が、研究の魅力だけでなく、研究現場の現状や課題をより社会の皆様に知っていただくこ

とを目指して、ＮＨＫと協力してアンケート調査を行っています。今年の２月に実施し、

約 6,000 名の方に御回答いただきました。特に今回は英語のアンケートフォームも作成し、

日本の研究機関に所属する外国人研究者の置かれている状況についても情報を得ることが

できました。データを分析中でして、今後何らかの形で社会に発出していきたいと考えて

います。 

 最後に、今後の活動になりますが、若手アカデミーでは２本の見解の発出を予定してい

ます。一つがスタートアップに関する見解です。そして２点目が、「10 の課題」に関して

様々な方々と議論・実践する中で見えてきた、課題の具体的な解決策についてフォローア

ップという形で見解を発出することを予定しています。また、世界版の若手アカデミーと

も言えるグローバルアカデミーの総会が６月にインドのハイデラバードで開催予定ですが、

こちらにも若手アカデミーのメンバーが参加させていただく予定になっています。引き続

きよろしくお願いいたします。 

 

○磯博康副会長 小野代表ありがとうございました。 

 それではまとめて質疑応答に移ります。これまでの報告について御質問、御意見等ござ

いますでしょうか。挙手またはオンラインで、挙手をしてください。 

 よろしいですか。 

 小野代表に質問ですが、先ほど文科省の職員との意見交換があったということは非常に

重要なイベントだと思うので、具体的にどういう内容で、どういうことが話し合われ、お

互いにこうしましょうといった、何かまとまりのものがあったのでしょうか。 

 

○小野悠代表 御質問いただき、ありがとうございます。 

 文科省の職員の方々とは１年以上にわたって継続的に議論を行っています。今回のワー
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クショップでは、文科省で議論に上がっている、例えば研究大学群や、研究人材の育成な

ど、研究力強化に関する幾つかのポイントについてグループに分かれて議論を行いました。

具体的な提案になるようなものも上がってきましたので、フォローアップの見解に反映さ

せていきたいと考えています。 

 

○磯博康副会長 ありがとうございます。一方で我々のシニアの先生が中心になって研究

力に関して様々な議論をしているので、お互いのインプットをよろしくお願いします。 

 ほかにありませんか。よろしいですか。先生のほうから何かありますか。特にないです

か。 

 それでは、今日は時間が少し押し迫っていますので、御質問が特になければ、本件はこ

こまでとさせていただきたいと思います。 

 小野代表につきましてはここで御退席されます。小野代表、本日は誠にありがとうござ

いました。（拍手） 

 それでは、ここで 15 分間の休憩といたします。 

 皆様方、先生方の御協力をいただきまして、予定どおり、２時 55 分ですね。要するに３

時５分前に開催しますので、少し前にもう一度御参集ください。ありがとうございました。 

 

 

[休憩（午後２時４０分）] 

 

[再開（午後２時５５分）] 

 

 

○三枝信子副会長 それでは、これより総会を再開いたします。 

 

 

[日本学術会議のあり方について] 

 

○三枝信子副会長 ここからは日本学術会議のあり方を議題といたします。本議題では提

案３及び４について、それぞれの提案者から趣旨説明を行い、その後討議を行うことにし

たいと思います。 

 まず提案３について、資料７－１を御覧ください。 

 本提案については、第一部の川嶋四郎会員から御説明をお願いいたします。 

 では川嶋会員、10 分程度で説明をお願いいたします。 

 また本日質問、発言希望が多数あるかと思いますので、できる限り発言希望票を事務局

にお渡しいただければと思います。よろしくお願いいたします。 
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○川嶋四郎会員 皆さん、こんにちは、川嶋でございます。今日はお時間いただきまして

本当にどうもありがとうございます。 

 それでは 10 分程度も時間をいただきましたので、御提案をさせていただきます。 

 まず皆さんのお手元にも既に資料はあるかと思います。私たちはもともと、先ほどござ

いました政府の見解と懸念に対する応答を聞きまして、その後法学委員会を開きました。

法学的見地から考えても、どうしてもあれはまともに答えていない、あるいは回答になっ

ていないと思い、やはり私たちとしましては、この日本学術会議総会におきまして、一定

の意思決定をすべきではないかと考えましたので、このたび議題を出させていただくこと

になりました。 

 なお、法学者の良心からあるいは情熱から、場合によりましたら皆さんの御不快を招い

たかも分かりませんけれども、その場合には心からお詫びを申し上げます。ただ、「日本の

学術の未来」のために、いま少し私の話を聞いていただければと思います。 

 私たちの議案と申しますのは、国会における日本学術会議法案の修正を求めるものでご

ざいます。内容としましては、日本学術会議法案は、５要件を充足しておらず―これはナ

ショナルアカデミーの５要件でございます―しかも、会長声明にございました５懸念を払

拭できていない、だから国会に対して同法案の修正を求める決議を行う、という議案でご

ざいます。 

 私は、これは日本学術会議の基本的な方針だと思っておりますし、しかも幹事会の基本

的な方針に沿う議案の提出であると考えております。ただ残念ながら、ビハインドな状態

で、今日に至ったことは非常に残念でございます。そこに書きましたけれども、お声がけ

をできたのが第一部の会員のみでございます。第二部、第三部の先生方には、残念ながら

説明の機会さえ、書面の交付の機会さえ与えていただけなかった。こういう中でも御賛同

いただいた方が８名いらっしゃる、第二部、第三部から８名いらっしゃる。これは非常に

ありがたいことだと思います。そのために、今日は皆さんとともに改めて熟議をさせてい

ただければと思います。 

 ５要件、５懸念、これもう皆さん承知のとおりでございます。 

 確かに、法案によりますと形式的には連続性を保っているようでございますけど、実質

的には恐らく５要件の欠落した、そのうちのコアとなる３要件が欠落した、そこに書きま

した政府従属的な疑似ナショナルアカデミーに変容してしまう。これは取り返しのつかな

いことであります。この今のまさに剣が峰で適切に対応しなきゃいけない。本当に学術の

終わりの始まりと、梶田元会長がおっしゃいました、それがまさに今、規範化され、強制

化され、駆動されつつあるということでございます。 

 皆様方におかれましては、本当にその「科学者としての良心」から、皆さんの自由な御

判断、これを行っていただきたいと思い、本日基礎資料を提示させていただきました。 

 76 年前、私たちの先輩科学者は、戦争の惨禍のまだ消えないここ東京において、日本国
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憲法が志向する「自由で民主的な文化国家・平和国家」を科学を用いて創造的に構築する

という崇高な使命を持って、この日本学術会議を創設しました。 

 現在私たちは、独立した日本学術会議制度の存亡の危機に直面し、この５要件の完備し

た現在の日本学術会議が永続できるか否かの試練を受けています。 

 今日、そして明日、私たちは戦後の日本における科学の進歩に多大な貢献をされた先輩

科学者の魂の声、そして全国民の心の声を聞きながら、日本における学術世界の未来を大

きく左右する重大な決断をするために、ここに集まりました。 

 この私たちの提案が可決されれば、オープンな国会の場で、日学が法案修正に向けた対

話のチャンネルを開くことができると考えます。それは、残念ながら内閣府ではできなか

ったということですが…。 

 修正の方向性でございますが、私たちは抽象的な提案はしておりますけれども、実は具

体的な修正案文、あるいは、その条文の削除等も考えております。それにつきましては、

その以下のところに記載しております。例えば「前文」を残す、その中には、崇高な理想

を掲げたものも結構ございます。また、「独立」を明記する、そういうことです。 

 それから大臣任命の監事なんかも、やむを得ない場合には、例えば総会の任命にすると

か、あるいはその監事、二人ですけれども、そのうちの一人は会員から選ぶとか、あるい

は大臣任命による評価委員会の内閣府設置の法定、これも有識者懇ではレビュー委員会と

表現されていましたし、独立行政法人の評価とはやっぱり一線を画した組織にする必要が

あるのではないかと考えております。 

 これも総会任命ということで、私たち日本学術会議のコントロールの下に置くというこ

とを求めます。中期的な活動計画の法定にしましても、これも現在のアクションプランの

活動が阻止されないようにする必要もあるわけで、「活動方針」ぐらいの法文の明記の仕方

でいいのではないか、そういうふうに修正するのでいいのではいかということでございま

す。 

 コ・オプテーションにもかなり深く介入されていきます。この辺りの規定、例えば選定

助言委員会に関する規定なんかは削除を求めていいと考えます。 

 それから、もしも法案が通りましたら、発足時、それから発足後３年後というところで

完全にコ・オプテーションが切られてしまうことになります。したがいまして、この辺り

の規定も全部削除すればいいのではないかと考えています。 

重要な財源措置については、先ほどからみんな疲れているとか、お金がないという話が

出てまいりましたけれども、さらにお金がなくなることはもう明白でございます。したが

いまして、少なくとも今回法案では準用されております独立行政法人通則法よりもより強

い形で、―そこは「交付金」でございますけれども、―それよりもより強い形の修正が必

要じゃないかと考えております。 

 なお、政府の見解を読まれた方におかれましては、そこにいろいろ書いていることにお

気づきだと思います。例えば、「前文」なんて、そんな法の前例がないとか、あるいは法制
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上無理であるとか、こういうことが言われておりますけれども、前文のある法律はたくさ

んございます。重要な法律には、前文がきちんと置かれております。教育基本法なんかは

その典型でございます。 

 それから「独立」は書けない。既に独立は特殊法人として独立しているからということ

なのですけど、確認的に書いてある法文は幾つもあります。したがいまして、書きたくな

いというだけの話ではないかと思います。特殊法人は政府の下部機関というふうに位置づ

けられており、下級機関とされておりますので、そういうことにしたいのではないかと考

えられるのです。 

 それから「尊重」は書けないと言うのですけど、「配慮」にとどめているのですけれども、

その弱い配慮では足りないと考えます。尊重を書いている法律もある。一つの条文に４か

所も尊重が出てくる法律（教育基本法）があるわけです。だから、ないなんてことはない

わけです。だから誤った政府の見解の回答であると、私たちは考えております。 

 「国庫負担」とは書けないと、外部資金が得られなくなるからというのですけど、いや、

法制上はそんなことはありません。例えば、立法技術上は、国庫の負担とする、あるいは

交付金とすると規定して、「ただし、自主財源の確保あるいは外部資金を得ることを妨げな

い。」とか、一言書けばそれでできるわけです。「部」に関する規定もございませんし、「連

携会員」について、先ほど、若手アカデミーの方が一所懸命活動されていることが報告さ

れましたが、この連携会員の規定もございません。 

 「規則」（日本学術会議規則）で書けるじゃないかと思われるかも分かりませんけど、こ

れでは法律事項じゃなくて規則事項に落とされるわけです。そうすれば、それについてき

ちんと予算がつくかどうか、これは分かりません。あるいは自分たちでお金を集めろと言

われる可能性が非常に高くなってくると、これ非常に困るわけです。 

 「中期的な活動計画」、「年度計画」なんかも期をまたぐ人たちを拘束するようなプラン、

これを事前につくっていくことが盛り込まれていますが、独立・自由な活動の観点から、

非常に大きな問題があると思います。 

 「秘密保持義務」等、これは特に理系の方には重要な課題になってくると思います。つ

まり、被害が出たときの損害等は非常に大きくなる可能性があるわけでございます。それ

に対する罰則、それから解任請求、不正の行為、あるいは是正措置とか、今までにないも

のがたくさん盛り込まれているわけでございます。 

 金をもらっているのに口は出すなと言うのは身勝手じゃないかと言われるかも分かりま

せんけれども、しかし、まさに裁判所とか会計検査院とか、独立して活動しなきゃいけな

いところは、そうなっています。現在の日学もそうでございますけれども、それはお金を

もらっているけれども、口も出されないと、そういう独立した活動のシステムがきちんと

保障されるべきものでございます。 

 「職員」の皆様の負担増、これはもう明白だと思います。 

 それから、美しく魅力的な言葉がいっぱい書かれています。「透明化」、「ガバナンスの確
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保」、あるいは「外部の知見の注入」、これは全て外部者の介入、関与、統制の機会を制度

化する、そういうものでございます。私たちは特殊法人になるとのことでございますが、

特殊法人は、もともと経営をする、それを能率的に行うという、そういう組織です。日本

学術会議が、そのようになってもらっては困るのではないかということでございます。 

 これまでは、任命はするけど監督は行わないというのが内閣総理大臣の立場でございま

したけど、法案では、任命は行わないけれども、介入は行う、監督は行う、こういうシス

テムになっているわけでございます。 

 法規のシステム、この一番下の水色のところのみが学術会議の自治（規則）に委ねられ

ている、非常に極小化された、矮小化された自治になってしまうわけでございます。運用

あるいは裁量で何とかなるのではないかと思われるかもしれません。しかし、何とかした

ら不正の行為になる可能性がございます。法令違反になる可能性がございます。 

 これは私が考えました「四面楚歌の図」というものです。「新日本学術会議四面楚歌の図」、

ここの星印、だいだい色のところでございますけれども、ここの４つのシステムがまさに

全体をとり囲んでいる。これらは外部の委員から成るものであり、それらによって、囲ま

れてしまっている。「評価委員」しかり、「運営助言委員会」しかり、「監事」しかり、「選

定助言委員会」しかり、です。こういう中で、私たちの後に続く日本学術会議の会員は活

動しなければならないということです。 

 新たな日本学術会議のメンバー、会員でございますけれども、こういう形で水色のメン

バーがだいだい色に完全に入れ替わります。だいだい色になればコ・オプテーションは非

常に希薄化されることになる、ということでございます。 

 最後でございますけれども、私たち科学者が、後世につなげなければならないのは、「自

由で民主的な文化国家・平和国家を科学的知見で下支えできるナショナルアカデミー」で

あるということです。 

 そのためには、戦前の反省を踏まえ、それを忘れることなく未来につなぐことができる、

まさにナショナルアカデミーの５要件を完備した日本学術会議を存続させなければならな

いわけでございます。その成否が、この 26 期の私たちだけの双肩にかかっているわけです。

27 期の人はもう決めることできません。25 期の人たちももう決めることはできません。私

たちしか今ここで決めることができないわけです。 

 大切なことは、科学者の純粋性ということです。「御用学者」でもない、「純粋な科学者

の科学者による全国民、人類社会のための日本学術会議」が、この日本の国土から消え去

らないように、私たちは国会に法案の修正を求めていかないといけないと考えております。 

 なお、この後、会長も「総会声明案」を提案されます。一読させていただきました。あ

る種、苦悩に満ちた会長のこの総会声明案と、私たち、これを「56 人案」と呼んでいます

けれども、この「56 人案」とは、恐らく矛盾、抵触しないと私は考えております。 

 つまり、両案の可決ということも十分にあり得ると考えております。なぜならば、私た

ちの提案というのは、言わば、この総会声明案をまさに補完するものでありし、そこには
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修正を求めるという文言を入れていただいておりますので、その修正を求めるという総会

声明のその部分を補完し、それを明確化して、具体化して、実効化すると、そういう意味

を持つ重要な議案だと考えているからでございます。 

 「学問、学術の自由がもたらす恵沢」を未来に引き継ぐために、日本学術会議の実質的

な独立、その維持、確保のための法案修正を国会に求めるこの提案を、一人でも多くの会

員の方々に御賛同いただければと思います。 

ただ、知の探求、科学の未来に対する思いというのは、みんな同じだと私は考えており

ます。明日の採決の後はもうノーサイドでございます。第 26 期一丸となって、現在の日本

学術会議法の下で、日本の現在、将来の学術のために、共に活動をしていくことができれ

ばと思います。御賛同のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○三枝信子副会長 川嶋会員ありがとうございました。 

 続きまして、提案４について、資料７－２を御覧ください。 

 本提案については、光石会長から御説明をお願いいたします。光石会長 10 分程度でお願

いします。 

 

○光石衛会長 私からの声明案は多少長いものになっていますが、語句の断片だけではな

く、全体の趣旨を正確に御理解いただきたいので、資料を参照いただきながら、まず初め

に事務局に読み上げをお願いしたいと思います。事務局お願いいたします。 

 

○事務局 かなり早口になると思いますけれども、御容赦ください。 

 声明案、「次世代につなぐ日本学術会議の継続と発展に向けて～政府による日本学術会議

法案の国会提出にあたって」。 

 昭和 24（1949）年１月、日本学術会議は、我が国の平和的復興並びに人類社会の福祉へ

の貢献と、世界の学界と連携した学術の進歩への寄与を誓って歩み始めた。前年に制定さ

れた現行の「日本学術会議法」は、学界各分野を通じて選出された委員で構成された学術

体制刷新委員会において起草された。まさに、科学者の総意の下に、日本学術会議の基本

理念や制度が形づくられ、政府による提案と国会における審議を経て、法律として制定さ

れたのである。 

 その後、日本学術会議法は、政府の提案により二度にわたり改正され、会員選考方法や

組織、制度の変更が行われたが、法が掲げる基本理念は維持されてきた。一方、日本学術

会議自身も平成 20（2008）年に「日本学術会議憲章」を決議し、法制上の位置づけを受け

止めつつ、自らの義務と責任の自律的遵守を社会に対して公約してきた。 

 今般、政府は、日本学術会議の組織のあり方について有識者懇談会を開催して議論を進

め、その報告を基に、日本学術会議の法人化を内容とする法律案を閣議決定し、国会に提

出した。具体的には、現行の日本学術会議法を廃止し、新たに法人としての日本学術会議
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を設立する内容である。これに先立ち、日本学術会議は、一年半にわたり政府が開催した

有識者懇談会の会合に、正規の構成員とはされなかったものの常に出席し、意見を述べて

きたが、当事者である日本学術会議との間で完全な合意には至らなかった。それにもかか

わらず、科学者の代表により起草された現行法を廃止し、日本学術会議の理念や組織の骨

格を定める内容の法案を政府が提出したことは、遺憾と言わざるを得ない。 

 今回のような組織改革に当たっては、政府と日本学術会議が互いに議論し、科学者の代

表機関である日本学術会議の意見が適切に反映される形での検討が本来のあるべき姿であ

った。しかし、令和２（2020）年の会員任命において全員が任命されないという不正常な

事態が発生し、日本学術会議と政府の間の信頼関係が損なわれた中でこの議論が始まった

のは、極めて残念であった。日本学術会議は、国の機関以外の設置形態とする場合も検討

し、ナショナルアカデミーとして組織が満たすべき５要件（①学術的に国を代表する機関

としての地位、②そのための公的資格の付与、③国家財政支出による安定した財政基盤、

④活動面での政府からの独立、⑤会員選考における自主性・独立性）を示すなど、改革に

向けて積極的な姿勢を示してきたが、日本学術会議の独立性を損なうのではないかという

懸念を常に持ちながら議論に参画せざるを得ず、そして、そうした懸念が払拭されないま

ま行われた法案の国会提出は、改めて非常に残念なことである。 

 政府が提出した日本学術会議法案は、まず、基本理念において、現行法の前文に規定さ

れた内容を踏襲しておらず、「科学が文化国家の基礎」「我が国の平和的復興への貢献」な

どの理念に代えて、学術の位置づけに関して「人類共有の知的資源」「経済社会の健全な発

展の基盤」といった記述に改め、歴史的な背景をも踏まえた、科学者としての決意が表現

された法律から、国、政府の側から見た学術への期待を表現する法律に変質させている。 

 また、この法案に対しては、政府任命の監事による監査、中期的な活動計画や年度計画

の策定とそれらに対する内閣府に置かれる評価委員会の関与、会員の選任等について、５

要件のうち特に活動面での政府からの独立、会員選考における自主性・独立性が充足され

ておらず、むしろ独立性の阻害が意図されているのではないかといった懸念が、多くの会

員から強く提起された。特に法人発足時及び発足３年後の会員選考について、外部の者の

関与を認めるなど現行とは異なる特別な仕組みを規定しており、日本学術会議の継続性の

分断を企図しているものと受け取らざるを得ないとの意見も強くあった。総合科学技術・

イノベーション会議の議員に指定される職として、従前の「国の行政機関の長」に対し「関

係機関の長」を追加しない点に関しては、これまで、国の科学技術・イノベーション政策

について、科学者の代表機関の長として、科学者のボトムアップによる意見を反映させる

という位置づけに変更を加え、科学者の声を遠ざけようとしているのではないかとの疑念

も呈されている。これらも、政府との信頼関係が損なわれている中で検討が進められたこ

とに問題の根底がある。これらの懸念点については、内閣府からは見解が提出されたとこ

ろではあるが、国会においても、修正の可能性も含め、十分に慎重な審議を望むものであ

る。 
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 この法案は国会において今後審議が行われる見込みであり、仮にこれが成立した場合に

は、日本学術会議は、国の行政機関としての位置づけから、新たに設立される法人に移行

することになる。 

 しかし、その場合においても、ナショナルアカデミーとして 76 年の歴史を有し、南極地

域観測や初期の原子力開発、数多くの共同利用研究所、研究機関の創設に関与し、Ｇ７の

科学アカデミーの一員として、あるいは 42 に及ぶ国際学術団体に加盟して、世界の学界と

連携して学術の進歩に貢献してきた、日本学術会議の理念と位置づけは変わらず存続し、

そして、その先も、学術の振興を通じて文化を育み、平和で豊かな社会をつくり、国民の

安心して生きがいがあり、健康で文化的な生活の維持増進に貢献していくことを、ここに

宣言する。 

 我々は、政府に対して、歴史的背景を踏まえた科学者の総意としての理念を掲げた、現

行法の前文の趣旨を新たな法案で明記するよう望んできた。しかし、そもそも日本学術会

議は、発足以来、紆余曲折を経ながらも日本の学術とともに発展を続け、国際的にも確固

たる地位を築いてきており、たとえ今回の法案が成立したとしても、これまで日本学術会

議が作り上げてきた理念や使命が失われるものではない。科学者の総意として掲げられた

理念や使命が法案に反映されていないとしても、それは、この法案が現行の日本学術会議

の存在を前提として、新たに国が設立する法人として継続するための法的な枠組みにすぎ

ないためと理解する。そうであるならば、これまで日本学術会議が引き継ぎ、そして発展

させてきた理念や使命は、政府や国会の議論に委ねず、我々科学者自身で改めて確認し、

国民・社会に向けて誓約する必要がある。 

 加えて言えば、法案には法人への国の関与について監事をはじめ様々に規定されている

が、あらゆる立場から独立を保ち、自主的、自律的に科学的助言などの使命を果たすため

には、法の枠組みを前提としつつも、自ら定めるべき理念に従って、その理念が守られる

仕組みを作り上げていく必要がある、既に示されているような不当な介入への懸念につい

ては、内閣府の見解も認めているとおりこの法律は許容しないと確信しているが、これを

強固にするための組織についても日本学術会議自身においてしっかりと構築していかなけ

ればならない。 

 例えば、評価については、政府の評価委員会に対して別途、自己評価のために外部の有

識者に委嘱する委員会の日本学術会議内への設置や、政府任命の監事とは別に運営の適正

性を確保するための役職の総会での選任など、自ら適切なガバナンスを検討し、作ってい

かなければならない。 

 日本学術会議は、前期に「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」、そして今期に「日

本学術会議第 26 期アクションプラン」を公表し、自ら改革に向けて歩みを進め、タイムリ

ー、スピーディーな意思の表出や学術の進むべき方向性の提示、国際活動の強化、経済界

や国民等とのコミュニケーションなど様々な取組を実現してきた。日本学術会議は、今次

の日本学術会議のあり方に関する議論を糧として、組織改革だけでなく、世界及び国内の
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社会課題の解決に寄与しつつ、学術の更なる発展のために自ら行動し、さらなる改革を進

め、次世代へと引き継いでいくことを、国民、社会に対し約束する。 

 以上です。 

 

○光石衛会長 ありがとうございます。 

 昨年末の懇談会の最終報告、そして先月の法案の国会提出から本日に至るまでの間、日

本学術会議として、これにどう対応すべきか、先人が積み上げてきたこの組織を次の世代

に向けてどのように引き継ぐべきか、様々な議論が行われてきました。 

 総会や会員説明会、メールでの御意見、各部の会合などでの議論につきましても、全て

報告を受けております。また、川嶋先生をはじめ有志の先生方から、国会に対し修正を求

めるべく決議を行うべきとの議案の提案をいただきました。 

 確かに今回の法案は、まずプロセスにおいて看過できない問題があり、また内容につい

ても活動面での独立性、会員選考の自主性、独立性に関して懸念を抱かざるを得ないとい

うことは全ての会員が感じておられることと思います。 

 私は、今後、国会の場で、日本学術会議を代表して法案への態度を明確に述べる必要が

あります。そして、修正を求める場合、その内容を明確に述べる必要があります。その内

容が法案の根幹部分であれば、それは結局のところ、法人化に反対、現行のままでよいと

いう主張になってしまいます。それが全ての会員の意思として適当であるか、それが恐縮

ながら、川嶋先生御提案の議案の趣旨を理解し思いは共有しつつも、これに代わるものと

してこの声明案を会長提案として提出する理由でもあります。 

 何より私が会長として強く思っていることは、将来の会員となる科学者・研究者のため

に、今ここで日本学術会議を潰すわけにはいかない、そして、科学者の間で分断を招くわ

けにはいかないということであります。そのために、今回の総会において、日本学術会議

としてどのように意思を表していくべきか思いをいたしてまいりました。その結果として、

この声明を提案いたします。会員の皆様から寄せられた思い、懸念をしっかりとくみ上げ、

この声明に込めてまいりました。このため、多少文面が長くなったことは御容赦いただけ

ればと思います。 

 懸念は抱かざるを得ない、それはそのとおりであります。しかし、その上でより重要な

ことを申し上げたいと思います。それは、懸念点をはっきり示すことは必要です。しかし、

国会で結論が出された場合には、その先には我々は法律の枠組みを受け止め、日本学術会

議自身が主導して改革に注力し、懸念される事態が絶対に生じないよう取り組まなければ

ならないということです。 

 そのため、これまで総会等での会員の意見をしっかりとくみ上げつつも、国民や社会に

対して私たちの態度を表明するものとしてこの声明を発出いたします。学術の振興によっ

て文化を育み、平和で豊かな社会をつくり、国民の安心して生きがいがあり健康で文化的

な生活の維持・増進に貢献することを宣言いたします。組織改革にとどまらないアクショ
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ンプランなどによる改革を推し進め、国内外の課題を解決し、世界の学術にさらに寄与で

きる組織へと発展させていくために、日本学術会議自らがこれまで以上に取り組んでいく

ことを国民、社会に対してしっかりと発信していかなければならないと考えます。 

 本提案の趣旨、背景は以上です。会員各位の賛同を賜ることを望みます。 

 私からの説明は以上です。 

 

○三枝信子副会長 光石会長、ありがとうございました。 

 それでは、これより 16 時 25 分までを予定し、討議の時間を取りたいと思います。 

 提案３及び４に関して、御質問、御意見をお願いいたします。なお、最初は挙手でもよ

ろしいですが、できれば質問票をお渡しいただければと思います。 

 それでは、一つ、二つお受けする、第二部の後ろの女性の方。 

 はい、お願いします。 

 

○玉腰暁子会員 はい、第二部の玉腰と申します。ありがとうございました。 

 法律のいろんな文言の解釈というのは分からない部分があって、なかなか私にとっては

難しいなと思うところはあるんですけれども、私自身は多様な専門分野からなるこの学術

会議が平和で、安全・安心に、そして健康に暮らせる社会を守っていくことが非常に重要

であり、またそれが義務であろうと思っております。 

 また、平和な社会を残すために、子や孫やその先の世代から何をしたのかと聞かれたと

きに恥ずかしくないようにしていたいという考えがあります。その観点から、この学術が

特に戦争に加担しないとか、あるいはサステナブルな環境を維持するために貢献するとい

う観点から見て、理念としての前文の必要性ということと、もう一つは、国が過度に介入

してきたときに、それが侵されるとすると法案のどの部分に懸念があるのかということに

関して教えていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 はい、ありがとうございます。 

 そして、既に多数の質問希望票をいただいております。本日はできるだけ多数の方に御

発言いただくため、御発言を続けてお願いしたいと思います。 

 続いて、第一部、芳賀会員、続いて、第三部、塙会員、第三部、多々納会員までお願い

します。 

 

○芳賀満会員 第一部の芳賀です。 

 現在の日本学術会議の我々は、いつまでも文句を言うべきではない、もう十分だ、大人

は現実に対応すべきだ、さっさと次のステップに行こう、そもそも日本学術会議が解体さ

れたら元も子もない、などとのお考え・ご意見もあるかと思います。 
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 しかし、この法案を受け入れない場合でも、この日本学術会議は解体されません。この

法案とは別に、「日本学術会議廃止法案」が国会を通らない限り、日本学術会議は解体され

得ません。 

 一方、現在の新法案を受け入れれば、それは改正でなく廃止の法案ですので、現在の日

本学術会議は解体されます。 

 これまで任命拒否問題に我々全員一致で反対してきましたが、これまで政府はせいぜい

６名の会員任命拒否までしかできませんでした。しかし、新法案が通れば、法にのっとっ

て幾重にも政府は日本学術会議の我々をコントロールできます。これは以前より次元が異

なるレベルでの政府の介入でありますから、私は新法案に反対です。ゆえに、これまでの

我々の政府への対応の連続性の上で、改正を求める議案に賛成いたします。 

 新法案を受け入れても、その後の運用で対応すればいい、内規を決めればよい、とのご

意見も考えられますが、実際には新法案では我々側にその余白はなく、我々を法で細かく

縛っています。 

 確かに理想を追うだけではなく、この世界の現実も見ないといけません。私自身は、軍

事研究、安全保障研究といった科学研究は重要で必要だと考えます。そもそも現代の科学

のどこからが軍事なのか、境界がありません。ですから、日本学術会議会員は科学研究の

アクセルを強く踏むべきです。であるならば、だからこそ、日本学術会議会員という科学

者自身が強く踏むことができるブレーキも必要です。科学者によるアクセルとブレーキの

両方がきちんと働く日本学術会議でなければならない。しかし、新法案による日本学術会

議ではその自律性が科学者から奪われます。 

 最後に、特に二部、三部の会員は大変です。新法案には守秘義務、違法行為とされれば

会員にも賠償責任、罰金、過料などの処罰などが設定されています。これは浮世離れの学

問をしている一部会員なんかよりも、原子力、デュアルユース、生成ＡＩ、エネルギー、

気候変動などの今の世界の最先端の現場にいらっしゃる二部、三部の会員にこそ、大きな

枷になるかと思います。新法案の影響を強く受ける二部、三部の会員にこそ、ぜひ、この

新法案をよくご検討いただきたく思います。 

 以上の上で、改めまして、本当に僭越ではありますけれども、会長に質問がございます。 

 ３月 28 日の会員説明会では、会長は法案は５要件のうち、３・４・５に関して問題があ

る、とおっしゃいました。 

 １、その認識は今もお持ちですか。 

 ２、どういう問題があるとお考えでしょうか。 

 昨年７月 29 日の会長談話では、５項目への懸念が払拭されないなら、重大な決意をせざ

るを得ない、とおっしゃいました。 

 ３、５項目への懸念は払拭されたのでしょうか。 

 ４、もし、払拭されていないとしたら、重大な決意について今はどうお考えでしょうか。 

 以上、大変恐縮いたしますが、４点、お願いできますでしょうか。 
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 終わります。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 少し質問を先に続けたいと思います。 

 第三部、塙会員、第三部、多々納会員、続けてお願いします。 

 

○塙隆夫会員 はい、三部、塙です。 

 全くちょっと視点の違う発言になるかもしれないんですけれども、２件のこの提案が出

てきて、この２件を採決するということをしたときに、先ほど川嶋会員から２件とも承認

もあり得るというお話もあったんですが、現実的に何かどちらかを選ぶような形になるん

じゃないかなという気はしています。その場合に、例えば、学術会議の中の分断を招くか、

あるいは分断して誤解されるようなことも生じるんじゃないかという懸念があります。 

 そこで、ちょっと質問なんですが、これはこういう議案が出た場合には、必ず採決しな

くてはいけないものなんでしょうか。というのが、まず第１の質問です。 

 そして、例えば、川嶋先生の提案されている議案というのが、会長の提案の中に含まれ

る部分もかなりありますので、これを集めて折衷案と言ったらちょっと言葉が適切かどう

か分からないんですが、これを一つの議案として、うまく議案として採決に持ってくよう

なことというのは可能なのではないでしょうか。これはちょっと私の拙い私見でございま

すけれども、ということをちょっとまずお伺いしたかった次第です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございます。 

 多々納会員、お願いします。 

 

○多々納裕一会員 私のほうからは少し、どういうふうに申し上げたらよろしいでしょう

か、交渉というのを考えるとしたときに、交渉になっているかということが気になってお

ります。なぜかというと、多くの部分の中で、例えば、こういう権利とか、こういう条件

が成り立っていれば自動的についてくるものがあるというふうに考えることもできますが、

具体的にはそれがついてくるとは限らないだろうし、仮についてくると書いてあったとし

ても、その中身がどれだけあるか分からない。言い方を変えれば、そういう状況の中で、

例えば、特殊法人になるという部分を廃止して、そうなるということを認めるとここでし

たとしても、幾らでも政府のほうは裁量を持つことができるというふうにも理解できます

し、今度逆に修正をお願いしますというふうに川嶋先生がおっしゃっていただいたやり方

でやったとしても、今度は逆にそこの中身が何なのか、全然そこにはここを認めてくれと

言っているだけで幾らそこのところで、例えば、先ほどの連携会員の話もありましたが、

その連携会員の皆さんの活動が保障される根拠はどこにあるんだと、こういう話にもやっ

ぱりなるかと思います。 
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 そこで、私としては、実は、理想とするというか、我々が今やりたい活動というものを

まず振り返ったときに、そこでどれだけ経費が必要になるか、人的リソースがどれだけ要

るかというのを試算をせずに交渉に当たるというのはあまりにも無謀ではないかとずっと

思っていたんですが、その上で、例えば、150 億円、年間要りますみたいな試算だってあ

り得るんではないかなと思うわけです。その結果として、例えば、30 億円で何とかできる

水準でやっていけますねみたいな話になるかどうかという話もいるのかなと私は思います。 

 言い方を変えると、非常に金勘定みたいな話で申し訳ないんですが、言い方を変えれば、

法人化になっても経費がちゃんと保障されなければどうしようもないし、今度残っても、

やはり活動を絞られてしまったらやはりなかなか難しいわけです。そこら辺のところで、

どういう条件なら今のそういう活動が可能なのかというところについての交渉といいます

か、検討をした上で、意思決定がしたいなというのが正直なところです。御検討いただけ

ればありがたいです。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございます。 

 それでは、たくさん質問票をいただいておりますので、質問を続けたいと思います。 

 続いて、第二部の小林会員、第二部の樋田会員、第一部、南野会員、お願いいたします。 

 

○小林武彦会員 どうもありがとうございます。 

 お二人のプレゼンをお聞きして、心は一緒だということを皆さん思ったと思います。私

もそうです。ですので、二つとも採用というか、認めてもいいじゃないかというのは直感

で思いました。お二人にちょっとだけ確認があって、例えば、最初の川嶋先生のほうでは、

５要件のところでかなりクリティカルなこと、今まで言い続けてきたことですけども、指

摘されていると思います。それを全部否定するのが目的であって、別に法人化そのものを

拒否するという趣旨ではないという理解なんですけど、それでいいんですかね。 

 それと、あと、光石先生のプレゼンに関しても、結局国会に呼ばれて説明しなきゃいけ

ないと。そのときに御指摘される点は、今日川嶋先生がおっしゃったことを結局おっしゃ

るんですよね。あるいは、それはおっしゃらないで、ということなんでしょうか。という

ところがちょっと疑問に思いました。もし、そういう方向で国会に呼ばれたときに、川嶋

先生もおっしゃられたところを指摘するのであれば、もうここで、今文書で出していても

問題はないのかなというふうに思った次第でございます。 

 あと、それと、前半、今日の午前中に林先生、私もその委員会の委員なんですけども、

ちょっと聞いていてやっぱり情けなかったのは、イギリスではこうだとか、外国ではこう

だとか、アメリカではこうだということがあって、僕らはいつもビハインドでやってきた

んですよね。そういうこともこれから学術会議が解決していかなきゃいけないので、やっ

ぱり学術会議が政府とは独立して、バリバリとそういった問題を指摘して未来に向かって
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やっていくためには、独立性だとかフリーハンドであるこというのはすごく重要だと思い

ます。ですから、ここの交渉は重要ですので、できるだけ最後の踏ん張りみたいになっち

ゃうんでしょうけども、頑張っていけたらいいかなと思います。 

 私からは以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございます。 

 第二部、樋田会員、お願いします。 

 

○樋田京子会員 ありがとうございます。 

  既に多くの会員の先生方の御発言と同様に、私も二つの議案の真髄というのは同じだ

なというふうに感じておりました。 

 これは、議案１のほうは非常に具体的な修正の方向性も少しお示しいただいたと思うん

ですけれども、二つ目の会長がお話になった声明ですね、声明のほうは修正も含めてとい

うことが２ページ目のほうには書いてあるのですが、どのぐらいまでを考えているのか、

今小林会員もおっしゃいましたけれども、本当にずっと会長たちが仰ってきた５要件を満

たすために、それも含めた修正をこれからも求めていくものだと、私は会長の声明を読ん

で理解しました。ただ、修正といっても、どのくらいのレベルをお考えかなという、それ

次第では、議案がどの程度の修正であれば可否投票ができるのか分からないです。この総

会で、この議案のこの部分を変えたほうがいいのではないかとか議論できるのか、修正の

コメントがついたときに、今回の総会で議決まで持っていけるものなのかどうか、その辺

を後でお答えいただければなと思います。  

 以上です。ありがとうございました。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございます。 

 続いて、第一部、南野会員、お願いします。 

 

○南野佳代会員 はい。もう少し後のほうが順番としてはよかったのかと思うんですけれ

ども、二つの御提案は矛盾するものではないというふうに私も受け止めております。 

 その上で、先ほど一つに合わせて案をつくるということの御提案もあったと思いますの

で、そうできるのが、それが実現できればよいというふうに私も思います。 

 ただ、一つだけ、会長の御用意いただいた声明なんですけれども、今まで、私は 25 期・

26 期の任期なものですから、25 期でも本当にさんざん、ものすごくたくさんの労力、時間

を集めて検討したものというのをきちんと反映していただいて、大変感銘を受けておりま

す。ただ、私たち、意思の表出というのを分科会などでするときに、名宛て人をはっきり

させるですとか、それからタイムリー、スピーディーというのは今日も何回も承ったんで

すけれども、２ページ目の下から２段落目のところで、どうも何となく読んだ感じ、名宛
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て人が違っているのではないかという印象を受けました。 

 ですので、ここのところで、前半と後半と勝手に呼ばせていただきますけれども、前半

までは恐らく 56 人提案と整合もしますし、一つにできるんではないかと思うんですが、後

半の部分は、これはどちらかというと、私たちは一応非常勤の国家公務員なので、私たち

の主たる国民に向けての決意表明のような趣旨なのだろうというふうに受け止めました。

だとすると、恐らくこれは質が違うものが、二つが一つになっているので、分けたほうが

受け止める側がはっきりと私たちの言いたいことが伝わるのではないかということで、分

けるということを御検討いただけないかというのが１点です。 

 そして、二つに分けたこの後半の部分なんですけれども、まだ法案は審議入りさえして

いない段階で、何となく恐らく成立するのだろうということは言えるとしましても、かな

り先取りした内容になっているのではないかというふうに感じます。そうしますと、どち

らかといえば、タイムリーというよりはフライングぎみな感じがしまして、何というので

しょうか、見ようによっては国会審議を軽視しているという印象を与えかねないのではな

いかというところを少し懸念しております。ですので、成立した後に、改めて私たちの決

意表明という形で、何か出していただくということを検討いただけないかと思います。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 では、質問が多数なので続けます。 

 第三部、奥村会員、第二部、西村ユミ会員、第三部、佐々木葉会員、お願いします。 

 

○奥村幸子会員 はい。議案１について質問させていただきます。 

 御説明の内容、本日、具体的に修正点について資料をいただけたことは本当によかった

と思って、理解が大変進んだと思います。 

 そこで、確認といいますか、質問になるんですけれども、ちょっと細かいところを指摘

して恐縮なんですが、ちょっと仕事柄、神は細部に存在すると思っているので細かい点を

確認させていただきますが、７ページのところに具体的な内容の一部は以下のとおりとい

うことで、修正の方向についてということで７点御指摘いただいていて、この内容は大変

に修正するとしたらということで具体的な内容になっていて分かりやすいと思いますが、

これが具体的な一部と書いてあるんですが、修正してほしいという意味でいうと、この七

つの内容ということでよろしいのでしょうか、というのが私の質問になります。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございます。 

 第二部、西村ユミ会員、お願いします。 

 

○西村ユミ会員 はい、ありがとうございます。第二部の西村です。 
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 おおよそ先生方の御質問と被ってしまうんですけれども、被らない点として、私ども第

二部では、例えば、遺伝子検査をするかどうかなどのときに、先ほどフライングという言

葉もあったんですけれども、将来どうなるかということを十分考えて、どういう提案をす

ることが将来、例えば、先ほど、今回この修正案を出したとしても学術会議はなくならな

い、それは学術会議を廃止する法案が出なければなくならないというふうにおっしゃって

いただいたので、ちょっとほっとしたところなんですけれども、法律について十分知識を

持っておりませんので、できましたらちょっとどちらかの方向に行くかどうかもまだ今議

論中かと思いますけれども、このような修正案を出す、あるいは会長がこれまで関わって

こられてお考えになったことを出されることで、この先どうなるかということを伺わせて

いただけますと判断の根拠になるのではないかと思いました。 

 よろしくお願いします。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございます。 

 続いて、第三部、佐々木葉会員、お願いします。 

 

○佐々木葉会員 はい、ありがとうございます。 

 それぞれの内容というよりも、この学術会議の中での合意形成というのはどういうふう

にやっていくというふうに理解して、今日のディスカッション、あるいは最終的な投票と

いうのをすればいいのかがちょっとよく分からないということですね。つまり、議決とい

うのが二つあって、両方成立することもあり得るのかないのかとか、あるいはここで私た

ちが何か議決したことを当然ウェブサイトに出したり、世の中に発表しますけれども、そ

れが次のアクションにおいてどのような意味、場合によっては拘束力、力を持つものとし

て議決するべきなのか、その辺の理解が皆さん本当に全員共有されているかというところ

がちょっとよく分からなく、私自身もそこがはっきりしないので、もし最後、投票、挙手

というようなことをする場合、どう考えて自分の意思を表明していいのかがよく分からな

いというところがございますので、そこについても御説明いただければというふうに思い

ます。 

 先ほど、会長のほうからここで議決されたことが、結局国会にいらしたときに発言する

その根拠になるという御説明がございましたけれども、じゃあその場合、その議決の案文

そのままを持っていくのか、あるいはここで議決されたことをもう一回背景にして何らか

交渉されるのか、その辺りもちょっと補足、御説明いただけるとありがたいと思った次第

です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 質問希望多数のため、まだもう少し続けたいと思います。 

 第三部、玉田会員、第一部、大橋会員、第一部、定延会員、お願いいたします。 
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 第三部、玉田会員。 

 

○玉田薫会員 はい、よろしくお願いします。 

 本日、両議案について御説明いただきまして、御説明を聞く機会を得られましてほっと

いたしました。質問が幾つかあるんですけれども、一つは、これは会長になると思うんで

すが、先ほどからも同じ御意見があったと思うんですけれども、修正案を出すということ

に関して、学術会議がなくなるかもしれないと感じる懸念の理由がちょっとよく分からな

いんですね。それについてもし何かありましたら、御説明いただきたいということです。 

 あと、もう一つは、これが一番聞きたかったことなんですが、昨日ですかね、一昨日で

したか、内閣府のほうから岸有識者懇談会座長と笹川室長からのビデオが送られてきてそ

れを見まして、全く懸念がないというような内容になっておりました。私は会長の発言は

非常に信頼しておりまして、同じ会議に出ていて幾つか懸念点があって、本日の資料が出

てきたものと思っております。これについて、実際どう考えていらっしゃるのかというの

をぜひ聞きたいなというふうに思っております。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 はい、ありがとうございます。 

 第一部、大橋会員、お願いします。 

 

○大橋幸泰会員 第一部の大橋です。 

 会長は分断を恐れるというふうに言われましたけれども、部を越えて共感できるところ

はいっぱいあるだろうと思います。それは、そもそも学術とか学問は何のためにあるのか

ということです。やはり人類の幸福のためにある、そのために機能しないといけないとい

うふうに思います。これは第一部から第三部までの研究者のみならず、全ての研究者が共

有している認識ではないかと私は信じます。それが日本国民のためになる、そういうふう

に思います。その共通認識に立脚して今回の問題を考えてみると、学術会議がこれまで主

張してきた５要件、５項目を満たすように法案の修正を求めるというのは当然のことだと

思います。 

 この問題は私たちの問題というよりは、私たちの後の世代の研究者や市民の問題であっ

て、今ここで議論している私たちはその責任を負っているということだと思います。これ

も実は会長が言われたことなんですけど、５年後、10 年後、20 年後のことを考えなくちゃ

いけないというふうに言われました。それは、このままこの法案が通ると災いが起こると

いうふうに私は思うので、このまま黙ってやはり受け入れるわけにはいかないと思ってい

ます。未来に責任を負う必要があるということであれば、だからこそこの法案をそのまま

受け入れるわけにはいかないということであります。 

 それで、改めて会長の声明案というのを見たときに、前半は何人かの方も言われていま
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すけど、前半は私たちのこのもう一つの提案とは矛盾しないと思います。ただし、会長提

案の後半は、法案がそのまま通ったことを前提となっているという意味で、やはり現時点

で賛成できないです。したがって、前半の方向で二つの提案を統合して、学術会議の意思

表明とするというのがいいのではないかというふうに私は思います。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 続いて、定延会員、第一部、お願いします。 

 

○定延利之会員 はい、定延です。 

 私の質問はもう既に出たほかの先生方のものと大分重なっているんですが、先ほど光石

先生がお話しされた、潰されないようにという、この「潰す」というイメージが具体的に

どんなものなのかということをお聞きしたいというものです。芳賀先生、それから先ほど

の玉田先生、もう一人いらっしゃったでしょうか、廃止法案が可決されない限りここは残

るんだというお話でしたので、なおさらその「潰す」ですね、そういうイメージがどうい

うものなのかということについて、具体的にお伺いできればと思います。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 質問がまだまだ続いておりまして、第一部、髙橋裕子会員、第一部、中村会員、第二部、

山口会員、お願いいたします。 

 

○髙橋裕子会員 第一部の髙橋です。 

 会長の声明案を拝読いたしまして、ちょっと疑問に思ったことがございます。５要件を

満たしていない、これまでの議論のプロセスに様々に遺憾と言わざるを得ないというよう

なことがあったと前段で書かれています。この総会声明案というものが、法案が通ったと

きに一体どれほどの効力を持つんだろうかと、このように声明を出しても、法案と整合し

ない内容はどうなるのかという疑問を持ちました。 

 何人かの会員がおっしゃったとおり、２行ぐらいのスペースの後の内容が変わってくる

わけですけども、ここで「宣言をする」という言葉が２ページの最後に出てきます。宣言

をしたり、それから３ページには、第１段落目の最後には「誓約する必要がある」と出て

きます。それから、その最後には、「約束する」という言葉も出てきます。25 期の人はも

うこの法案がもしも通って新たな別の新しい学術会議ができたときには、もういないわけ

ですよね。そのときに、どうやって誓約したり、約束したりすることができるのかなと。

そして、ここで宣言をすることの意味がどれほどあるのかなということを疑問に思います。

自分たちにできないことを未来の世代に約束させたり、誓約させたりするのは、こんなに
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困難を経験してきているのに妥当だろうかという疑問も持ってしまいました。会長として

このようなことを誓約したり、約束したり、未来の世代にさせることができるのかという

ことをお伺いしたいと思います。 

 私も同様に、この後半の部分は声明の前半部分と語っている対象や内容が大きく異なっ

ていますので、後段の部分は今の段階で提出できるものではないという意見でございます。 

 ありがとうございました。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 続きまして、第一部、中村会員、お願いします。 

 それで、あと、まだまだほかに発言希望の方があるんですけれども、あとお二人質問を

いただいたところで、一旦提案者からもし御発言があればお伺いできればと思います。 

 では、中村会員、お願いします。 

 

○中村征樹会員 第一部の中村です。 

 私自身も皆さんと同じ考えで、両提案には齟齬がないものというふうに考えています。

先ほどの光石先生から国会で採択されたら我々としては懸念する事態を招かないようにす

る必要があるという発言がなされて、それは本当にそのとおりかなというふうに賛同して

おります。 

 その上で、基本的にやはり学術会議のあり方については、最終的には民主的な手続にの

っとって国会で多角的に検討されて、判断されるものだというふうに考えております。民

主主義のプロセスにおいても国会が適正に機能するというためには、内閣の作成した条文

案をそのまま受け入れるということではなくて、条文案の修正を含めた検討がなされ、活

発な議論がなされるのは当然のことであって、その際にアカデミアとして、あるいは学術

会議としての懸念をきちんと伝えて、５要件が満たされないのであれば、これまでの議論

を踏まえて法案の修正を求めるというのは当然のことかなというふうには考えています。 

 その際に、会長の提案についてちょっと１点御確認したいんですけれども、先ほどから

前半、後半という話があったんですけれども、特に、後半自体は私はあってもいいのかな

と思うんですけれども、具体的には３ページの最初の冒頭の３段落については、これは現

在の法案、条文がそのまま採択されたことを前提に、これを採択されたとしてもちゃんと

やっていくというような話になっているかなというふうに思っておりまして、これを議論

するに当たって、ある意味このまま採択されたとしても問題ないんだと、学術会議して何

とかやっていくんだというようなメッセージにも受け止められるのかなというふうに思い

まして、ちょっとメッセージ性を弱めてしまうのかなというふうに思っております。 

 先ほど、南野会員からやはりフライングという指摘がありましたけれども、やはりこれ

は実際にそのまま採択されるのか、採択されないのか、あるいはちょっと見直し、修正が

あって採択されるのか分からないですけれども、最終的に採択された場合に、採択された
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その条文を踏まえた上で、じゃあ学術会議としてそれを踏まえて何ができるのかというこ

とを発信していく、表明するということが重要かなというふうにちょっと思っておりまし

て、この現在出ているのをそのまま採択されるということを前提にしたところというのは、

今回のところ、特にこの３ページの冒頭３段落については今回は削除して、その点につい

てはその後にまた発信する、検討とするということでよいのではないかなというふうに考

えております。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 はい、ありがとうございました。 

 それでは、第二部、山口会員、お願いします。 

 

○山口香会員 第二部の山口です。 

 発言をするべきかどうかとちょっと何か迷っていたところはあるんですけども、私はス

ポーツが専門なんですけれども、スポーツの例を少しひもといてみますと、1980 年、皆様

はもうお忘れかもしれませんが、モスクワオリンピックをボイコットしたことがございま

す。このときは、アメリカがボイコットを決めて、ソ連がアフガニスタンに侵攻してとい

うような背景から、日本も国としてボイコットをするというようなことで、当時、スポー

ツ関係者はボイコットをせずにアスリートを派遣したいというような思いがあったんです

けれども、当時の文部省から、もしボイコットをしないんであればこれからの援助はしな

いとは言わなかったと思いますけども、そのようなことがあって、最終的にはボイコット

を決めたということがあります。 

 この背景の後にスポーツ界はどうしたかというと、自律の道を進んでまいりました。日

本オリンピック委員会を設立し、経済的に国からの援助がなくてもオリンピックに派遣で

きるような団体を目指すということでやってきました。私が何を申し上げたいかというと、

今の議論の中で、やはり先ほど三部の方も言われましたが、資金というところは非常に重

要なところだと思っていて、この学術会議、私たちが国の資金、援助なしで独立してやっ

ていく覚悟というか、やはりそういったものを持っているのかどうかといったところは非

常に重要だと思います。 

 私は、会長ははっきりはおっしゃらなかったと思いますが、恐らく会長提案の中には、

ここで大幅な修正を求めてそれを学術会議が議決をして出したということは、それぐらい

の覚悟を持ってやるということをやはり国に示すというような受け取られ方をするんじゃ

ないかという懸念が、先ほどの会長の学術会議がなくなるという言い方をされましたが、

学術会議そのものがなくならなくても、運営やそういったこれからのビジョンを達成して

いく上で、国との対話がしにくくなるんじゃないかということがもしかしたらあられるん

じゃないかなと思います。 

 川嶋会員が本当に御説明いただいたことはまさに正論ですし、そのとおりだと思います。
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そして、あれを聞くと、おどろおどろしいというか、恐しい世界が待っているんだなとい

う気もいたしますが、先ほどのスポーツ界でいうと、今どういう状況であるかというと、

やはり国の援助がなければやっていけません。どんなに自律を求めてもやっていけないで

す。育成、強化、普及、全ての面で。ということで、うまく、うまくと言っては何ですけ

れども、バランスを取りながらやっていくという道をやはり探るしかないだろうというよ

うなことでやっています。恐らく光石会長もそこのところを御配慮して、このような苦し

い文面になられたのかなというふうに思います。 

 一部の皆様がおっしゃるように、これが採択、法律が通ってから変えていけばいいじゃ

ないかと言われるかもしれませんが、大幅な修正をもしかしたら求めるということが国に

対してノーということを突きつけることになって、法律が通った後、コミュニケーション

が本当に今までどおりというか、今までもあまり取れていないと思うんですけども、取れ

ていくのかということを心配しなければいけないと思うんですね。この先の未来、若い人

たちがこの学術というものを継続していく、研究者を守っていくといったところにおいて、

そこのコミュニケーションが取れない、対立をさらに増すということを選択していいのか

といったこともやはり配慮して考えていかなければいけないんじゃないかなと思います。 

 もちろん、やり方はいろいろあると思いますけれども、このような問題が起きたのもそ

もそも、僭越ですけど、そういうコミュニケーションが取れていなかったから起きたこと

だと思いますし、その対立をさらに深めて、本当にそれがいいのかどうか、答えは 100 か

ゼロかではないと思うんですけれども、そういう意味では、二つの案に齟齬はないとは思

いつつも、私は大きく違いがあるのではないかなと思いますので、そこはどちらかを選ぶ

しかないと私は思っています。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 多数の質問、御意見、ありがとうございました。 

 明日も討論の時間があるとはいえ、本日、ここまでのところで一回提案者から御発言が

あればお受けしたいと思います。 

 まず、初めの提案者であります川嶋会員、いかがでしょうか。 

 

○川嶋四郎会員 はい、どうもありがとうございます。多くの方々から様々な御意見、御

支援をいただきまして、どうもありがとうございます。 

 私自身は、実は、より多くの方々に情報提供をしていきたい、より多くの方々に具体的

なこういう問題点を知っていただきたいと思っております。それゆえ、いろんな方がいろ

んなことをおっしゃった、そのそれぞれに逐一答えたいという気持ちは重々ございます。 

ございますが、ただし、総会ではできるだけ多くの方にお話しいただきたいと思います

ので、１点だけにさせていただければと思います。 
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 まず、法案が通れば、恐らく先ほど示しましたように、もう「四面楚歌」の状態、日学

は（将棋の比喩でいえば）「詰まれたような状態」ですので、その非常に狭い枠内でしか活

動できないのではないかということです。あの手この手、人選の問題、それから活動計画

の問題、いろんなところで、いろんな多重多層的なところで介入の措置が施されています。

背後には資金の威嚇的な装置もあります。そういう中でやっていかざるを得ないのであり、

非常に窮屈な組織になってしまうのではないかと思います。それを実は非常勤の人たちが、

お金を集めるということも含めて、全部やっていかないといけない。これは非常に重要な

問題だと思います。 

 だから、まさに私たちの案でお示ししましたように、国会における議論の促進という意

味でも、具体的に何がどう問題であるかということを、学術会議の意思として、これまで

私たちが５要件、それから５懸念、こういうものをずっと主張し続けてきました。それが

行政によって、つまり内閣府によっては認めてもらえなかった。それでは、その認めても

らえなかった証拠が法案という形で国会に出ているので、それをまさに国民のオープンな

視線の下で議論をしてもらう機会を得るのが一番いいのではないかと考えます。最終的に

は国民がそれを判断してくださればいいということです。恐らく選挙の争点にもなり得る

重要な課題になると、私は思っております。 

 ありがとうございます。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 続きまして、光石会長、いかがでしょうか。 

 

○光石衛会長 状況といたしましては、今月末か来月の早い時期に国会審議になる予定で

す。私が聞くところによりますと、衆議院並びに参議院に参考人として呼ばれ、態度を聞

かれるという状況にあります。したがって、通常のことであれば幹事会で機動的に決めて

いますが、御存知のとおりこれは非常に重要な案件ですので、総会で何らかの方向性ある

いは決議をする必要があるということ、そうでなければ、私もどう発言していいか分から

ないという状況にあります。 

 それから、皆さんのところには直接行っていない可能性も高いですが、日本学術会議は

もう要らないと言っている人も世の中には結構多くおり、国会議員の中にもそういう人も

います。たとえ廃止法案にはならないとしても、実際には予算を締めつけるということで、

ほとんど活動ができない状況になる可能性は十分あるのではないかと思います。 

 前半は川嶋先生と同じ思いで、プロセスに問題があり、また法案にも問題がある、ここ

は少々言葉を選んでいますが、懸念があるという表現をしています。確かに懸念はありま

すので、それは否定しませんが、懸念が本当に懸念になるかどうかは我々の活動次第で、

問題にはならないという可能性も非常に高いということです。今この時点で、我々はこう

いう方向に向かって進んでいくという積極的な姿勢を見せることが必要です。 
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 我々は将来に対して約束できるのかということを申し上げられた先生もいらっしゃいま

すが、今ここで我々がこの方向に向かっていくということをしっかりと示さないと、どの

期においても、今度再任ということもあるかもしれませんが、それは置いておき、今示し

ておかなければいつまでたっても示すことができないのではないかと思います。 

 それから、この前の説明会の際に、５要件のうちの３、４、５については、確かに懸念

はあるということは申し上げましたが、それが全くゼロ回答なのかというと実はそうでは

なく、やり方次第ではそれが問題にはならないということを皆さん御理解いただきたいと

思います。そういう意味で、３、４、５についても、例えば、予算についても交付金では

なく補助金では毎年しっかりと努力をしていかなければ約束はされないわけですが、しっ

かりとアクティビティを高めていけば、十分な予算がつく、また、監事についても通常の

こと以外に言えるということはないということですので、私はそれを信じ、内閣府が言っ

ており国会でもそのように答弁されると思います。そのようなことを国会答弁ではしっか

りと宣言していただきたいと思っている次第です。 

 ５項目について、実は、昨年の７月の時点では、二つのワーキンググループ、組織制度

と会員選考のワーキンググループができており、学術会議は何を言ってもほとんど受け入

れられない状況にあり、また、来年度の予算要求の直前でもあって、ほとんど確定される

状況にあったということで、どうしてもそれを阻止したいという状況で、断固容認しない

という発言並びに姿勢を示したわけです。そういった努力の末に、政府側は学術会議と公

式並びに非公式の打合せをかなり行い、それにより実際に相当の内容の修正を勝ち取るこ

とができたと考えております。したがって、５項目が全く満たされないという主張を繰り

返すということは、これまでの交渉の経緯を考えると、今そのことを挙げて言うというこ

とは必ずしも適切ではないと思います。 

 この５項目については、いわゆる５要件に比べれば、ある意味では一部分で、５要件の

ほうが極めて重要です。５要件については、先ほども申し上げましたように、３、４、５

が全くゼロ回答かというと決してそんなことはないと思います。我々のアクティビティ次

第でそこは十分に担保されると思います。後半に未来志向のことを書いており、特に文化

を育み、平和で生きがいがありということは前文に書かれていたものの、文化と平和とい

うことを組み込み、さらに今よく言われているウェルビーイング、すなわち、社会だけで

はなく個人にも文化的な生活ができるようにといった言葉も含めるべきではないかという

ことを宣言してはどうかということを先ほど申し上げた次第です。 

 このように、この先も、我々は国民、社会に向けて発信をしていく、日本学術会議はこ

ういう方向に向かっていくということをしっかりと宣言するということが非常に重要では

ないか。そして、国会でフライングではないかという指摘がありましたが、反対、反対と

言い、修正を求めると言っていて、これはある意味では反対であると取られると思います

が、そこから態度を急変して、それではこれから一生懸命やりますというふうに変わると

いう姿勢でいくことが、本当に国民あるいは社会からの共感を得られるのかということは
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よく考えたほうがいいのではないかというのが私の提案です。 

 

○三枝信子副会長 はい、ありがとうございました。 

 さて、まだ 10 件以上の質問票をいただいておりますので、本日はこの御発言をしていた

だいた後で回答の時間はないと思いますので、続きは翌日に回したいと思います。 

 それでは、第一部、白波瀬会員、第一部、広田会員、第一部、吉水会員、お願いします。 

 

○白波瀬佐和子会員 よろしくお願いいたします。 

 法案についてはやはり問題はあると思います。ただ、ここでの議論が、私は個人として、

やっぱり何を目指したものなのかというところが非常にやっぱり見えなかったということ

と、これは第一部の中の非公式の中でも議論はして、最初に今川嶋委員からも大変遺憾だ

ったという御意見があったんですけれども、重要なのはやはり、第一部と第二部と第三部、

この三つの中でしっかり熟議をしていくということだと思います。 

 繰り返しですけれども、川嶋委員がおっしゃったことと光石会長がおっしゃったことは

基本的には一致はしていると私は思っています。そこの中で、やはりその一つの組織の長

としては潰すわけにはいかないというメッセージは本音だと私は理解しています。ですか

ら、そのために何が今、限られた、あるいは問題がある中で、進めていくべきか云々とい

うところで、原理原則も絶対に外してはいけない部分があることも確かでありますけれど

も、では、それをどういう形で運用し、実行していくのかというところまで結びつけて修

正案を国民にも分かりやすく言わないと、残念なことに反対のための反対というふうに受

け止められるのは極めて遺憾だと思います。 

 ですから、そういう意味では、強硬な対案がやっぱり半双してこそ、その修正案という

のが生きてくるのではないかというふうにすごく思っています。国として、今の感じが、

おまえたちはできるのかというような態度になられないように、でも、学術、科学という

のは今の世界平和も含めて不可欠であります。ここに人的も含めた投資がなければ国力が

低下するということも、もうこれも明らかであります。ですから、そこは政府のほうも全

く分からないわけではないというふうに感じておりますので、やはりそれは将来を見て、

次の世代にちゃんとバトンを引き継げるような形で議論をやっぱりつくっていくというの

がここでは非常に重要だと思いますので、そういう意味で、私の立場というのは第一部の

中では非常に少数派だと思いますけれども、やはり出口というのがやっぱりみんなでやっ

ぱり共有できないというか、この意見に対して反対かどうかということがどういう結果を

生むのかという共通した選択肢がやっぱりないというのは非常に問題だというふうに感じ

ましたし、そういう意味で、できるだけ将来に向けて積極的な対案で、そして政府とは独

立した自律性のある見解を科学者としてやっぱり発することができる社会というのは形成

すべきではないかというふうに考えています。 

 以上です。 
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○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 続いて、第一部、広田会員お願いします。 

 

○広田照幸会員 ちょっと最初に、潰される問題で思うのは、一時的に予算が削られたり

することはあり得ると思いますけど、民主国家の政府がナショナルアカデミーを廃止する

ということは先進国の常識を考えてあり得ないということですね。だから、嫌がらせぐら

いだと思うんだけど、そこを我慢するかどうかという。その上で、反対だと受け止められ

てしまうとかというお話がありましたけど、まさにそこは執行部が広報や国会できちんと

説明をして、我々は反対をしているのではないと、大事なことを修正を求めているんだと

いうことを繰り返し言っていただくということが必要なんじゃないでしょうかね。 

 その上で、一つは、声明案で大事なことが落ちていると思うので質問したいんですけど、

前半の部分で、５要件のうちの三つ目の財源の安定性の話が懸念材料の中に書かれてない

んですよ、今の案では。独立性や会員選考については書かれていて、だけども財源の安定

性が非常に懸念されるというふうに書かれていなくて、補助金が単年度制で、しかも補助

できるというふうなのが法案の条文なので、この法案は極めて財政基盤が危ういものにな

るという、そこについて懸念が書かれてないのはなぜなんでしょうか。先ほどの光石先生

の最初の口頭のお話でも、独立性と会員選考については懸念がありますがというふうに口

頭で説明されて、財源問題についてお話がなかったので、何かもう納得したのかなという

心配があるのでちょっと質問させてください。 

 

○三枝信子副会長 はい、ありがとうございました。 

 続いて、第一部、吉水会員、お願いします。 

 

○吉水千鶴子会員 はい、ありがとうございます。 

 私は 25 期・26 期の会員なんですけれども、25 期の最初が任命拒否問題から始まって、

それから法人化問題が出てきて、ずっとこの２期、この問題を議論してまいったわけです。 

 執行部の方々は本当に御苦労されて対応されてきたと、その中でも、やっぱり５要件を

守るということをずっと一貫して主張してこられたわけですね。それが今回の法案でまだ

十分に満たされてはいないと。今、会長は運用によってはということで、いろいろと全く

駄目というわけではないというふうにおっしゃいましたけれども、ただ、ちょっとこの声

明案ですと、５要件に対して一体じゃあどうなるのか、我々は十分ではないけども、それ

を飲むのかという点が何か非常に曖昧になってしまうという懸念を私は抱いております。 

 ですので、当然のことながら、これまでの一貫した学術会議の立場として、会長が国会

でお話をする機会があるということですから、ぜひともやはりそこがまだ不十分であると、

修正を求めたいとおっしゃっていただくことは、何も法人化に反対しているわけではない
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ので、これまでの主張の一貫した流れに沿ったものでありますし、これまでのずっと多く

の方々の努力を無駄にしないことでもありますし、また、国民に対して学術会議はずっと

その５要件ということをいかに大事かということを説明して繰り返して言ってきたわけで

す。ですので、何かそれを曖昧にしてしまうと国民の信頼も失うんじゃないかという、そ

ういう懸念があるということを私は申し上げたいと思います。 

 ありがとうございます。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 質問、コメント、御意見、続けたいと思います。 

 続いて、第三部、田村会員、第二部、五十嵐会員、第二部、斯波会員、お願いします。 

 では、田村会員、お願いします。 

 

○田村圭子会員 はい、田村でございます。 

 多くの方々がこの資料７－１、７－２については齟齬がないというお話でした。齟齬が

ないなら両方出したらいいじゃないかという御意見もあるんですが、齟齬がないのであれ

ばどちらかにしたほうが発信力並びに国民の混乱がないのではないかというふうに思いま

す。 

 ただ、その内容については、ほぼほぼ事実としては齟齬がないということであれば、じ

ゃあこの二つの違いは何なのかというと、私にとってはこの書きぶりの態度というところ

が違うのかなというふうに読みました。それは国民に対する態度です。７－１につきまし

ては、全国民の視点から見て、歴史的にも世界的にも取り返しのつかないことになると書

いてあって、学術会議のなくなるということは国民目線からとっても大変なことである。

つまり、学術会議と国民の心は同じであるというふうに書いてあるように読めます。７－

２については、先ほどお話もありましたが、国民の安心であったり、国民の安心という、

これに対して私たちは貢献するということ、国民、社会に向けて誓約しますということ、

国民に約束するということで、国民を対象として寄り添ってやっていくというような目線

で書いてあって、今後御理解を得ながら共に学術会議をつくり上げていくというふうにも

見えます。 

 この二つの態度が大きく違うので、ここを観点としてどちらを選ぶかということを考え

るのが適切ではないかというふうに感じております。もし私の考えに間違いがあれば、ぜ

ひ正していただければと思います。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございます。 

 では、第二部、五十嵐会員、お願いします。 
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○五十嵐和彦会員 はい、五十嵐です。 

 川嶋先生のお考え、あるいは法学の先生方のお考えをもう少しお聞かせ願えればなと思

って質問をさせていただきます。 

 今回の条文の案ですけれども、いろいろ書かれているわけですけども、裁量の幅が大き

いのか、あるいは小さいのか、あるいはその裁量の幅が大きいことによって、例えば、川

嶋先生の御説明だと四面楚歌の状況になっていくというような御説明がございましたけど

も、法律として考えたときには、その裁量の幅が広いのがよろしいのか、狭くてできるだ

けしっかり書き込まれることがよろしいのか、それについて法学の先生方にいろんな考え

方が果たしてあり得るのか、あるいはやっぱり一定の方向の考え方ということなのか、そ

ういったところをお時間があるときにお聞かせ、教えていただければと思いました。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 では、第二部、斯波会員、お願いいたします。 

 

○斯波真理子会員 はい、ありがとうございます。 

 先ほどの光石会長のお話を伺って、これまで随分折衝というか、交渉をされて、そして、

ここまでこちら側の意見もある程度向こうに飲ませてくださったということも理解できま

した。でも、ただし、このまま法案が通ってしまうと、やっぱりこれは学術会議にとって、

そして日本国民にとってやっぱりよくないことだから、やっぱりここは反対すべきだと私

はずっと思ってきたんですが、ただし、そしたら結局法案が通ってしまったら、後で相当

いじめられるんじゃないかと気の小さい私はそれもびびってたんですけども、でも、こう

やって皆さんでディスカッションをして、そして腹をくくって、いじめるんだったらいじ

めてみと、そんな感じで腹をくくったらいいような気もするんですけど。 

 すみません。以上です。 

 

○三枝信子副会長 よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

 続きまして、第一部、岩井会員、第一部、宇山会員、同じく第一部、美馬会員、お願い

します。 

 岩井会員、お願いします。 

 

○岩井紀子会員 山口会員から国という言葉が出たんですけど、国という対象は一つ、責

任政党のことを言われているんでしょうか。 

 国会は一つの政党ではなく、いろんな政党によって議論が行われています。その場に学

術会議の会員が考えている懸念事項ですね、それをあるいはこの点を修正してほしいとい

うことを明確に示す、国会審議に入る前にそれを明確に示していくということは非常に重
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要なことだと思います。先ほど言われたように、おとといですかね、ビデオレターで有識

者会議の座長と室長が 28 分、20 分という、さっきの 15 分とか 10 分よりも長いですけど

も、懸念はない、懸念はないと言うのを私も拝見しましたけれども、何かそう言われれば

言われるほど、あるいは先ほど会長は国会審議において内閣府は答弁してくれるというふ

うに言われたんですけれども、果たして修正案の指摘を明確にしないまま、そういう答弁

がどういう形でなされるかということについては、国会に行ってしまえばもう会員のでき

ることはなくなってしまうと思います。 

 運営によって、やり方によってなんですけれども、ある縛られた中での運営、やり方、

それから実際に学術会議の会員が持っている時間というところから、結局それを仕込むと

か、幹事とか一部の方々にお任せしてこうなって、それをまたこの議論で、というような

これまでのことを考えても、運営アクションでどうこうなるというものではないのではな

いかと。それであれば、その懸念を明確に先に示しておくべきじゃないかと。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 続いて、第一部、宇山会員お願いします。 

 

○宇山智彦会員 はい、宇山です。 

 これまでの議論の中で、政府との関係と、国会との関係が少しごっちゃになっている感

じがしましたが、今回検討している声明なり、決議なりというのは、やはり国会での審議

の参考にするためであって、政府との交渉とは一旦分けて考えるべきであろうと、まず第

１点、言いたいと思います。 

 それから、私は法律家ではないですが、外国、特に民主的ではない国の法律を読んでそ

こにどういうわなが仕掛けられているかということを見つけるのを一つの仕事にしていま

すが、その観点から言うと、この法律は本当に危ないと思います。いろいろなところにわ

なが仕掛けられている、法学の先生たちが言うとおりですけれども。やはり任命拒否の問

題にしても、そもそもかなり以前の総理大臣が形式的任命であると言った、法制局もそう

いう解釈をしていたのに覆されたわけですから、政府見解というのは変わり得る。やはり

法律にきちんと書かれていない権利は保障されない、法律できちんと制約されていなけれ

ば政府は何でもできるというのが政治のリアリズムです。運用に頼ることはできないので

す。 

 そして、これまでの政府と学術会議の関係を考えても、学術会議が歩み寄れば政府が譲

歩するとか、いいように取り計らってくれるとかという関係ではないと思います。我々が

さんざん努力してやってきた自主改革は、結局、学術会議も改革が必要だと言っているん

だから法人化すべきですよねという話に使われているわけです。ですから、これまでの主

張を取り下げるのは政府との関係でも別に役に立たないし、かえって国民からの信頼を落
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とすだけであろうと思います。 

 こういうことを言うと、第一部の人間は原則論でよくないと言われると思うんですけれ

ども、学術会議はそもそも理系の、特に物理学を中心とする方々が中心になってつくった

もので、その際、戦争協力の反省というのはもちろんありましたけれども、それだけじゃ

なく、日本の科学力が足りないから敗戦した、科学敗戦であった、それはやはり政府の政

策がよくなかったからなので、自分たちで学術政策を審議しようという決意を込めて設立

したものであるわけです。やはり今研究力の低下ということも含めて、文系・理系問わず、

研究が直面している難題を本当に独立の立場から考えていかなければいけないこのときに、

独立を危うくする、あるいは壊す法律を通していいのかということは、専門分野とは関係

なく考えなければいけないと思います。 

 そして、これまでは第一部の人間が政府に批判的であるかのように取られてきましたけ

れども、実際は政府と協力関係にあるけれども、この問題では譲れないという立場を取っ

てきたんですけれども、この法律が通ることによって予想されるのは、コ・オプテーショ

ンが一旦途切れて、その後これまでとは違う人が入ってくる、特に第一部は大きく変化す

る可能性があります。というのは、文系の中には理系の人たち以上に政府に擦り寄る、そ

して政府だけではなく、かなり右のほうに立っている人が少数ではありますが確実にいま

す。そういう人たちがここに入ってくると思います。そういう状態を許していいのかとい

うことも考える必要があります。 

 最後に一つ会長に質問ですが、政府と非公式のやり取りをしてきたとおっしゃいました。

大変苦労されたと思います。しかし、やはり会長は学術会議を代表される立場ですから、

そのやり取りが我々会員に全く見えないものであってはいけないと思います。全部とは言

いませんから、どういうやり取りをしてこられたのかをお話しいただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 続いて、第一部、美馬会員、お願いします。 

 

○美馬のゆり会員 はい、美馬です。 

 日本学術会議はこれまで学術の発展と社会への貢献を使命として歩んできました。今、

私たちが改めて問われているのではないかと思います。学術は誰のためにあるのか。急速

に変化する社会の中で、学術が人々の暮らしや未来とより深くつながっていることが求め

られていると思います。 

 その一方で、政府とは一定の距離を保つこともまた大切だと考えています。なぜなら、

それは学術が独立した知の営みとして、自律的に物を考え、社会全体の利益に資する提言

を行っていくために不可欠な姿勢だからと思うからです。どこか一部の権力や利益のため

でなく、社会の多様な声に応え、未来世代を含めた全ての人々に対して責任を果たしてい



82 

 

く。そのためにこそ、日本学術会議は政府とも一定の距離を保ちつつ、社会と誠実に向き

合う存在であり続けるべきだと私は思います。 

 今、私たちはこの日学のこれからの形について、未来を見据え、責任ある決断を下すべ

きときに来ています。学術の公共的な意義を改めて胸に刻みながら、未来を生きる人々と

共に歩む道をここから皆さんと共に考えていきたいと思います。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 予定の時間を超過していますけども、もう少しですので、全員の方から、質問票をいた

だいた方から、全員から御発言をお願いしたいと思います。 

 続きまして、第二部、柚﨑会員、第二部、狩野会員、第一部、小畑会員、お願いします。 

 

○柚﨑通介会員 ありがとうございます。柚﨑です。 

 私もお話を聞いていまして、川嶋先生が言われるのと光石会長が言われるのと、基本的

に理念は一致しているというのは皆さん思うとおりだと思います。 

 今回、どういう方向を取るかによって、学術会議がなくなるとか、いじめられるとか、

そういうことを私自身が大きく心配しているというわけではなくて、この学術会議が停滞

しているという、それこそ今日の午前中にもあったような研究力の低下とか、キャリアプ

ランとか、特に生命科学とか、第二部とか第三部の、どの部もそうですけども、我々が直

面して、日本自身の研究力が地盤沈下している状況、いっぱい前に進みたい状況があるに

もかかわらず、例えば、午前中の質問にもありましたように、マスタープランからロード

マップに収載されるような道が少し途絶えてしまったとか、いろんな形で影響が出てきて

しまっていると、もう待ったできない状況、それを私自身は一番恐れています。 

 私は、前も連携会員だったのですけど、26 期から参加したのでちょっと外からの見え方

というのが少し見えているのかもしれないんですけど、逆に言うとよく事情が分かってな

いのかもしれないんですけど、先ほどいみじくも言われたように、自然科学はやっぱり真

実は最終的に一つだと思うんです。社会科学ももちろん一つだと思うんですけども、法律

はやっぱり解釈がいろいろあると思って、だからこそ弁護士とか法律家がいるんだろうな

と思うんですけども、そういうことを考えると、会員の選び方というのは二部、三部と一

部というのは難しい面が、これはもともと内在されている、内包されていることなので、

政府のやり方を認めると、今回の案を認めてしまうと右ばっかりになってしまうんじゃな

いかというそんな先ほどコメントがありましたけど、逆に向こうからすると左ばっかり選

びやがってと思っているかもしれない。ここをやっぱりチェックアンドバランスしていく

ことを考えると、ある程度今回の政府案の考えも分かるところがあって、どっかでチェッ

クアンドバランスしたいと。ただ、その仕方がこれが正しいのかどうかは分からないけど

も、それなりに両方側から譲れるところまで譲って前に進むしかないんじゃないのかなと
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いうのは私自身が考えているところで、そういう意味で、二つの案は理念は一致している

んですけど、やっぱり方向性が少し違ってきているので、私自身は光石会長の案に従って

今回進めて、より科学的なことで前に進みたいなというのが正直な気持ちです。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 続いて、第二部、狩野会員お願いします。 

 

○狩野光伸会員 はい、ありがとうございます。 

 私からは、キーワードは信頼で行ってみたいと思います。ここまでの経緯は確かに不信

感を増幅させ合ってきたのかもしれないんですが、ただ、その組織の全員が不信感の対象

かどうかというところはぜひ見直してみるべきかなと思っております。要は、いろいろ例

えば、戦争状態に陥ったときに、相手の国に対して不信感を高め合うということによって

戦意を高揚するという方法がありますけれども、その結果、起きることは殺りくですね。 

 私はもともと医者ですので、信頼感というのは、例えば、患者との関係でも大事だと思

っているんですが、例えば、今はすみません、医者はしていないんですけど、患者の人に

内容は同じだから、「あなたは癌です。統計学的には２か月後に死にます。以上」と言うの

と、「癌にかかってしまっているかもしれないけれども、いろんな可能性があって、いろい

ろやっていきようで人生はいろいろまだまだ展開しますよ」というのは、言っていること

は多分同じなんですけど、受け止めようは違ったりいたしませんでしょうか。そうした場

合に、信頼関係をよりセクターを超えて構築し合えるような方向に持っていくにはどうし

たらいいかというのは、今回考えていく必要があると思います。なぜならば、活動費、先

ほど御発言が一つありましたけれども、活動費が基本はやはり税金で賄うしかない、未来

のための仕事をしていると今すぐにはお金は戻ってきませんので、そうすると税金を介し

てでしかなかなか活動が難しいような活動を我々はしていると思います。そうすると税金

を払う人、あるいは税金を配る人たちとの間に、信頼感をよりたくさん醸成しない限りは

うまく回らないんじゃないかというふうに考えます。 

 そういたしますと、もちろん私も川嶋先生がおっしゃる懸念、リスクは十分そういう可

能性もあると思いつつ、ただ、転換したときに別のポジティブリスクというか、よい方向

に転換し得る余地もまだ残っているのではないかという信頼をしたいし、それから信頼を

こちら側が不信で投げれば、向こうからも不信で返ってくるということはよく経験するこ

とですので、こちらが信頼を求めたときにそれを受け取ってくれる人たちの輪を広げると、

そういう活動が大事なんじゃないかなということを思っております。 

 この意味で言うと、内容は同じなんだけれども、光石先生が提案された案の表現のほう

がより信頼関係の構築に近づくのではないかということを思ったので申し上げました。と

りわけ国会は今の制度では、納税者の方々の、我々も含めてですけど、その代表であると

いう建付けです。したがいまして、ここを敵に回すと制度上はみんな敵になります。した
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がって、国会の方々の中にどれだけ我々と同じ考え方を持ってくれる、信頼できる人たち

を増やせるかということが、今回大きな分岐点になろうかと思いますし、今後もそうであ

ろうというふうに思いますので、この意味で信頼感を高められるような表現を工夫してい

く必要があると思います。 

 ここにもう一つだけ加えますと、信頼感の基は、学術に対しては結局何だったのかと思

うと、例えば、ほかの活動に比べて、自分たちで自分の間違いを正せる機能がついている

ということが信頼の基だったんではないかなということを思うところです。ほかの活動で

はそうじゃないときもあるでしょう。民主主義制度はまあまあそうでしょう。学術も査読

があるからまあまあそうでしょう。全然ないわけではない。そうすると、この自己修正能

ということをしっかり果たしていくということ、それによって間違えることもあるけれど

も、最終的に多くの人にとって正しいことに向かっていくんだと、それのための活動をし

ているんだということをしっかりと表現できることも大事だし、あるいは今までのたくさ

んの尽力をしてくださった、政治家の中におられるし、それから内閣府の中にもおられる

し、あるいは岸先生もそうだと思いますけれど、そういう方々に対して、我々は一体、何

はすてきだと思ったのかということも、例えば声明の中に一緒に表現することによってそ

の信頼感が高まるんではないかと、そういったことを考えまして、以上、発言とさせてい

ただきます。 

 ありがとうございました。 

 

○三枝信子副会長 はい、ありがとうございました。 

 では、第一部、小畑会員お願いします。 

 

○小畑郁会員 すみません。まず、今日の総会で発言するのは、私、最初になりますので、

この間、私の説明会の発言について不快を持たれた方がおられたというふうに側聞しまし

た。大変申し訳なく、この場を借りておわび申し上げます。 

 それで、私が発言を求めましたのは、発言というか意見ではなくて、意見については明

日もし機会があれば申し上げたいと思うんですけども、私は見てもらったら分かるように

56 人案の提案者の一人ですので、大体意見はお分かりかと思いますけれども、今回は私は

動議を提出したいというふうに思っています。なぜそういうことを言うかというと、決し

て最終的に私の動議が採択されて、採決されて白黒が出るということを望むからそういう

ことをやっているわけじゃなくて、動議については幹事会で議論することができるという

ふうにされています。したがって、この後の幹事会で、私の動議も参考にしながら、どう

いうふうに皆さんの意見をすり合わせてまとめていくかと。場合によっては二つのものに

なるかもしれませんけども、一つのものにまとめられるならまとめたほうがいいというこ

とはそうだと思いますので、そこで議論していただきたいということで出したいというふ

うに、その触媒になればというふうに考えて動議を出したいというふうに思います。 
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 動議は、会長声明案の、皆さんは後段というふうにおっしゃいましたけど、後半部分を

削除するという修正動議でございます。これは、何人かの方が言われたと思うんですけど

も、今の段階というのはどういう段階かと言うと、つまり政府の提案が国会に提出されて、

国会で議論するその法案の採否について国会で議論をする、国会が場合によっては修正を

加えるということもあるべしという、そういう段階の声明ということになります。国会が

どういう態度を取るかというのはまだ実は分からないんですよね。私たちは国会との間で

交渉の場を持つことはできませんでした。ということからしますと、これはまず交渉が新

しい段階に入ったというときに、我々はどう考えるのかということを示す機会に、総会声

明として出すということです。ということからすると、国会の立場と政府の立場が非常に

ごちゃごちゃになっていると思うんですけども、国会に向けてどういうメッセージを出す

かというのが今一番の大事な局面です。そうしますと、決してそういう意図ではないとは

思いますけれども、後段の部分は学術会議が現行の確保ですね、内閣提案を修正しないま

までもよしというふうに学術会議が表明したというふうに取られかねない、そういう内容

です。光石会長の御発言にもありましたように、後段が非常に重要だというふうにおっし

ゃったと思うんですけれども、そうだとすると、ここはそのように取られてしまうんです

よね。だから、前段で、今、国会に対してメッセージを出すということであれば、十分で

はないかというふうに思います。そのことこそ、今、４月の総会でやるべきことだと思い

ます。 

 もう一つ申し上げますと、決意を表明するということは大事だというふうにおっしゃい

ましたけども、今の法案では設立委員というのが公布の段階でつくられるようになってい

て、内閣総理大臣の任命だと思いますけども、ということがあって、設立の準備がされる

わけです。我々の学術会議規則というのは、我々が自主的に制定している規則というのは、

これは自動的には継承されません。したがって、もう一度新しい学術会議になって、総会

で採択されなければ、連携会員も何もないわけですよ。我々が自主的に守ろうとしたもの

というのが、４月の新しい学術会議になって初めての総会の段階で、初めてそういうこと

が総会で採択されればなるということですね。恐らく、その原案になるものを準備するの

は、設立委員だというふうに思います。そうだとすると、これは非常に、その内容は非常

に危険ですよね。つまり、簡単なことで、現行の学術会議の規則は修正までは適用される

というふうに確認的に書けばいい話だと思いますけれども、そうなってはいないです。そ

うだとすると、今この段階で決議を表明しても、言わば何もならないということですね。

設立委員に対して、言わばこちらの意見を申し述べるということしかできないということ

になるので、それは法律が成立した後で十分だろうというふうに思います。 

 だから、交渉の局面が今変わったということ、国会に対してどういうメッセージを出す

かということが今の段階では一番重要である。そのためには、後段は間違ってメッセージ

を解釈されるおそれがあるということで、後段の削除を求める修正動議を提出します。幹

事会で議論していただいて、明日の実りある議論につなげていければというふうに思って
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おります。 

 以上です。 

 

○三枝信子副会長 ありがとうございました。 

 規則によりますと、動議の提案は会員二人以上の会員により、動議、修正提案が行われ

た場合は、会長は必要に応じて幹事会等で意見を聞くことができるとあります。今の御意

見に賛成される方はありますでしょうか。 

 それでは、二人以上いらっしゃると認めまして、ただいまの動議につきましては、本日

行われる幹事会で検討するということにしたいと思います。ありがとうございました。 

 それでは、これにて本日いただきました質問票に基づく御発言は以上です。時間延長し

て失礼いたしました。 

 それで、これで本日の討議の部分はこれにて終了いたしますけれども、数々の質問、意

見が出ましたので、これらに対する発言、説明は明日の総会でその時間を取ることにした

いと思います。また、各提案は明日午後の総会において採決を行うこととしますが、その

方法及び順序については本日の幹事会において確認し、明日の議事冒頭で説明することに

したいと思います。 

 以上で、本日の総会の議事は終了し、議事進行を会長にお返ししたいと思います。 

 ありがとうございました。 

 

○光石衛会長 はい、ありがとうございました。 

 以上で、本日の総会を終了いたします。明日も引き続きよろしくお願いいたします。 

 この後は事務連絡です。事務局から連絡をお願いいたします。 

 

○事務局 それでは、この後の日程についてお知らせをいたします。17 時 15 分から幹事

会を開催いたしますので、幹事会構成員の方はお時間になりましたら、２階の大会議室ま

たはオンラインにて御参加ください。 

 続きまして、明日の日程についてお知らせをいたします。明日は、午前中に各部会を開

催いたします。会場にて御参加される方は、各会場は第一部会、５階５Ａ会議室、第二部

会、６階６Ａ会議室、第三部会、６階６Ｃ会議室になります。その後、13 時 30 分から総

会を再開いたします。 

 本日の資料はこのまま席上に置いておいていただいても結構です。 

 明日の総会にオンラインで御参加いただく先生方は、本日同様、入室に当たり本人確認

を行わせていただきますので、御協力のほどよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○光石衛会長 はい。皆様、どうもありがとうございます。 
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 この後、幹事会は先ほどアナウンスがありましたように、５時 15 分から開始いたします

ので、構成メンバーの方は２階大会議室にお集まりください。 

 ありがとうございました。 

 

[散会（午後４時５０分）] 
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